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１ 計画策定の趣旨 

第６次豊川市総合計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」で構成しています。 

基本構想は、目標年度を令和７年度（２０２５年度）とし、本市のめざすまちの未来像を

「光・緑・人 輝くとよかわ」と定め、これを実現するための施策の基本的な方向を明らかに

しています。 

基本計画は、計画期間を平成２８年度（２０１６年度）から令和７年度（２０２５年度）ま

での１０年間とし、基本構想で定めた施策に基づき、まちづくりの目標を達成するために必

要な手段を明らかにするもので、計画期間の中間年次となる令和３年度に、計画期間前半に

おける取組みの評価を行うとともに、社会情勢の変化に対応するため中間改訂を行いました。 

実施計画は、計画期間を３か年とし、基本計画で定めた行政分野ごとの目標を実現するた

め、具体的な事業をどのように実施していくかを示すもので、財政状況を視野に入れながら

毎年度見直しを行うローリング方式により策定するものです。 

  

２ 計画期間 

  令和５年度から令和７年度の３か年とします。 
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３ 計画の対象 

この計画の対象は、基本計画の各施策における｢将来目標を実現する主な手段｣を具体化す

る事業のうち、市の財政負担を伴うもので、必要性、効率性、有効性が高い事業を対象とし

ます。ただし、人件費、事務的経費、施設などの管理費（光熱水費、修繕料、電話料・保険

料、委託料など）については、原則として計画の対象外とします。 

  

４ 計画策定の基本的な考え方 

策定にあたっては、基本構想で定めるまちづくりの基本方針を踏まえ、少子高齢化の進行

と人口減少時代の到来に的確に対応していくとともに、市長のマニフェストや、まち・ひと・

しごと創生総合戦略に掲げる取組みの実現を通じて、人口の維持と市域全体の均衡ある発展

に配慮します。また、新型コロナウイルス感染症拡大による市税の減収や、世界情勢の影響

に伴う物価高騰への対応などにより、これまで以上に厳しい財政状況などが見込まれるため、

政策的に事業間の連携を図り、効率的、効果的な事業の推進を図ります。 

基本計画の各施策における｢将来目標を実現する主な手段｣ごとに目標指標を表記すること

で、目標の分かりやすさに配慮するとともに、財政計画との整合を図りながら期間内の事業

費や事業量を明記した具体性の高い計画とします。 

また、第６次総合計画の中間改訂において、基本計画に取組みの方向性を位置付けた以下

に掲げる新たな課題について対応するものとします。 

 

（１）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

 ＳＤＧｓは、２０１５年９月の国連サミットで採択された、先進国を含む国際社会全体の

持続可能な開発目標です。第６次総合計画の中間改訂にあたり、基本計画の各政策分野にＳ

ＤＧｓの目指すゴールを関連づけ、総合計画とＳＤＧｓ 

を一体的に推進することを明確に位置付けました。この 

ため、実施計画においても、施策ごとにＳＤＧｓ１７の 

目標との関係を明示するとともに、それぞれの目標に向 

けた具体的かつ効果的な推進施策について検討を進め、 

実施していくものとします。 

 

（２）新たな日常に向けた強靭な地域の構築 

 新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、強靭かつ自律的な地域を構築するため、今後

の取組みにおいて、新たな日常の構築への原動力となるＤＸ（デジタルトランスフォーメー

ション）の視点を強く意識することとしました。実施計画では、ＤＸの視点を取り入れなが

ら、コミュニティ活動や経済活動の維持、新しい生活様式への対応など、新たな日常の実現

のための取組みを重点的に実施するものとします。 
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５ 重点的に推進する取組み 

少子高齢化に対する人口増施策を始め、本市におけるさまざまな課題へ的確に対応し、 

「元気なとよかわ 子育てにやさしく 人が集うまち」を実現するため、以下の取組みを重

点的に推進することで計画の実効性を高めていきます。 

 

 （１）政策分野別の取組み 

 

政策 区 分 内 容 

政
策
１ 

安
全
・
安
心 

 

交通安全・防犯

対策 

市道西方御津紡線、市道足山田大木線などの歩道整備のほか、カラ

ー舗装、踏切道改良などを実施するとともに、自転車乗車用ヘルメ

ット購入に対する支援や交通安全指導隊の活動支援を行います。ま

た、防犯ボランティア団体の活動や、防犯灯、防犯カメラの設置に

対する支援を行うとともに、特殊詐欺対策装置の購入に対する支援

を新たに行います。 

防災対策 

防災センターを活用した防災啓発や人材育成を行うとともに、ドロ

ーンなどの先進技術を活用した災害対応体制の整備を進めます。ま

た、南海トラフ地震への対策として、耐震改修に係る各種支援を継

続することで耐震化の促進に努めるとともに、急傾斜地の崩壊を防

止する対策工事を行います。 

消防・救急体制

強化 

消防車両を計画的に更新し、消防・救急体制の強化を図ります。ま

た、災害時の活動拠点としての機能を有した新消防庁舎の建設整備

に向けた取組みを進めるとともに、消防団の災害出動報酬を拡充

し、消防団活動の活性化を図ります。 

環境対策 

各家庭の地球温暖化対策設備の設置に係る支援を拡充し、地球環境

への負荷を低減するための取組みを推進します。また、合葬式の市

営墓地を整備することで、墓地の需要に対応するとともに、地域猫

活動の支援を行うことで、飼い主のいない猫によるふん尿被害など

の環境問題への対策を進めます。 

ごみ減量化  

再生利用可能な資源の回収を行うなど、資源保護、環境保全、廃棄

物処理量の減少を図る取組みを進めます。また、焼却施設の大規模

整備工事を行い清掃工場の長寿命化対策を行います。 

生活排水対策 

下水道施設の幹線管渠の耐震化を行い、人口が集中している地区に

おける地震発生時の流下機能を確保します。また、予防保全的な維

持管理を行い、管路の耐用年数延伸を図ります。 
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政策 区 分 内 容 

政
策
２ 

健
康
・
福
祉 

健康づくり 

国民健康保険被保険者を対象として、生活習慣病予防のための健康

診査や保健指導、脳ドック費用助成を実施することで、被保険者の

健康増進を図ります。また、後期高齢者を主な対象としてフレイル

（虚弱）状態の特性を踏まえ、高齢者の保健事業と介護予防事業を

一体的に実施します。さらに、総合的な医療・健康対策の拠点とし

て、総合保健センターの建設整備に向けた取組みを進めます。 

地域医療 
関係機関の連携体制構築を推進する在宅医療・介護連携推進事業を

実施し、在宅医療と介護の一体的かつ包括的な提供体制を支えます。 

子育て支援  

子育て世代の支援として、相談支援や結婚支援、子育て応援金の支

給などを行います。また、市立保育所の建替整備と民間保育所の建

替整備や園庭遊具整備の支援により保育環境の整備を行うととも

に、保育所などの給食費の減免を行い、保護者の経済的な負担を軽

減します。さらに、安心して出産、子育てができる環境づくりとし

て、妊娠期から切れ目のない支援を行う相談支援の充実と産前産後

ケアなどの総合的な支援を行います。 

高齢者福祉  

認知症初期集中支援チームの活動や認知症カフェへの支援などによ

り、認知症総合支援事業を推進するとともに、運動器機能向上など

を目的とした住民主体の通いの場の創出や運営支援などにより介護

予防事業の充実を図ることで、地域包括ケアシステムの構築を推進

します。また、シルバー人材センター事業への支援を行い、高齢者

の生きがいづくりや社会参加を促進します。 

障害者福祉  

医療的ケア児等コーディネーター業務を専門性のある障害福祉サー

ビス提供事業所に委託し、障害者相談の充実を図ります。また、障

害者（児）が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地

域全体で支えるサービス提供体制の構築を進めます。 

生活自立支援 

生活困窮者が自立した生活を送るための相談支援や、障害者も含め

た一般就労へ向けた相談支援を行うとともに、生活困窮世帯などの

子どもに対する学習・生活支援に取り組みます。また、支援対象者

の属性を問わない包括的な支援を行う重層的支援体制整備事業の本

格的運用を開始します。 



7 

 

 

 

政策 区   分 内           容 

政
策
３ 

建
設
・
整
備 

住環境の整備 

豊川駅東と豊川西部の土地区画整理事業を推進するとともに、組合

施行による豊川宿伊奈土地区画整理事業への支援を行います。さら

に、空家等対策計画に基づく具体的な取組みを進めるとともに、市

営住宅の整理と集約化を進めます。 

コンパクト   

シティの推進  

市外から指定地区への転入者に対する補助金などや、都市機能の増

進に資する施設の新設に対する事業者への補助金を交付します。ま

た、愛知御津駅橋上化と駅前広場の整備やコミュニティバスの運行、

パークアンドライドに資する公共駐車場の整備を進めます。 

道路交通網の  

充実 

都市計画道路上宿樽井線などの幹線道路と生活道路の整備を進めま

す。また、緊急時の避難路確保対策として、狭あい道路の解消に取

り組むとともに、計画的な橋りょうの長寿命化対策と道路施設の維

持補修を行います。 

公園整備 

豊川公園の再整備を進めるとともに、民間活力を導入した赤塚山公

園の利活用促進を図ります。また、公園施設の長寿命化や機能充実

に向けた整備を行います。 

政
策
４ 

教
育
・
文
化 

学校教育 

ファシリティマネジメントを考慮しながら、老朽化した校舎の改修

工事などを実施するとともに、ＩＣＴ教育支援員や学級運営支援員

を配置することで、充実した教育環境を整備します。また、スクー

ルソーシャルワーカーの配置などによる登校支援を行います。 

青少年健全育成 
放課後などの児童生徒の居場所づくりを進めるとともに、社会生活

を営む上で困難を有する子どもや若者の相談支援を実施します。 

生涯学習 

多くの市民が生涯学習活動などに親しめるよう生涯学習事業を実施

するとともに、老朽化した生涯学習センターの改修を進めます。ま

た、図書の購入やプラネタリウムを活用した番組製作などの内容の

充実を図ります。 

スポーツ振興 

シティマラソンなどにおいてゲストランナーを招聘するとともに、

スポーツイベント開催への支援や総合体育館の改修工事を行いま

す。 

文化芸術振興 

質の高い音楽や美術などに触れる公演事業や展覧会を開催するとと

もに、無形民俗文化財伝承への支援など文化財の保護・保存などを

行います。 
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政策 区  分 内         容 

政
策
５ 

産
業
・
雇
用 

農業振興 

就農塾の開講や新規就農希望者相談窓口の設置などにより農業の

担い手を育成・支援するとともに、有害鳥獣や耕作放棄地への対

策を多角的に進めます。また、花きイベントの開催などにより豊川

産農産物の普及推進に取り組むとともに、農業関連施設の改修や

設備更新を進めます。 

企業誘致 
新たな企業用地の開発を進めるとともに、企業立地奨励金を始め

とする優遇制度や地域の特性を生かした企業誘致を推進します。 

商業振興 

創業・起業支援事業の推進により、創業や販路開拓などへの支援

を行うとともに、創業教室の開催などにより創業機運の醸成を図

ります。また、大規模商業施設への出店や商業者の事業拡大に係

る補助を行うとともに、商業団体などが開催するイベントへの支

援を行います。 

中心市街地 

活性化 

空き家見学まちあるきの開催により資源活用を図るとともに、活

性化イベントやソフト事業の支援を行い、中心市街地の賑わい創

出に取り組みます。 

観光振興 

「とよかわブランド」のＰＲとブランド力の強化を促進するとと

もに、観光協会への支援や観光地の衛生設備の改修を行います。ま

た、スポーツや文化活動などの合宿を行う団体の支援や来訪者へ

のおもてなし力の促進に取り組みます。 

雇用安定 

地域技能者活用事業や若年者就労支援事業により、ものづくり産

業を担う若年層の人材育成を図ります。また、首都圏からの移住や

市内企業への就職時の支援、奨学金の返還支援など、人材確保に関

する支援を行います。 

政
策
６ 

地
域
・
行
政 

コミュニティ 

活動・市民活動 

地区市民館の適正な配置と長寿命化を図るとともに、 町内会活動

におけるＩＣＴ化と活性化に係る支援や地区集会施設整備への補

助などを行います。また、ボランティアの人材育成やＮＰＯの運

営支援を行います。 

多文化共生 

姉妹都市や友好都市と使節団派遣などによる交流を行うととも

に、定住外国人の受入環境の整備や定住外国人児童などへの就学

支援を行います。 
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（２）市制施行８０周年記念事業としての取組み 

豊川市は、昭和１８年の市制施行から数えて令和５年６月１日で８０周年の節目を迎える

ことから、令和５年１月から令和６年３月までの間、市制施行８０周年記念事業を実施しま

す。本計画書において市制施行８０周年記念事業に係る経費を計上している事業は、以下の

とおりです。 

№ 実施計画事業名 市制施行８０周年記念事業名 ページ 

１ 成人保健事業 
食育推進プロジェクト「食のタスキをつなぐまち」

夏休みワークショップ 野菜でととのう健幸生活 
Ｐ46 

２ 豊川公園街なか賑わい創出基盤整備事業 新庭球場開設記念事業 Ｐ76 

３ 赤塚山公園充実事業 赤塚山公園３０周年記念事業 Ｐ77 

4 スポーツイベント開催支援事業 
豊川リレーマラソン 

トヨカワシティマラソン大会 
Ｐ88 

5 文化ホール公演事業 

市制施行８０周年記念コンサート 

地域住民のためのコンサート（「公益財団法人三

井住友海上文化財団ときめくひととき」公演） 

Ｐ89 

6 桜ヶ丘ミュージアム展示事業 
桜と四季の花々展 

企画展「どうする家康と豊川」 
Ｐ90 

7 御油松並木保護整備事業 
御油のマツ並木国指定天然記念物８０周

年記念事業 
Ｐ90 

8 豊川産農産物普及推進事業 （仮称）とよかわ花マルシェ Ｐ94 

9 食育推進事業 
食育推進プロジェクト「食のタスキをつ

なぐまち」食育推進事業（食と農） 
Ｐ95 

10 中心市街地活性化事業 中心市街地にぎわい創出事業 Ｐ100 

11 観光おもてなし力促進事業 
（仮称）とよかわ花マルシェ 

三遠ネオフェニックス プレシーズンゲーム 
P102 

12 ボランティア・市民活動センター事業 えがおフェス Ｐ107 

13 人権対策推進事業 人権・男女共同参画講演会 Ｐ109 

14 キュパティーノ市交流事業 姉妹都市提携４５周年記念事業 Ｐ110 

15 シティセールス推進事業 
「豊川って、豊かだ」キャンペーン 

モノ、ヒト、シゴト博覧会（仮称） 
Ｐ113 

     

政策 区  分 内         容 

政
策
６ 

地
域
・
行
政 

開かれた市政 

各種メディアによる情報発信やＳＮＳを活用した広報機能の強化

を図ります。また、都市圏プロモーション活動やメディアリレーシ

ョン活動強化事業などを有機的に連携させ、シティセールスを推

進します。 

公共施設適正  

配置 

一宮地区の公共施設や本庁舎等の統廃合・複合化に向けて課題な

どを整理し、公共施設の再編を進めます。 

行財政運営 

ＡＩなどの情報技術の導入・活用により行政のデジタル化を推進

します。また、企画立案能力や住民対話力の向上を図る職員研修を

実施するとともに、障害者雇用を推進します。 
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Ⅱ 市民意識の状況 
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本市では、２年に１回実施する市民意識調査で、「住みよさ」に対する市民の意識

と、各行政分野に関する「満足度」と「重要度」を捉え、総合計画の各施策を評価す

るとともに、取組みに生かしています。 
 

～ 計画期間前の市民意識の状況 ～ 
 
 

 

 

 

 

１ 住みよさ 

 

  「住みよさ」については、回答者の９０．０％が「住みよい」または「どちらか

といえば住みよい」と答えています。 

２ 行政分野ごとの満足度と重要度 

 

満足度と重要度の一覧 
 

「満足度」＝「満足」または「まあ満足」と答えた回答者の割合 
「重要度」＝「非常に重要」または「やや重要」と答えた回答者の割合 
 ※ 無回答は除いています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

38.5% 51.5% 4.1% 1.7%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住みよい どちらかといえば住みよい
どちらかといえば住みにくい 住みにくい
わからない

※無回答は除いています。

市民意識調査概要  
 ［ 調 査 方 法 ］ 郵送により調査票を配布・回収 
 ［ 調 査 期 間 ］ 令和３年４月２７日～令和３年５月１５日 

［ 調 査 対 象 ］ ５，０００人（市内在住の１８歳以上の男女） 
［有効配布数］ ５，０００件 

 ［ 有 効 回 答 ］ ２，７５４件（有効回収率 ５５．１％） 

政策 施策の名称 満足度 重要度

1. 交通安全対策 51.3% 91.9%

2. 歩行者にとっての道路の安全性 38.0% 93.3%

②　防犯対策の強化 3. 防犯対策 41.2% 90.3%

③　防災対策の推進 4. 地震などに対する防災対策 37.2% 90.2%

5. 消防体制 60.0% 88.0%

6. 救急体制 61.7% 91.2%

7. 地球環境の保全 37.7% 76.3%

8. 生活における衛生環境 71.0% 85.7%

⑥　ごみの適正処理の推進 9. ごみ処理対策 74.2% 89.0%

⑦　生活排水対策の推進 10. 生活排水対策 67.2% 84.0%

⑧　水道水の安定供給 11. 水道水の安全・安定供給 82.6% 89.8%

行政分野（質問項目）

安
全
・
安
心

①　交通安全対策の強化

④　消防・救急体制の充実

⑤　環境保全と生活衛生の向上
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政策 施策の名称 満足度 重要度

①　健康づくりの推進 12. 健康づくり 55.3% 72.1%

②　地域医療体制の充実 13. 医療環境 64.2% 92.9%

③　子育て支援の推進 14. 子どもを生み、育てる環境 50.2% 85.3%

④　高齢者福祉の推進 15. 高齢者福祉 41.5% 83.9%

⑤　障害者福祉の推進 16. 障害者福祉 31.9% 77.8%

⑥　生活自立支援の充実 17. 経済的な自立支援 21.5% 70.0%

①　住環境の整備 18.
住環境の整備（区画整理・住宅対
策など）

47.1% 65.9%

②　コンパクトシティの推進 19. 公共交通機関の利便性 41.1% 82.1%

③　道路交通網の充実 20. 道路の整備状況 46.5% 85.0%

21. 緑・自然の豊かさ 80.7% 75.7%

22. 公園の状況 58.9% 72.3%

23. 河川の状況 49.5% 71.3%

①　学校教育の推進 24. 学校の指導や取り組み 37.8% 72.0%

②　青少年健全育成の推進 25. 青少年の育成・支援 29.6% 67.5%

③　生涯学習の推進 26. 生涯学習の取り組み 37.9% 54.7%

④　スポーツの振興 27. スポーツの振興 38.1% 52.0%

⑤　文化芸術の振興 28. 文化芸術の振興 36.0% 49.9%

①　農業の振興 29. 農業の振興 33.2% 66.8%

②　工業の振興 30. 工業の振興 34.9% 65.2%

31. 商業の振興 31.4% 71.1%

32. 日用品などの買い物の利便性 74.6% 85.8%

④　中心市街地の活性化 33. 中心市街地の活性化 36.2% 69.2%

⑤　観光の振興 34. 観光の振興 30.6% 60.3%

⑥　雇用の安定と勤労者支援の充実 35. 雇用の安定・勤労者支援 30.0% 80.5%

①　コミュニティ活動・市民活動の推進 36. 地域のつきあいや人間関係 58.6% 71.1%

②　男女共同参画の推進 37. 男女共同参画 30.4% 51.5%

③　人権啓発の推進 38. 人権の尊重 40.5% 70.4%

④　多文化共生の推進 39. 国際交流活動・多文化共生 26.4% 47.7%

40. 市からの情報提供・公表 48.8% 78.8%

41. 地域の情報化 38.7% 71.0%

42. 公共施設の適正配置 45.1% 70.2%

43. 道路、橋などの適正な維持管理 45.7% 81.6%

44. 行政サービス 42.9% 74.8%

45. 職員の資質向上 37.3% 71.6%

46. 職員の定員適正化 25.8% 62.9%

47. 健全な財政運営 27.1% 71.7%

48. 東三河広域連合の活用 23.1% 48.4%

行政分野（質問項目）

地
域
・
行
政

⑤　開かれた市政の推進

⑥　公共施設の適正配置と長寿命化の推進

⑦　健全で持続可能な行財政運営と広域連携
　　の推進

健
康
・
福
祉

建
設
・
整
備 ④　緑や憩いの空間の充実

教
育
・
文
化

産
業
・
雇
用

③　商業の振興
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満足度と重要度の点数化と分析 

 

各施策に関する行政分野ごとの「満足度」と「重要度」について、回答を次のと

おり点数化し、合計点を回答者数で割った数を各項目の評点とします。  

 

 

 

 

 

 

 

「満足度」の平均点（０．２１）を縦軸とし、「重要度」の平均点（０．９５）を

横軸としてグラフ化し、次のとおり４つのゾーンに分けて分析することで、各施策

の相対的な状況を捉えます。 

 

 

満足度           重要度  

  満 足   ＋２点    非常に重要    ＋２点 

  まあ満足  ＋１点    やや重要     ＋１点 

  やや不満  －１点    さほど重要でない －１点 

  不 満   －２点    重要でない    －２点 

  わからない ±０点    わからない    ±０点 

 

 Ｃゾーン

【満足度】
　平均値より低い
【重要度】
　平均値より高い

グラフ左上のゾーンにあ
る項目は、その重要性が
十分認識されているもの
の、取組みに対する満足
度は低い施策と考えられ
ます。従来の施策を改善
することや新たな施策を
検討するなど、他のゾー
ンの項目に優先した取組
みが必要です。

 Ａゾーン

【満足度】
　平均値より高い
【重要度】
　平均値より高い

グラフ右上のゾーンにあ
る項目は、その重要性が
十分認識され、取組みも
満足されている施策と考
えられます。今後も現在
の水準を下げることな
く、着実な取組みが求め
られます。

 Ｄゾーン

【満足度】
　平均値より低い
【重要度】
　平均値より低い

グラフ左下のゾーンにあ
る項目は、その重要性の
認識が低く、取組みに対
する満足度も低いと考え
られ、施策の見直しや施
策の取組みの方向性など
を十分検討する必要があ
ります。

 Ｂゾーン

【満足度】
　平均値より高い
【重要度】
　平均値より低い

グラフ右下のゾーンにあ
る項目は、その重要性の
認識が低いものの、取組
みは満足されていると考
えられ、今後も満足度の
水準を下げることなく着
実な取組みが求められま
す。

重
要
度

満足度

平均値

平
均
値
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すべての項目の「満足度」と「重要度」の評点についてグラフ化すると次のよう

になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低い 高い

高
い

　　　平均値

低
い

平均値

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

-0.8 -0.6 -0.4 -0.2 0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2

満足度平均 ０．２１

重要度平均 ０．９５

交通安全対策

歩行者にとっての道路の安全性

防犯対策

救急体制

生活における衛生環境

地震などに対する防災対策

消防体制

地球環境の保全

ごみ処理対策

水道水の安全・安定供給

生活排水対策

健康づくり

医療環境

子どもを生み、
育てる環境

高齢者福祉

経済的な自立支援

住環境の整備

公共交通機関の利便性

道路の整備状況

緑・自然の豊かさ

公園の状況

河川の状況

学校の指導や取り組み

青少年の育成・支援

雇用の安定・勤労者支援

観光の振興

中心市街地の活性化

日用品などの買い物の利便性

商業の振興

工業の振興

農業の振興

文化芸術の振興

スポーツの振興

生涯学習の取り組み

地域のつきあいや人間関係

男女共同参画

東三河広域連合の活用

障害者福祉

道路、橋などの適正な維持管理

公共施設の
適正配置

地域の情報化

市からの情報提供・公表

国際交流活動・多文化共生

人権の尊重

健全な財政運営

職員の定員適正化

職員の資質向上

行政サービス

ＡゾーンＣゾーン

ＢゾーンＤゾーン

満 足 度

重

要

度

 

　　　　　政策１【安全・安心】　　　　　　政策２【健康・福祉】
　
　　　　　政策３【建設・整備】　　　　　　政策４【教育・文化】

　　　　　政策５【産業・雇用】　　　　　　政策６【地域・行政】

＜凡例＞ 



 3　実施計画事業一覧

政策１　安全・安心 （単位：千円）

施 策 名 № 事 業 名 称
マニ
フェスト

総合
戦略

令和5年度 令和6年度 令和7年度 課　　名
ペ
ー

ジ

1 交通指導員設置事業 34,889 34,889 34,889 人権生活安全課

2 交通安全指導隊支援事業 ○ 4,951 5,360 4,951 人権生活安全課

3 自転車乗車用ヘルメット着用促進事業 ○ 3,000 - - 人権生活安全課

4 交通安全施設整備事業 ○ ○ 91,580 96,300 96,300 道路河川管理課

5 市道行明牛久保線拡幅改良事業 3,000 52,800 - 道路建設課
6 踏切道改良事業 164,100 - - 道路建設課
7 市道西方御津紡線拡幅改良事業 30,000 32,500 45,000 道路建設課
8 市道足山田大木線拡幅改良事業 757 1,528 50,000 道路建設課
9 防犯ボランティア団体活動支援事業 1,186 1,186 1,186 人権生活安全課

10 防犯啓発パトロール事業 2,406 2,406 2,406 人権生活安全課

11 特殊詐欺対策装置購入費補助事業【新規】 420 420 420 人権生活安全課

12 防犯灯設置支援事業 12,544 12,544 12,544 人権生活安全課

13 防犯カメラ設置費補助事業 ○ ○ 2,880 2,560 2,560 人権生活安全課

14 災害対応先進技術活用事業 ○ 5,656 3,170 - 危機管理課 31

15 自主防災会活動推進事業 ○ 2,106 2,106 2,106 危機管理課
16 防災人材育成事業 ○ 254 429 254 危機管理課
17 防災啓発関係事業 ○ 1,517 1,517 1,517 危機管理課
18 地震対策事業 27,272 35,172 35,172 建築課
19 密集市街地整備事業 ○ 1,600 2,406 2,406 都市計画課

20 雨水対策事業 353,381 181,847 222,846 経営課・下水整備課・道路河川管理課

21 沿岸部津波浸水対策調査事業 11,698 9,798 9,014 道路河川管理課

22 土砂災害防止対策事業 99,000 97,000 85,000 道路河川管理課

23 消防車両整備事業 85,200 190,168 223,377 消防本部総務課

24 耐震性防火水槽整備事業 - 8,700 8,700 消防本部総務課

25 支援消防団活動事業 ○ 2,771 2,771 2,771 消防本部総務課

26 消防庁舎整備事業 ○ ○ 237,362 1,015,628 1,523,442 消防本部総務課

27 消防団員活性化事業 ○ 16,506 16,419 16,506 消防本部総務課

28 高規格救急車整備事業 34,000 34,462 34,462 消防本部総務課

29 再生可能エネルギー活用推進事業 ○ ○ 18,500 9,600 9,600 環境課 37

30 環境学習推進事業 1,887 1,887 1,887 環境課
31 生物多様性保全事業 356 207 207 環境課
32 小規模林道事業 41,500 25,000 20,000 農務課
33 森林整備事業 6,700 8,320 9,040 農務課
34 合葬式市営墓地整備事業 308,190 - - 環境課
35 地域猫活動支援事業 ○ 1,000 1,000 1,000 環境課
36 生ごみ処理機購入支援事業 450 450 450 清掃事業課
37 清掃工場長寿命化事業 724,358 - - 清掃事業課
38 有価物回収支援事業 8,000 8,000 8,000 清掃事業課
39 資源等持ち去り及びポイ捨て防止事業 6,730 6,730 6,730 清掃事業課
40 浄化槽設置支援事業 4,892 4,892 4,892 環境課
41 公共下水道整備事業（汚水） 1,169,907 1,331,755 1,304,562 経営課・下水整備課

42 下水道汚水施設長寿命化対策事業 151,313 214,800 162,000 経営課・下水整備課 43

43 水道施設整備事業 331,353 332,603 364,312 経営課・水道整備課

44 水道施設長寿命化対策事業 1,190,870 1,201,200 1,200,600 経営課・水道整備課

5,196,042 4,990,530 5,511,109

※課名の表記は、令和５年度組織機構改革後の内容です。

26

29

30

②防犯対策の
強化

①交通安全
対策の強化

③防災対策の
推進

33

34

27

28

32

35

36

④消防・救急
体制の充実

⑤環境保全と
生活衛生の
向上

39

38

⑧水道水の
安定供給

44

40

41

政策１　　計　　（４４事業）

⑥ごみの適正
処理の推進

⑦生活排水
対策の推進

42

15



 3　実施計画事業一覧

政策２　健康・福祉 （単位：千円）

施 策 名 № 事 業 名 称
マニ
フェスト

総合
戦略

令和5年度 令和6年度 令和7年度 課　　名
ペ
ー

ジ

45 特定健康診査・特定保健指導・脳ドック事業 135,155 139,133 139,833 保険年金課

46 健康診査事業 250,904 267,493 279,502 保健センター

47 成人保健事業 4,008 3,149 3,149 保健センター

48 健康づくり地域活動推進事業 724 759 869 保健センター

49 高齢者フレイル（虚弱）対策事業 10,778 10,778 10,778 保険年金課

50 任意予防接種助成事業 ○ 13,897 13,122 13,122 保健センター

51 総合保健センター建設整備事業 ○ ○ 632,097 549,162 2,346,648 保健センター

52 休日夜間急病診療所運営支援事業 72,494 71,467 71,787 保健センター

53 在宅当番医制運営支援事業 17,835 17,835 17,835 保健センター

54 在宅医療・介護連携推進事業 ○ 10,867 10,867 10,867 介護高齢課

55 医療機器更新・先進的機器導入事業 281,750 627,166 791,476 市民病院経営企画室

56 子育て支援センター事業 ○ 8,905 8,905 8,905 子育て支援課 50

57 利用者支援事業（基本型） ○ 8,323 8,323 8,323 子育て支援課

58 つどいの広場事業 ○ 8,976 8,976 8,976 子育て支援課

59 ファミリーサポートセンター事業 ○ 2,138 2,138 2,138 子育て支援課

60 放課後児童健全育成事業 ○ 539,091 567,994 583,219 子育て支援課

61 結婚支援事業 ○ 2,007 2,037 2,037 子育て支援課

62 子育て応援金支給事業 ○ 45,255 - - 子育て支援課

63 民間保育所建設支援事業 ○ ○ 370,836 380,032 300,089 保育課

64 保育所建設事業 ○ ○ 576,132 19,000 108,210 保育課

65 私立幼稚園助成事業 3,242 3,242 3,242 保育課

66 特別保育事業（時間外保育・一時預かり事業） ○ 365,016 365,016 365,016 保育課

67 病児・病後児保育事業 ○ 18,624 18,624 18,624 保育課

68 民間保育所園庭遊具整備事業 ○ ○ 8,786 6,900 - 保育課

69 母子相談事業 3,375 3,375 3,375 子育て支援課

70 母子家庭等自立支援給付金支給事業 19,097 19,097 19,097 子育て支援課

71 児童発達支援相談事業 22,342 27,012 27,031 子育て支援課

72 特別保育事業（加配保育事業） 462,512 462,512 462,512 保育課

73 子ども医療費支給事業 ○ ○ 835,985 835,985 835,985 保険年金課

74 給食費減免事業 ○ 98,466 98,466 98,466 保育課

75 乳幼児健康診査事業 ○ 39,282 39,282 39,282 保健センター

76 母子保健事業 ○ 22,041 22,041 22,041 保健センター

77 利用者支援事業（母子保健型） ○ ○ 16,541 16,541 16,541 保健センター

78 こんにちは赤ちゃん事業 ○ 5,358 5,358 5,358 保健センター

79 妊産婦支援事業 ○ ○ 9,874 9,874 9,874 保健センター

80 母子医療機関健康診査事業 ○ 168,083 168,083 168,083 保健センター

81 地域包括支援センター運営事業 214,558 214,558 214,558 介護高齢課

82 地域ケア会議推進事業 1,318 1,318 1,318 介護高齢課

83 介護予防・生活支援サービス事業 2,699 2,699 2,699 介護高齢課

84 一般介護予防事業 ○ ○ 39,664 39,657 39,664 介護高齢課

85 認知症総合支援事業 32,118 32,118 32,118 介護高齢課

86 生活支援体制整備事業 32,612 32,612 32,612 地域福祉課

87 任意事業 12,488 12,488 12,488 介護高齢課

88 高齢者交通料金助成事業 2,000 2,000 2,000 介護高齢課

89 シルバー人材センター支援事業 ○ ○ 35,565 35,565 35,565 介護高齢課

90 障害者自立支援事業（地域生活支援事業等） 135,538 138,384 141,290 障害福祉課

91 軽度・中等度難聴児補聴器購入助成事業 365 365 365 障害福祉課

92 中高生事業所体験事業 1,138 1,138 1,138 障害福祉課

93 障害者就労相談支援事業 ○ 11,500 11,500 11,500 障害福祉課

94 ピアカウンセラー設置事業 3,414 3,414 3,414 障害福祉課

95 障害者自立支援事業（相談支援事業） ○ 76,205 76,205 76,205 障害福祉課

96 障害者交通料金助成事業 13,965 13,965 13,965 障害福祉課

97 地域生活支援拠点等事業 2,675 2,675 2,675 障害福祉課

98 生活困窮者自立支援事業 37,120 37,120 37,120 地域福祉課

99 子どもの学習・生活支援事業 5,526 6,078 6,078 地域福祉課

100 重層的支援体制整備事業【新規】 ○ 44,379 45,504 45,504 地域福祉課 65

5,795,643 5,519,107 7,514,566

※課名の表記は、令和５年度組織機構改革後の内容です。

63

55

56

57

61

62

51

52

53

54

49

45

46

政策２　　計　　（５６事業）

⑥生活自立
支援の充実

64

59

60

②地域医療
体制の充実

①健康づくりの
推進

③子育て支援
の推進

④高齢者福祉
の推進

⑤障害者福祉
の推進

58

47

48
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 3　実施計画事業一覧

政策３　建設・整備 （単位：千円）

施 策 名 № 事 業 名 称
マニ
フェスト

総合
戦略

令和5年度 令和6年度 令和7年度 課　　名
ペ
ー

ジ

101 豊川駅東土地区画整理事業特別会計繰出金 8,804 294,937 143,566 区画整理課

102 豊川西部土地区画整理事業特別会計繰出金 80,000 85,000 - 区画整理課

103 豊川宿伊奈土地区画整理事業支援事業 22,500 12,800 - 区画整理課

104 市営住宅外壁改修事業 38,756 140,723 96,897 建築課

105 市営住宅長寿命化対策事業 131,762 120,100 - 建築課

106 市営住宅移転事業 ○ 22,260 3,580 15,277 建築課

107 空家等対策推進事業 ○ 13,697 13,697 13,697 建築課

108 拠点地区定住促進事業 ○ 33,938 39,027 39,027 都市計画課・子育て支援課 69

109 土地利用促進事業 ○ 52,833 48,862 36,424 都市計画課・市街地整備課

110 愛知御津駅周辺まちづくり整備事業 ○ ○ 23,584 270,055 531,055 市街地整備課

111 公共駐車場整備事業 ○ ○ 55,293 88,838 35,534 市街地整備課

112 無電柱化推進事業 ○ ○ 15,023 12,354 未定 市街地整備課

113 公共交通機関等利用促進事業 ○ 141,210 158,420 135,034 市街地整備課

114 市内道路整備事業 ○ 253,080 270,600 270,600 道路建設課

115 国道２３号蒲郡バイパス関連整備事業 27,200 81,810 73,000 道路建設課・道路河川管理課

116 都市計画道路上宿樽井線（市田野口工区）整備事業 215,278 140,000 47,000 道路建設課

117 都市計画道路伊奈美和通線整備事業 17,000 37,000 201,525 道路建設課

118 都市計画道路城跡市役所線整備事業 149,756 136,364 109,856 市街地整備課

119 橋りょう長寿命化対策事業 ○ 206,107 156,700 229,700 道路河川管理課

120 狭あい道路整備事業 16,750 17,750 17,750 道路河川管理課

121 道路等維持補修事業 136,164 160,700 160,700 道路河川管理課

122 豊川駅東土地区画整理地内公園整備事業 - 7,391 50,347 公園緑地課

123 豊川西部土地区画整理地内公園整備事業 6,606 49,347 - 公園緑地課

124 一宮大木土地区画整理地内公園整備事業 85,694 7,391 50,347 公園緑地課

125 豊川宿伊奈土地区画整理地内公園整備事業 40,347 - - 公園緑地課

126 豊川公園街なか賑わい創出基盤整備事業 ○ ○ 578,422 - - 公園緑地課・スポーツ課

127 赤塚山公園充実事業 ○ ○ 2,250 - - 公園緑地課

128 公園改修事業（バリアフリー化事業） 83,551 78,348 78,138 公園緑地課

129 公園改修事業（長寿命化事業） 21,000 27,000 27,000 公園緑地課

130 児童遊園等遊具改修事業 5,000 14,000 14,000 公園緑地課

2,483,865 2,472,794 2,376,474

※課名の表記は、令和５年度組織機構改革後の内容です。

政策３　　計　　（３０事業）

①住環境の
整備

②コンパクト
シティの推進

③道路交通網
の充実

④緑や憩いの
空間の充実

72

76

66

67

68

70

71

75

77

73

74
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 3　実施計画事業一覧

政策４　教育・文化 （単位：千円）

施 策 名 № 事 業 名 称
マニ
フェスト

総合
戦略

令和5年度 令和6年度 令和7年度 課　　名
ペ
ー

ジ

131 三蔵子小学校校舎改修事業 ○ 1,128,468 843,750 66,000 教育委員会庶務課

132 御津北部小学校校舎改修事業 ○ 280,000 - - 教育委員会庶務課

133 小坂井中学校校舎改築等事業 ○ 7,590 未定 未定 教育委員会庶務課

134 中部小学校校舎改修事業【新規】 ○ - - 38,700 教育委員会庶務課

135 校舎外壁等改修事業 249,850 146,815 212,551 教育委員会庶務課

136 小中学校環境改善対策事業 ○ 215,970 274,336 227,212 教育委員会庶務課

137 小中学校防犯・安全対策事業 ○ 14,300 11,700 - 教育委員会庶務課

138 教育相談事業 49,378 48,718 48,718 学校教育課・保育課

139 学校図書館整備事業 16,100 16,100 16,100 教育委員会庶務課

140 読書教育推進事業 7,868 7,868 7,868 学校教育課

141 部活動総合支援事業 3,919 3,919 3,919 学校教育課

142 英語活動推進事業 92,627 92,627 92,627 学校教育課

143 外国人児童生徒教育推進事業 ○ 37,760 37,760 37,760 学校教育課

144 学級運営支援事業 ○ ○ 83,931 83,931 83,931 学校教育課

145 理科教育支援員配置事業 3,385 3,385 3,385 学校教育課

146 ICT教育支援事業 ○ 49,859 6,827 6,827 学校教育課

147 教員研修事業 2,306 2,306 2,306 学校教育課

148 魅力ある学校づくり推進事業 10,800 10,800 10,800 学校教育課

149 学校給食センター長寿命化事業 82,062 126,376 151,832 学校給食課 83

150 放課後子ども教室事業 7,278 7,278 7,278 生涯学習課

151 子ども・若者支援事業 7,584 7,584 7,584 生涯学習課

152 地域生涯学習事業 3,576 3,576 3,576 生涯学習課 85

153 生涯学習センター整備事業 15,000 146,200 6,820 生涯学習課

154 図書等購入整備事業 43,000 43,000 50,000 中央図書館

155 プラネタリウム有効活用事業 3,200 5,000 6,800 中央図書館

156 スポーツ指導者育成事業 807 807 807 スポーツ課

157 トップアスリートふれあい交流事業 ○ 550 550 550 スポーツ課

158 スポーツ推進委員支援事業 ○ 4,440 4,440 4,440 スポーツ課

159 スポーツイベント開催支援事業 ○ ○ 6,139 3,139 3,139 スポーツ課

160 総合体育館改修事業 45,000 276,993 - スポーツ課

161 豊川文化協会事業への支援事業 21,058 21,058 21,058 文化振興課

162 文化ホール公演事業 18,993 15,373 15,373 文化振興課

163 桜ヶ丘ミュージアム展示事業 ○ 20,379 21,000 21,000 文化振興課

164 三河国分寺跡保存整備事業 ○ 7,721 12,839 14,139 生涯学習課

165 御油松並木保護整備事業 ○ 6,539 115,286 949 生涯学習課

166 伝統芸能支援事業 1,777 1,777 1,777 生涯学習課

167 三河国府跡保存整備事業 ○ - 450,137 - 生涯学習課

168 船山古墳公園整備事業 ○ 8,300 29,597 - 生涯学習課

2,557,514 2,882,852 1,175,826

81

82

86

90

91

87

①学校教育の
推進

政策４　　計　　（３８事業）

⑤文化芸術の
振興

④スポーツの
振興

③生涯学習の
推進

②青少年健全
育成の推進

84

78

79

88

89

80
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 3　実施計画事業一覧

政策５　産業・雇用 （単位：千円）

施 策 名 № 事 業 名 称
マニ
フェスト

総合
戦略

令和5年度 令和6年度 令和7年度 課　　名
ペ
ー

ジ

169 農業の担い手育成支援事業 ○ ○ 6,930 6,930 6,930 農務課 92

170 土地改良事業 74,400 40,100 41,100 農務課
171 土地改良施設維持管理適正化事業 24,128 30,655 24,250 農務課
172 有害鳥獣対策事業 ○ 19,291 19,291 19,291 農務課
173 耕作放棄地（遊休農地）復旧対策支援事業 ○ 770 770 770 農務課
174 多面的機能支払交付金事業 26,896 26,896 26,896 農務課
175 豊川産農産物普及推進事業 ○ ○ 8,964 2,111 2,111 農務課
176 食育推進事業 ○ ○ 1,037 1,037 1,037 農務課 95

177 企業立地推進事業 ○ ○ 45,558 76,713 309,813 企業立地推進課

178 企業誘致推進事業 ○ ○ 4,358 5,028 5,028 企業立地推進課

179 企業立地促進事業 ○ 56,487 92,301 97,814 企業立地推進課

180 企業再投資促進事業 ○ 219,058 484,460 265,402 企業立地推進課

181 小規模事業者経営改善資金利子補給補助事業 250 250 250 商工観光課
182 創業・起業支援事業 ○ ○ 3,112 3,262 3,112 商工観光課
183 チャレンジとよかわ活性化事業 ○ 18,500 19,500 20,500 商工観光課
184 地域商業強化推進事業 ○ ○ 13,500 13,500 13,500 商工観光課
185 商業団体等支援事業 5,960 5,960 5,960 商工観光課

④中心市街地
の活性化

186 中心市街地活性化事業 ○ ○ 2,190 2,530 2,530 都市計画課 100

187 とよかわブランド推進事業 ○ ○ 9,290 5,510 1,500 商工観光課・農務課・元気なとよかわ発信課

188 観光ルート整備事業 ○ 3,140 36,670 5,768 商工観光課
189 観光協会支援事業 ○ ○ 48,070 51,654 51,654 商工観光課
190 スポーツ・文化活動等合宿支援事業【新規】 ○ 6,500 6,500 6,500 商工観光課
191 観光おもてなし力促進事業 ○ ○ 1,512 1,338 1,338 商工観光課
192 職業能力開発専門学院支援事業 ○ 840 840 840 商工観光課
193 地域技能者活用事業 ○ 914 914 914 商工観光課
194 若年者就労支援事業 ○ 509 509 509 商工観光課
195 首都圏人材確保支援事業 ○ 3,000 3,000 - 商工観光課
196 奨学金返還支援事業 ○ 1,971 4,971 7,371 商工観光課

607,135 943,200 922,688

※課名の表記は、令和５年度組織機構改革後の内容です。

①農業の振興

②工業の振興

③商業の振興

96

97

98

93

94

政策５　　計　　（２８事業）

⑤観光の振興

⑥雇用の安定
と勤労者支援
の充実

99

101

102

103

104
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 3　実施計画事業一覧

政策６　地域・行政 （単位：千円）

施 策 名 № 事 業 名 称
マニ
フェスト

総合
戦略

令和5年度 令和6年度 令和7年度 課　　名
ペ
ー

ジ

197 町内会加入促進事業 ○ ○ 1,756 2,744 1,756 市民協働国際課 105

198 地区市民館整備事業 84,458 278,163 274,475 市民協働国際課

199 地区集会施設建設等支援事業 16,825 25,504 25,504 市民協働国際課

200 市民協働推進事業 1,328 3,828 1,328 市民協働国際課

201 市民活動推進事業 ○ ○ 2,576 2,576 2,576 市民協働国際課

202 ボランティア･市民活動センター事業 22,867 22,503 22,503 市民協働国際課

②男女共同
参画の推進

203 男女共同参画推進事業 ○ 3,269 3,269 3,269 人権生活安全課 108

③人権啓発の
推進

204 人権対策推進事業 2,302 846 2,302 人権生活安全課 109

205 キュパティーノ市交流事業 828 4,424 4,424 市民協働国際課

206 無錫市新呉区交流事業 361 2,686 1,920 市民協働国際課

207 外国人受入環境整備事業 ○ 25,307 25,307 25,307 市民協働国際課

208 定住外国人児童等就学支援事業 ○ ○ 13,801 13,801 13,801 市民協働国際課

209 広報事業 22,538 22,425 22,538 秘書課

210 ホームページ充実事業【新規】 ○ - 24,106 - 秘書課

211 広聴事業 4,239 100 4,239 秘書課

212 シティセールス推進事業 ○ ○ 33,861 1,816 1,816 元気なとよかわ発信課

213 議会だより作成事業 4,189 4,189 4,189 議事課

214 議会中継映像配信事業 1,163 1,163 1,163 議事課 114

215 一宮地区公共施設再編整備事業 ○ ○ 58,771 130,844 未定 財産管理課

216 本庁舎等整備事業【新規】 ○ 17,800 28,100 未定 財産管理課

217 情報技術活用推進事業 ○ 29,855 33,079 221,046 情報政策課 116

218 職員研修事業 ○ 9,239 9,239 9,239 人事課

219 障害者ワークステーション事業 ○ ○ 17,902 17,902 17,902 人事課

375,235 658,614 661,297

※課名の表記は、令和５年度組織機構改革後の内容です。

（単位：千円）

令和5年度 令和6年度 令和7年度

17,015,434 17,467,097 18,161,960

⑥公共施設の適
正配置と長寿命化
の推進

115

④多文化共生
の推進

⑤開かれた
市政の推進

①コミュニティ
活動・市民
活動の推進

110

111

112

113

106

107

合　　　　　計　　（２１９事業）

政策６　　計　　（２３事業）

⑦健全で持続可
能な行財政運営と
広域連携の推進 117

20
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Ⅲ 施策別計画 
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現状値 次期目標値 実施計画事業数

584件 740件
（令和2年値） （令和6年値）

8事業

①交通安全指導の強化

②交通安全ボランティアの育

成・強化

③警察とのネットワークの強

化

④交通事故統計の分析と分

析結果の活用

⑤交通安全意識の啓発

⑥交通安全施設の整備

⑦歩道の整備

⑧交通安全施設の適正な維

持管理

760件
（令和4年値）

交通事故年間発
生件数

施策①　交通安全対策の強化政策１【安全・安心】

将 来 目 標 交通事故が減少し、交通事故による死傷者数が少ない安全なまち

目標値目標指標将来目標を実現する主な手段

SDGs 17の目標との関係

①交通安全指導の強化

区 分 継 続

事 業 期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 27 27 ―
回 21 21 ―
回 26 26 ―
千円 34,889 34,889 ―

担 当 課 人権生活安全課

自転車教室 21

1

事 業 名 交通指導員設置事業

幼児交通安全教室 26
事 業 費 34,889

登下校時の児童や幼児の安全を見守るととも
に、交通事故の防止や交通安全意識の向上を
図る。

交通指導員を全２６小学校区に配置し、登下校
時の交通安全指導と自転車教室・幼児交通安
全教室を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
配置人数 27

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

【施策別計画の見方】 

 

施策別の計画は、将来目標を実現する主な手段ごとに設定する目標指標と、具体的な取組み

である実施計画事業で構成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施計画事業

の名称です。 

マニフェスト工程

計画※１に位置

付ける事業の該

当区分です。 

基本構想で定める政策

分野の名称です。 

この施策における向こう

３年度間の実施計画事

業数です。 

目標指標の

名称です。 

目標指標の現状値と目標値です。 

（   ）内は、数値の時点です。 

事業量の計画を数値（人

数や整備延長、開催回数

など）で表しています。 

市制施行８０周年記念事

業の内容は数値にカッコ

書きで付記しています。 

実施計画期間内の

年度ごとの事業費

の計画と実施計画

事業の全体計画事

業費です。 

継続的に実施する

事業は、全体計画

事業費は表示して

いません。 

この施策がめざす

豊川市の将来の

姿です。 

基本計画で定める将

来目標を実現するた

めの主な手段です。 この施策における主な取組みの概要です。 

実施計画事業は、将来目標を実現

する主な手段ごとに整理しています。 

基本構想で定める施策の

名称です。 

実施計画事業

の目的です。 

実施計画事業

の概要です。 

豊川市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略

※２に位置付ける

事業の該当区分 

です。 

豊川市公共施設適正

配置計画および豊川

市公共施設中長期保

全計画に位置付ける

事業の該当区分です。 

事業実施に

おける連携

※３の該当

区分です。 

各施策と関連のあるＳＤＧｓの

ゴールを掲載しています。 

実施計画事業の担当課です。 

※課名の表記は、令和５年度組織

機構改革後の内容です。 

初めて取り組む事業を新規とし、従前から取り

組んでいる事業を継続として区分しています。 

※１～３については次ページ参照 

交通事故を減少させ、学校、警察署など関係団体と連携を図るとともに、校区内の危険箇所や通学

路の安全対策を行うため、交通安全施設や歩道の整備、踏切道の改良を進めます。また、自転車乗車

用ヘルメットの購入費に対する補助を行い、自転車乗車中の交通事故による被害の軽減を図ります。 
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 ※１ 市長マニフェスト工程計画の３つの基本理念・１０の戦略・４２の提案 

基本理念１ 暮らしやすさ第一豊川市  

戦略１ 雇用の創出など人口増施策 

１  商業施設誘致も含めた八幡地区まちづくりの推進 

２  愛知御津駅橋上化建設整備 

３  新規工業団地整備 

４  市長自らによる企業誘致トップセールス 

５  市営住宅跡地を始めとする市有地の宅地分譲 

 

戦略２ 活気みなぎる元気なまち 

６  商工会議所・商工会・農協と連携した産業支援 

７  既存商業者に対する新規支援事業の創設 

８  創業・起業支援事業の拡充 

９  バラを始め豊川ブランドの全国ＰＲ 

１０ 観光・シティセールスの推進 

戦略３ 市民の安全・安心を守る 

１１ 消防署本署の建替 

１２ 防災行政無線の更新 

１３ 市民ニーズ調査による防犯カメラ設置 

１４ 高齢ドライバー後付け安全装置への助成 

１５ 通学路危険箇所の一斉点検と安全対策 

１６ ストリートデザインマネジメントの推進 

１７ 町内会要望等住民密着予算の拡充 

 

戦略４ 市民が文化とスポーツに親しむ場づくり 

１８ 桜ヶ丘ミュージアム茶室「心々庵」リニューアル改修 

１９ 地域間（ゆかりのある自治体）交流の推進 

２０ テニスコート１２面を含めた豊川公園の再整備 

２１ リレーマラソン等おもてなし事業の拡充 

基本理念２ 子育て豊川応援団  

戦略５ 子育て世代を全力で応援 

２２ 高校３年生世代までの入院医療費無料化 

２３ 民間も含めた保育園の計画的な建替整備 

２４ 保育園の老朽化等危険遊具の早期改修 

２５ 総合保健センター内に妊産婦ケアセンター創設 

 

戦略６ 子どもたちに希望を与える教育 

２６ 小中学校学級運営支援員の拡充 

２７ 外国籍児童生徒を対象としたこぎつね教室の拡充 

２８ 地産地消の推進と「生きる力」を育む食育教育の充実 

戦略７ 安心して暮らせるぬくもりのまち 

２９ 総合保健センター建設整備 

３０ 運動器機能向上など介護予防事業の充実 

３１ シルバー人材センター事業への支援拡充 

３２ 障がい者の積極的な採用計画 

３３ 障がい者相談事業の拡充 

 

基本理念３ 市民と創る協働と健全財政のまち 

戦略８ 市民の主体的な活動を応援 

３４ 消防団員・交通安全指導隊員等の処遇改善 

３５ 町内会加入率低下対策プロジェクトの設置 

３６ ボランティア・ＮＰＯマンパワー養成事業 

 

戦略９ みんなで行動する環境のまち 

３７ 再生エネルギーの活用促進 

３８ パーク・アンド・ライドの推進 

３９ 地域猫に対する補助制度創設 

戦略１０ 行財政改革と健全財政の堅持 

４０ 職員の意識改革と職員研修の充実 

４１ 公共施設の安全性・機能向上と総量削減 

４２ 一般会計市債残高の３０億円削減 

 

 ※２ 第 2期豊川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標  

基本目標 ① しごとづくり 

(1) 創業・起業・販路開拓支援、新たなビジネスモデル構

築などへの支援 

(2) 就労促進、人材育成支援 

(3) 農業・商業の活性化と経営・生産性向上の支援 

基本目標 ② ひとの流れづくり 

(1) 企業立地・産業集積の推進 

(2) 地域資源の活用推進 

(3) シティセールス・観光の振興を核とした移住・交流等

人口の拡大の推進 

基本目標 ③ 結婚・出産・子育ての希望をかなえ、誰もが活躍できる地域社会づくり 

(1) 安心して出産し、子どもが健やかに育つための支援 

(2) 保育サービス・子育て支援サービスの充実と子育て

にやさしいまちづくり 

(3) 共生のまちづくりの推進 

基本目標 ④ 安全で快適に暮らせるまちづくり 

(1) 拠点間の連携・拠点周辺への都市機能集約と居住

の促進 

(2) 地域の安全・安心・高付加価値化の推進 

(3) 地域マネジメントと民間活力の導入 
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※３ 事業実施における連携の区分 

政策間連携 

・他課などで実施する事業や政策・施策と連携することで、事業効果の向上や効率性が見込まれるもの 

官 民 連 携 

・民間と連携することで、民間のノウハウを活用した事業展開が見込まれるもの 

地域間連携 

・他自治体と連携することで、事業効果の向上や効率性が見込まれるもの 

・市内の地域間で連携して事業を行うことで、地域間の連帯や市域の一体感が醸成されるもの 
 



政策１【安全・安心】
施策①　交通安全対策の強化

現状値 次期目標値 実施計画事業数

584件 740件
（令和2年値） （令和6年値）

①交通安全指導の強化

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 27 27 ―
回 21 21 ―
回 26 26 ―

千円 34,889 34,889 ―

②交通安全ボランティアの育成・強化

区 分 継 続

事 業 期 間 平成４年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
日 51 51 ―
回 3 3 ―
人 86 86 ―

千円 4,951 4,951 ―
マニフェスト工程計画 該当（基本理念３㉞） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（官民）

事 業 費 5,360

ﾚｯﾄﾞﾗｲﾄ作戦(夜間交通事故防止啓発活動) 3
市民まつり時交通安全街頭指導活動 86

交通安全指導隊の活動を補助し、地域の交
通安全対策を推進する。

交通安全指導隊の活動費を支援する。

計 画 事 業 量 令和６年度
交通安全週間・交通事故死ゼロの日での街頭啓発回数 51

2

事 業 名 交通安全指導隊支援事業

担 当 課 人権生活安全課

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

幼児交通安全教室 26
事 業 費 34,889

登下校時の児童や幼児の安全を見守るとと
もに、交通事故の防止や交通安全意識の向
上を図る。

交通指導員を全２６小学校区に配置し、登
下校時の交通安全指導と自転車教室・幼児
交通安全教室を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
配置人数 27

施策①　交通安全対策の強化政策１【安全・安心】

将 来 目 標 交通事故が減少し、交通事故による死傷者数が少ない安全なまち

目標値目標指標将来目標を実現する主な手段

1

事 業 名 交通指導員設置事業

担 当 課 人権生活安全課

8事業

交通事故を減少させ、学校、警察署など関係団体と連携を図るとともに、校区内の危険箇所や通
学路の安全対策を行うため、交通安全施設や歩道の整備、踏切道の改良を進めます。また、自転車
乗車用ヘルメットの購入費に対する補助を行い、自転車乗車中の交通事故による被害の軽減を図り
ます。

①交通安全指導の強化
②交通安全ボランティア
の育成・強化
③警察とのネットワークの
強化
④交通事故統計の分析と
分析結果の活用
⑤交通安全意識の啓発
⑥交通安全施設の整備
⑦歩道の整備
⑧交通安全施設の適正な
維持管理

760件
（令和4年値）

交通事故年間
発生件数

自転車教室 21

SDGs 17の目標との関係
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政策１【安全・安心】
施策①　交通安全対策の強化

⑤交通安全意識の啓発

区 分 継 続

事 業 期 間 令和３～５年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 1/2 ―

千円 3,000 ―

⑥交通安全施設の整備

区 分 継 続

事 業 期 間 平成23年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
箇所 5 4 ―
箇所 48 48 ―
千円 91,580 96,300 ―

⑦歩道の整備

区 分 継 続

事 業 期 間 平成27～令和13年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― ―

千円 3,000 1,271,800

区 分 継 続

事 業 期 間 令和元～５年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｍ 7.6 17.1

千円 164,100 307,359

該当なし
ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携
マニフェスト工程計画 該当なし 該当なし

6

事 業 費
踏切改良延長

事 業 名 踏切道改良事業

担 当 課 道路建設課

踏切道改良促進法で指定された踏切につ
いて、車両の円滑な通行および歩行者の安
全を確保する。

歩道狭あい踏切の諏訪町６号踏切の歩道拡
幅改良工事を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略

事 業 名 市道行明牛久保線拡幅改良事業

担 当 課 道路建設課

行明橋は幅員が狭く交通ネットワークと安全
性、耐久性に課題があるため、アクセス性お
よび安全性向上、老朽化対策を進める。

行明橋の整備および交差点改良を行う。

事 業 費 52,800
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

該当なし 事 業 連 携 該当なし

詳細設計業務委託 一式

5

調査委託
計 画 事 業 量 令和６年度

48

事 業 名 交通安全施設整備事業

担 当 課 道路河川管理課

交通安全施設を整備し、道路における安全
性、快適性の確保、交通事故の減少を図
る。

区画線、カラー舗装、防護柵、道路反射鏡、
道路照明灯、溝蓋、路肩カラー舗装などの
交通安全施設を整備する。

4

事 業 費
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（2））

3

事 業 連 携 該当なし

事 業 費 96,300
マニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑮） ファシリティマネジメント

計 画 事 業 量 令和６年度
カラー舗装 5
道路反射鏡

該当（基本目標④（2）） 事 業 連 携 該当なし

事 業 名 自転車乗車用ヘルメット着用促進事業

担 当 課 人権生活安全課

自転車乗車用ヘルメットの着用を推進し、自
転車乗用中の交通事故による被害の軽減を
図る。

７歳から１８歳までの児童・生徒および６５歳
以上の高齢者に対し、ヘルメット購入費の１
／２を補助する（補助上限2,000円）。

計 画 事 業 量 令和６年度
補助率

27 



政策１【安全・安心】
施策①　交通安全対策の強化

区 分 継 続

事 業 期 間 令和４～７年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 0 ―
― 一式 ―
― 一式 ―

千円 30,000 45,000 135,500

区 分 継 続

事 業 期 間 平成26～令和７年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― ―
ｍ 260 560

千円 757 50,000 215,781

歩道整備工事
事 業 費

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
該当なし 事 業 連 携 該当なし

32,500

まち・ひと・しごと総合戦略

道路建設課

まち・ひと・しごと総合戦略

1,528

国道１５１号一宮バイパスの整備に伴い、車
両の流入増加が見込まれるため、歩道を設
置して歩行者の安全を確保する。

用地買収を伴う歩道設置および道路拡幅改
良工事を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
修正設計業務委託

道路改良延長
事 業 費

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
該当なし 事 業 連 携 該当なし

用地買収・物件補償 一式

8

事 業 名 市道足山田大木線拡幅改良事業

担 当 課

橋りょう下部工事 一式
橋りょう上部工事

担 当 課 道路建設課

歩行者の円滑な通行および安全を確保す
る。

河川改修工事に伴う橋りょう架け替え工事お
よび用地買収を伴う歩道整備工事を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 名 市道西方御津紡線拡幅改良事業

7
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政策１【安全・安心】
施策②　防犯対策の強化

現状値 次期目標値 実施計画事業数

773件 880件
（令和2年値） （令和6年値）

41.2% 51.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①地域防犯体制の推進　④防犯意識の啓発

区 分 継 続

事 業 期 間 平成17年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
団体 34 34 ―
千円 1,186 1,186 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成22年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
日 204 204 ―

千円 2,406 2,406 ―

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

防犯啓発パトロール 204
事 業 費 2,406

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

青色回転灯搭載車で昼間の防犯パトロール
を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし

青色回転灯搭載車で昼間に市内をパトロー
ルすることにより、犯罪を未然に防止する。

人権生活安全課

10

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（官民）

事 業 費 1,186

防犯ボランティア団体の地域における活動
を支援し、地域の防犯力を高める。

防犯に関する自主的な活動を行う団体の地
域における活動に要する経費に対し、活動
支援費を補助する。

計 画 事 業 量 令和６年度
補助金交付 34

担 当 課 人権生活安全課

事 業 名 防犯啓発パトロール事業

政策１【安全・安心】 施策②　防犯対策の強化

将 来 目 標 犯罪が起きにくく、市民が安心して暮らしているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

事 業 名 防犯ボランティア団体活動支援事業

（令和4年値）

9

防犯対策を強化するため、防犯灯や防犯カメラの設置経費に対する支援を行います。また、特殊
詐欺対策装置の購入経費を支援し、高齢者の特殊詐欺被害の未然防止を図ります。さらに、防犯ボ
ランティア団体の活動に必要な装備品購入に対する支援を行うとともに、防犯パトロールを継続して
実施することで、市民生活の安全確保に努めます。

「防犯対策」市
民満足度

48.0%
（令和5年値）

①地域防犯体制の
推進
② 警 察 と の ネ ッ ト
ワークの強化
③犯罪発生統計の
分析と分析結果の
活用
④防犯意識の啓発
⑤防犯施設の整備

5事業

刑法犯認知件
数

900件

担 当 課

SDGs 17の目標との関係
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政策１【安全・安心】
施策②　防犯対策の強化

区 分 新 規

事 業 期 間 令和５年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 60 60 ―

千円 420 420 ―

⑤防犯施設の整備支援

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 770 770 ―

千円 12,544 12,544 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成27年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
団体 4 4 ―
― 9/10 8/10 ―

千円 2,880 2,560 ―

補助件数 60
事 業 費 420

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（官民）

事 業 費 2,560
マニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑬） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（2）） 事 業 連 携 該当なし

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

町内会、連区などに防犯カメラの設置費を
補助し地域の防犯活動を支援することで、
犯罪を未然に防止する。

町内会、連区などに対して、防犯カメラの設
置費の一部を補助する。

事 業 名 防犯カメラ設置費補助事業

担 当 課 人権生活安全課

13

事 業 費 12,544
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

計 画 事 業 量 令和６年度

補助率 8/10
補助金交付 4

防犯灯補助灯 770

担 当 課 人権生活安全課

町内会、連区が設置する防犯灯の設置費な
どを補助することで防犯などの設置を促進
し、夜間の犯罪を未然に防止する。

町内会や連区が設置する、防犯灯設置など
費用の一部を補助する。

計 画 事 業 量 令和６年度

12

事 業 名 防犯灯設置支援事業

11

事 業 名 特殊詐欺対策装置購入費補助事業

担 当 課 人権生活安全課

特殊詐欺対策装置の購入を支援し、高齢者
の特殊詐欺被害を未然に防止する。

６５歳以上の高齢者世帯および日中６５歳以
上の者のみになることが常態化している世帯
の高齢者に対し、特殊詐欺対策装置の購入
費の一部を補助する。

計 画 事 業 量 令和６年度
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政策１【安全・安心】
施策③　防災対策の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

34,319件 40,000件
（R3.4.1値） （R7.4.1値）

1,172人 1,630人
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

735人 3,075人
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

81.2% 92.4%
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

1地区 2地区
（令和2年度値） （令和6年度値）

78.1% 80.0%
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

516人 636人
（令和2年度値） （令和6年度値）

①防災情報の伝達手段の充実　②防災のための人材育成　③防災知識の普及啓発

区 分 継 続

事 業 期 間 令和３～６年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
回 3 ―

千円 5,656 ―

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（1）,④（2）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民・地域間）

3
事 業 費 3,170

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

14

事 業 名 災害対応先進技術活用事業

担 当 課 危機管理課

発災後、防災センターや消防活動現場など
において、災害情報などを収集、集約、展開
する仕組みを構築し、迅速かつ効果的な災
害対応体制を整備する。

ドローンなどの先進技術を活用した「豊川市
ドローン災害対応システム」を構築し実装す
る。

計 画 事 業 量 令和６年度
システム整備
防災訓練

耐震性のある住
宅の割合

整備検討の地区
数

2地区
（令和4年度値）

87.4%
（R5.3.31値）

避難訓練の参加
人数

南海トラフ地震への対策として、防災センターを活用した防災知識の啓発や人材育成を行うととも
に、ドローンなどの先進技術を活用した迅速かつ効果的な災害対応体制を整備します。また、民間
住宅の耐震診断や耐震改修補助や密集市街地整備事業およびブロック塀の撤去に対する支援の
実施により、災害に強いまちづくりに取り組みます。さらに、雨水施設の機能を補う雨水浸透施設の
整備を行います。

⑥雨水対策施設
の整備

⑦土砂災害への
備え

1事業

1事業

1事業

2事業
576人

都市浸水対策達
成率

79.0%
（R5.3.31値）

（令和4年度値）

④民間建築物の
耐震対策

⑤密集市街地の
都市基盤整備

4事業
防災のための人
材養成講座参加
者数

1,430人
（R5.3.31値）

①防災情報の伝
達手段の充実

②防災のための
人材育成

政策１【安全・安心】 施策③　防災対策の推進

将 来 目 標
被害を最小限に抑えるために、行政と市民が協働して、不意の災害に備えている
まち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値
防災アプリおよびと
よかわ安心メール
登録者数

37,000件
（R5.4.1値）

③防災知識の普
及啓発

防災センター団
体見学者数

1,845人
（R5.3.31値）

SDGs 17の目標との関係
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政策１【安全・安心】
施策③　防災対策の推進

15

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 50 50 ―
件 5 5 ―
人 2 2 ―
回 2 2 ―

千円 2,106 2,106 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
名 40 40 ―
名 40 40 ―
名 ―
名 40 40 ―

千円 254 254 ―

17

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
世帯 40 40 ―
世帯 20 20 ―
部 10,000 10,000 ―
部 2,000 2,000 ―
校 10 10 ―

千円 1,517 1,517 ―

該当なし

自主防災会活動費補助金（防災倉庫設置） 5
自主防災会活動費補助金（防災士） 2

事 業 名 自主防災会活動推進事業

計 画 事 業 量 令和６年度
自主防災会活動費補助金（資機材等） 50

自主防災会の活動を支援し、地域防災力の
向上を図る。

防災倉庫の設置費や資機材に要する費用
の補助、防災士資格取得への補助を行う。

危機管理課

避難所運営訓練の実施 2

担 当 課

事 業 連 携

事 業 名 防災人材育成事業

担 当 課 危機管理課

16

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略

事 業 費

ファシリティマネジメント 該当なし
該当（基本目標④（2）） 事 業 連 携

事 業 費 2,106

429

防災ボランティアコーディネーター養成講座 40
40防災ボランティアコーディネーターフォローアップ研修

事 業 費

計 画 事 業 量 令和６年度
とよかわ防災リーダーの養成 40
とよかわ女性防災リーダーの養成 40

該当なし

地域における防災人材を育成し、地域防災
力の向上を図る。

防災リーダーや防災ボランティアコーディ
ネーターを養成する。

まち・ひと・しごと総合戦略

該当なし

該当（基本目標④（2））

該当なし

防災教育の実施 10

窓ガラス飛散防止フィルム貼付 20
啓発冊子の作成 10,000
女性向け防災冊子の作成 2,000

1,517
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（2）） 事 業 連 携
該当なし

防災啓発冊子の配布や防災教育などを通じ
て地域防災力の向上を図る。

防災啓発冊子の作成や防災教育を行うほ
か、家具転倒防止器具などの設置について
助成する。

計 画 事 業 量 令和６年度
家具転倒防止器具取付事業委託 40

事 業 名 防災啓発関係事業

担 当 課 危機管理課

マニフェスト工程計画 該当なし
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政策１【安全・安心】
施策③　防災対策の推進

④民間建築物の耐震対策

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 130 130 ―
件 10 15 ―
件 20 20 ―
件 1 1 ―
件 2 5 ―
件 1 2 ―
件 8 10 ―
件 10 10 ―

千円 27,272 35,172 ―

⑤密集市街地の都市基盤整備

区 分 継 続

事 業 期 間 平成26年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 2 ―
件 2 3 ―

地区 1 ―
千円 1,600 2,406 ―

⑥雨水対策施設の整備

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｍ 350 350 ―
ｍ 489 649 ―
― 一式 ―

千円 353,381 222,846 ―

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（2）） 該当（政策間・官民）

20

事 業 名 雨水対策事業

該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

内水浸水想定区域図

経営課・下水整備課・道路河川管理課

下水道整備により、都市の健全な発達に寄
与するとともに、雨水浸透施設の設置によ
り、浸水被害の軽減を図る。

下水道基本計画に基づき、公共下水道整
備を実施するとともに、国府第１排水区を始
めとする事業区域などに雨水浸透施設を設
置する。

計 画 事 業 量 令和６年度
雨水浸透トレンチ整備量 350
雨水管整備量 563

マニフェスト工程計画

事 業 費 181,847

該当なし 該当なし
事 業 費 2,406

ファシリティマネジメント

該当（政策間）

密集市街地整備事業

担 当 課 都市計画課

密集市街地の危険性（延焼および避難困
難）の改善を図る。

密集市街地の改善に向けた市街地整備
（ハード）と地域防災力（ソフト）の向上を図る
取組みを行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

19

事 業 名

1
解体工事費補助

事 業 連 携

木造住宅耐震改修費補助

担 当 課 建築課

木造住宅などの耐震化を推進させ、街全体
の減災化を促進する。

無料耐震診断および耐震改修などへの補
助を実施する。

非木造住宅耐震診断費補助

耐震シェルター整備費補助

段階的耐震改修費補助 2
リフォーム工事費補助 10
ブロック塀撤去費補助 10

事 業 費 35,172
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

事 業 連 携

5

担 当 課

18

事 業 名 地震対策事業

20

計 画 事 業 量 令和６年度
木造住宅無料耐震診断 130

15

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし

防災訓練などの実施 1
ブロック塀補助金の交付 3
次期地区の選定、立ち上げ準備

マニフェスト工程計画
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政策１【安全・安心】
施策③　防災対策の推進

⑦土砂災害への備え

区 分 継 続

事 業 期 間 令和元年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｈａ 4 6 ―

千円 11,698 9,014 ―

22

区 分 継 続

事 業 期 間 令和３年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
㎡ 2,900 1,800 ―

千円 99,000 85,000 ―

道路河川管理課

土地の境界を確定することにより、災害復旧
および復興の迅速化を図ることを目的とす
る。

該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

計 画 事 業 量

9,798

21

事 業 名 沿岸部津波浸水対策調査事業

一筆ごとの土地境界について、官・民の境
界を確定する。

令和６年度

事 業 費

担 当 課

該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度
急傾斜地対策事業量

該当なし

ファシリティマネジメント

97,000事 業 費

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

事 業 名

2,800

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

土砂災害防止対策事業

担 当 課

急傾斜地の崩壊による災害から市民の生命
を保護するため、急傾斜地の崩壊を防止す
るために必要な措置を講じる。

傾斜度３０度以上、がけ高５ｍ未満、保全人
家５戸未満の急傾斜地など、市町村が対策
工事を実施する。

マニフェスト工程計画 該当なし 該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略

道路河川管理課

調査面積 6
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政策１【安全・安心】
施策④　消防・救急体制の充実

現状値 次期目標値 実施計画事業数

34件 40件
（令和2年値） （令和6年値）

8.6分 8.5分
（令和2年値） （令和6年値）

69% 77%
（令和2年値） （令和6年値）

①消防力の強化

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
台 6 5 ―

千円 85,200 223,377 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
基 1 ―

千円 8,700 ―
該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 8,700
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

耐震性貯水槽の設置 1

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 費 190,168

24

事 業 名 耐震性防火水槽整備事業

担 当 課 消防本部総務課

耐震性貯水槽を計画的に設置することによ
り、消防水利の充足、消防力の強化を図る。

耐震性貯水槽を計画的に設置する。

消防車両の耐用年数、使用期限を定めて計
画的に更新、整備することにより、安全、確
実、有効な消防活動を実践する。

消防車両などを計画的に更新、整備する。

計 画 事 業 量 令和６年度
消防車両の更新、整備 7

23

事 業 名 消防車両整備事業

担 当 課 消防本部総務課

政策１【安全・安心】 施策④　消防・救急体制の充実

将 来 目 標 消防・救急体制が充実し、市民の生命と暮らしが守られているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

耐震性、耐久性および安全性を確保し、災害時の活動拠点施設としての機能を有した消防庁舎を
建設します。また、消防・救急体制を強化するため、消防水利などの施設整備、消防団活動の活性
化、水槽付消防ポンプ自動車などの車両を更新します。

④救急活動の啓
発

市民による応急
手当の実施率

75%
－

（令和4年値）

①消防力の強化
②防火意識の啓
発

火災の発生件数
40件

5事業
（令和4年値）

③救急活動の迅
速化

救急車の平均到
着時間

8.5分
1事業

（令和4年値）

SDGs 17の目標との関係
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政策１【安全・安心】
施策④　消防・救急体制の充実

区 分 継 続

事 業 期 間 平成20年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 80 80 ―

千円 2,771 2,771 ―

26

区 分 継 続

事 業 期 間 令和２年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 ―
― 一式 ―
― 一式 ―

千円 237,362 1,523,442 ―

27

区 分 継 続

事 業 期 間 令和４年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 631 631 ―

千円 16,506 16,506 ―

③救急活動の迅速化

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
台 1 1 ―

千円 34,000 34,462 ―
該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度
高規格救急自動車などの更新、整備 1

事 業 費 34,462
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

28

事 業 名 高規格救急車整備事業

担 当 課 消防本部総務課

高規格救急自動車の６台運用体制を維持す
ることで救急体制の充実、救命率の向上を
図る。

高規格救急自動車および高度救命処置資
機材を計画的に更新する。

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

消防団員

事 業 名 消防庁舎整備事業

担 当 課 消防本部総務課

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 費
該当

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（2）） 事 業 連 携 該当なし

実施設計委託

耐震性・耐久性および安全性を確保した消
防庁舎を整備することで、市民の安全・安心
を守る。

災害時の活動拠点施設としての機能を有し
た消防署本署の建替を実施する。

一式

消防団員活性化事業

用地取得・物件補償

事 業 費 16,419
マニフェスト工程計画 該当（基本理念３㉞） ファシリティマネジメント

建設工事

事 業 名

担 当 課 消防本部総務課

1,015,628
マニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑪） ファシリティマネジメント

消防団活動に対するイメージの向上と、団員
数の確保を図る。

出動報酬を見直し、消防団員の活性化につ
なげる。

計 画 事 業 量 令和６年度
631

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 2,771
マニフェスト工程計画 該当（基本理念３㉞） ファシリティマネジメント

消防団支援団員 80

25

事 業 名 支援消防団活動事業

担 当 課 消防本部総務課

消防団支援団員に対し、災害出動報酬支
給、被服貸与、公務災害補償責任共済加入
などを行い、福利厚生を充実させる。

出動報酬を見直し、消防団支援団員の活動
を支援する。

計 画 事 業 量 令和６年度
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政策１【安全・安心】
施策⑤　環境保全と生活衛生の向上

現状値 次期目標値 実施計画事業数

158万t-CO2 147万t-CO2

（平成30年度値） （令和5年度値）

194人 750人
（令和2年度値） （令和6年度値）

71.0% 73.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①地球温暖化対策の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 30 30 ―
件 40 30 ―
件 85 75 ―
件 15 15 ―

件 100 30 ―

件 20 10 ―

千円 18,500 9,600 ―
マニフェスト工程計画 該当（基本理念3㊲） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（2）） 事 業 連 携 該当なし

【ZEH】住宅用地球温暖化対策設備一体的導
入（高性能外皮等）設置費補助 10

事 業 費 9,600

2事業
（令和5年値）

ホームエネルギーマネジメントシステム設置費補助 30
住宅用燃料電池システム設置費補助 30
住宅用リチウムイオン蓄電池システム設置費補助 75

家庭から排出される二酸化炭素をはじめと
する温室効果ガスを削減することで地球温
暖化対策を推進する。

家庭用の地球温暖化対策設備の設置に対
して補助金を交付する。

計 画 事 業 量 令和６年度

担 当 課 環境課

太陽熱利用システム設置費補助 15
住宅用地球温暖化対策設備一体的導入（蓄
電池等）設置費補助 30

政策１【安全・安心】 施策⑤　環境保全と生活衛生の向上

将 来 目 標
環境にやさしい活動が推進されるとともに、自然環境や生活環境が保全され、市
民が快適に暮らしているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

29

事 業 名 再生可能エネルギー活用推進事業

市民一人ひとりが地球環境に負荷をかけないよう、再生可能エネルギーやクリーンエネルギーの導
入を促進するとともに、地球温暖化の原因とされる温室効果ガスの一つである二酸化炭素の吸収源
として期待される森林において、その機能維持のため森林整備および林道整備に取り組みます。ま
た、墓地の需要に対応するため新たに合葬式墓地の整備を進めるとともに、クラウドファンディングで
得られた寄附金を活用して地域猫活動の普及を推進します。

①地球温暖化対
策の推進

市域全体の二酸化
炭素排出量

152万t-CO2
1事業

（令和3年度値）

②自然環境の保
全

自然環境をテーマに
した講座の年間参加
延べ人数

700人
4事業

（令和4年度値）

③生活衛生環境
の保全

「生活における衛
生環境」市民満足
度

72.0%

SDGs 17の目標との関係
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政策１【安全・安心】
施策⑤　環境保全と生活衛生の向上

②自然環境の保全

区 分 継 続

事 業 期 間 平成22年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 1 1 ―
― 一式 一式 ―

千円 1,887 1,887 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 10 10 ―
― 一式 一式 ―
件 1 1 ―

千円 356 207 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｍ 1,530 7,250
― 一式 ―
― 一式 ―

千円 41,500 20,000 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 令和元年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｈａ 1 7 1,123
― 一式 一式 ―

千円 6,700 9,040 ―
該当なし

人工林整備調査 一式

林道が整備され適切な管理が可能となること
で、山林がもつ環境保全、事故防止の推
進、崩落防止の機能向上を図る。

未舗装の小規模林道の舗装工事を実施す
る。

計 画 事 業 量 令和６年度

マニフェスト工程計画 該当なし 該当なしファシリティマネジメント

林道舗装延長

法面調査 一式
事 業 費 25,000

法面保護工事 一式

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

間伐整備面積 6

事 業 名

担 当 課 農務課

該当なし

該当なし

ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

事 業 費 8,320

33

森林整備事業

国の温室効果ガス排出削減目標の達成に
寄与するとともに、災害防止、国土保全、水
源涵養など公益的機能の継続を図る。

間伐時期にある区域の精査を実施し、森林
（人工林）を整備する。

計 画 事 業 量 令和６年度

マニフェスト工程計画 該当なし

一式生物多様性保全団体の支援

事 業 名

担 当 課 農務課

該当なし

事 業 費 207
ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

生物多様性保全事業 1

マニフェスト工程計画 該当なし 該当なし

32

小規模林道事業

計 画 事 業 量 令和６年度
里山などの身近な生き物調査 10

事 業 名 生物多様性保全事業

担 当 課 環境課

生物多様性などの自然保護に関する取組み
を推進し、身近な自然への関心を高め、次
世代に継承する。

身近な生き物調査、河川における環境保全
活動の支援、キノコの菌打ち体験などを実
施する。

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（官民）

31

各種環境学習・講座開催 一式
事 業 費 1,887

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

緑のカーテン講座開催 1
計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 名 環境学習推進事業

担 当 課 環境課

各種環境学習・講座などを実施することで、
環境保全や地球温暖化対策などに係る市
民の意識啓発を図る。

小中学校や保育園などに緑のカーテンを設
置するほか、市民を対象とした各種環境学
習会や出前講座などを実施する。

30
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政策１【安全・安心】
施策⑤　環境保全と生活衛生の向上

③生活衛生環境の保全

区 分 継 続

事 業 期 間 令和２～５年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―

千円 308,190 ―

35

区 分 継 続

事 業 期 間 令和２年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 100 100 ―

千円 1,000 1,000 ―

34

事 業 名 地域猫活動支援事業

環境課

飼い主のいない猫によるふん尿被害などの
課題解決のため、クラウドファンディングで得
られた寄附金を活用して地域猫活動の普
及、定着を図る。

飼い主のいない猫の不妊去勢手術費や諸
経費を補助することで、地域住民が行う地域
猫活動を支援する。

整備工事

事 業 名

担 当 課 環境課

事 業 費

合葬式市営墓地整備事業

今後の墓地需要に対応するため、新たな墓
地を整備する。

合葬式墓地の整備工事を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度

ファシリティマネジメント

事 業 連 携
マニフェスト工程計画 該当なし 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 該当なし

担 当 課

事 業 費 1,000
ファシリティマネジメント

事 業 連 携
マニフェスト工程計画 該当（基本理念3㊴） 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 該当（官民）

計 画 事 業 量 令和６年度
不妊・去勢手術費用補助 100
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政策１【安全・安心】
施策⑥　ごみの適正処理の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

ごみ排出総量
985g 887g

うち　家庭ごみ
　　排出量
    756ｇ 508g

（令和2年度値） （令和6年度値）

25.1% 26.8%
（令和2年度値） （令和6年度値）

351件 200件
（令和2年度値） （令和6年度値）

①適正なごみ処理方法の普及啓発

区 分 継 続

事 業 期 間 平成22年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 20 20 ―
件 15 15 ―

千円 450 450 ―

②ごみ処理施設の効率的運用

区 分 継 続

事 業 期 間 平成27～令和５年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― 一式 ―
― 一式 ―

千円 724,358 ―
Ｂ棟空調設備更新工事

該当なし ファシリティマネジメント

（令和4年度値）

①適正なごみ処理
方法の普及啓発
②ごみ処理施設の
効率的運用
③資源循環型社会
形成の推進
④ごみ処理経費の
節減
⑤ごみ出しの利便
性の向上

3事業

36

計 画 事 業 量

事 業 名 生ごみ処理機購入支援事業

担 当 課 清掃事業課

ごみ排出量を抑制するために、市民団体による有価物回収事業や生ごみ処理機購入に対する補
助を推進します。また、焼却施設の基幹的設備を改良することで清掃工場の長寿命化を図ります。さ
らに、資源など持ち去りおよびポイ捨て防止事業の実施により、不法投棄など違法な行為を未然に
防止します。

事 業 費 450

37

家庭から排出される生ごみの自家処理を推
進することで、清掃工場で焼却される可燃ご
みを削減する。

生ごみの自家処理を促し、ごみの減量化を
図るため生ごみ処理機などの購入費の一部
を補助する。

計 画 事 業 量 令和６年度
生ごみ処理機購入費補助 20
生ごみ消滅容器購入費補助 15

令和６年度

Ａ棟大規模整備工事

事 業 費
マニフェスト工程計画

政策１【安全・安心】 施策⑥　ごみの適正処理の推進

将 来 目 標 ごみの減量と資源化が進み、適正で持続可能なごみ処理が行われているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

220件
1事業

（令和4年度値）

935g

548g
（令和4年度値）

市民１人１日当た
りごみ排出量

⑥不法投棄の防
止

不法投棄認知件
数

資源化率
26.5%

Ｂ棟大規模整備工事

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

担 当 課 清掃事業課

改良が必要と判断された設備・機器の改良
工事を行うことで、延命化およびCO2排出量
の削減を図る。

清掃工場の長寿命化計画に基づき設備・機
器の改良工事を行う。

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 名 清掃工場長寿命化事業

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

SDGs 17の目標との関係
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政策１【安全・安心】
施策⑥　ごみの適正処理の推進

③資源循環型社会形成の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｔ 1,777 1,777 ―

団体 68 68 ―
千円 8,000 8,000 ―

⑥不法投棄の防止

区 分 継 続

事 業 期 間 平成22年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―

千円 6,730 6,730 ―

計 画 事 業 量 令和６年度

68
8,000

事 業 費

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

38

登録団体
事 業 費

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

該当（政策間）

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 名 資源等持ち去り及びポイ捨て防止事業

担 当 課 清掃事業課

定期的なパトロールや指導、勧告などにより
資源などの持ち去りやポイ捨てを防止する。

定期的パトロールを行い、発見した違反者
に対し、指導、勧告をして改善を求め、命令
に従わなかった場合には罰金を科す。

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

パトロール指導 一式
6,730

39

有価物回収支援事業

該当なし

1,777
計 画 事 業 量 令和６年度

集団回収量

事 業 名

担 当 課 清掃事業課

再生利用可能な資源（空き缶、空きびん、古
紙など）の回収運動を展開し、資源保護、環
境保全、廃棄物処理量の減少を図る。

年２回以上資源回収を実施した登録団体へ
補助金を交付する。
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政策１【安全・安心】
施策⑦　生活排水対策の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

佐奈川(前川橋）
6.4mg/L 2.5mg/L

音羽川(南田橋)
0.8mg/L 0.9mg/L

（令和元年度値） （令和5年度値）

83.6% 86.5%
（R2.3.31値） （R6.3.31値）

①生活排水の適正処理の普及

区 分 継 続

事 業 期 間 平成22年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 6 6 ―

千円 4,892 4,892 ―

②公共下水道施設の整備と維持管理

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和47年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｍ 11,395 11,488 ―

千円 1,169,907 1,304,562 ―
整備量 11,378

事 業 費 1,331,755
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 4,892

41

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 名 公共下水道整備事業（汚水）

担 当 課 経営課・下水整備課

下水道の整備により、都市の健全な発達お
よび公衆衛生の向上に寄与し、あわせて公
共用水域の水質を保全する。

下水道基本計画に基づき公共下水道整備
を実施する。

40

事 業 名 浄化槽設置支援事業

担 当 課 環境課

単独浄化槽および汲取りから合併処理浄化
槽への転換費用の一部を補助する。

計 画 事 業 量 令和６年度
浄化槽設置補助 6

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防
止し、生活環境の保全を図る。

政策１【安全・安心】 施策⑦　生活排水対策の推進

将 来 目 標 生活排水が適正に処理され、河川などの水環境が保全されているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

生活排水の適正処理および水環境の保全のため、浄化槽の普及や計画的な公共下水道の整備
など、効果的な排水対策に取り組みます。また、地震発生時における汚水の流下機能を確保するた
め、地震対策事業を行います。さらに、予防保全的な管理を行うことで、管路の耐用年数の延伸を図
ります。

①生活排水の適
正処理の普及

市内の主要河川
の水質状況（ＢＯ
Ｄ値）

2.5mg/L

1事業

0.9mg/L
（令和3年度値）

②公共下水道施
設 の 整 備と維持
管理

公共下水道の普
及率

84.8%
2事業

（R4.3.31値）

SDGs 17の目標との関係
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政策１【安全・安心】
施策⑦　生活排水対策の推進

42

区 分 継 続

事 業 期 間 平成28年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｍ 660 398 ―

箇所 6 ―
箇所 8 8 ―
箇所 100 105 ―
ｋｍ 10 18 ―
千円 151,313 162,000 ―

事 業 名 下水道汚水施設長寿命化対策事業

ファシリティマネジメントマニフェスト工程計画 該当なし

マンホール蓋の取替 105
管路施設の点検調査 18

事 業 費 214,800

8

担 当 課 経営課・下水整備課

下水道ストックについて点検調査を実施し、
改築や耐震補強工事を行うことで、安心・安
全で持続可能な下水道事業を目指す。

下水道ストックマネジメント計画などに基づ
き、緊急度の高いものから老朽化対策と地
震対策を相互に実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度

マンホール管口の可とう化（耐震補強） 6

該当なし

管渠の改築（更生・更新） 912

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携
該当なし

マンホールの浮上防止対策（耐震補強）
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政策１【安全・安心】
施策⑧　水道水の安定供給

現状値 次期目標値 実施計画事業数

82.6% 85.0%
（令和3年値） （令和7年値）

28.9％（59.1％） 33.0％（67.7％）
（R2.3.31値） （R6.3.31値）

56施設 54施設
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

①水道管、水道施設の整備　②水道管の耐震化　③水道施設運営の効率化

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
箇所 54 54 ―
千円 331,353 364,312 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｋｍ 74 84 ―
千円 1,190,870 1,200,600 ―

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 332,603
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 名 水道施設整備事業

計 画 事 業 量 令和６年度

担 当 課 経営課・水道整備課

計画的に設備や施設を更新、整備すること
で水道水の安定供給を行う。

水道施設を計画的に整備、更新、統廃合を
行う。

事 業 費 1,201,200

43

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

耐震性が高く、耐用年数が長い管を採用す
ることで水道水の安定供給を図る。

今後、布設する水道管には、耐震性が高く
耐用年数（100年以上）が長いダクタイル鋳
鉄管のGX形を利用して施工する。

計 画 事 業 量 令和６年度
ＧＸ形管路の総延長 79

44

事 業 名 水道施設長寿命化対策事業

担 当 課 経営課・水道整備課

政策１【安全・安心】 施策⑧　水道水の安定供給

将 来 目 標 安全でおいしい水が、安定して供給されているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

水道施設 54

2事業

安全でおいしい水を安定して供給するため、水道事業経営戦略に基づき水道管路や水道施設な
どの計画的な整備を行います。

②水道管の耐震
化

水道管の耐震化率
※（ ）内は、基幹管
路の耐震化率

30.5％（62.3％）
（R4.3.31値）

① 水道 管、 水道
施設の整備

「水道水の安全・安
定供給」市民満足
度

84.5%
（令和5年値）

③水道施設運営
の効率化

水道施設数
54施設

（R5.3.31値）

SDGs 17の目標との関係
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政策２【健康・福祉】
施策①　健康づくりの推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

48.8% 50.0%
（令和3年値） （令和7年値）

5.7% 4.5%
（令和3年値） （令和7年値）

①健康診査等の実施

区 分 継 続

事 業 期 間 平成11年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 11,500 11,500 ―
人 306 327 ―
人 310 350 ―

千円 135,155 139,833 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和58年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 589 650 ―
人 19,845 21,879 ―
人 3,405 3,753 ―
人 3,456 3,800 ―

千円 250,904 279,502 ―

令和６年度
特定健康診査受診者 11,500

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

46

事 業 名 健康診査事業

担 当 課 保健センター

自らが積極的に健康管理を行うことができる
体制を整え、生活習慣病の予防、がんの早
期発見など、市民の健康維持・増進を図る。

医療機関（個別）や地域巡回健診（集団）な
どで健康診査事業を実施する。また、がん
検診の自己負担金を軽減する。

計 画 事 業 量 令和６年度
基本健康診査受診者 619
がん検診受診者 20,837
歯科健康診査受診者 3,575

事 業 費 267,493
該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

45

事 業 名 特定健康診査・特定保健指導・脳ドック事業

マニフェスト工程計画

子宮頸がん検診受診者 3,629

担 当 課 保険年金課

事 業 費 139,133
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

特定保健指導利用者 327
脳ドック受診者（国保） 310

生活習慣病予防のための健康診査や保健
指導、脳血管疾患早期発見のための脳ドッ
クを実施し、被保険者の健康増進を図る。

特定健康診査および特定保健指導を実施
するとともに、脳ドック費用の一部を助成す
る。

計 画 事 業 量

該当なし ファシリティマネジメント

市民一人ひとりが病気の予防に努めながら、しあわせな生涯を送ることができるよう、健康診査を実
施するとともに、後期高齢者を主な対象としてフレイル（虚弱）状態の特性を踏まえ、高齢者の保健
事業と介護予防事業を一体的に実施します。また、総合的な医療・健康対策の拠点として、総合保
健センターの建設整備を推進します。

政策２【健康・福祉】 施策①　健康づくりの推進

将 来 目 標
市民自らが積極的に健康管理を行い、誰もが元気よく、生き生きと暮らしているま
ち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

①健康診査など
の実施
②健康づくり意識
の啓発
③感染症予防の
推進
④保健衛生行政
の充実

定期的な健康診断
を受け、健康管理
に努めている市民
の割合

49.0%

7事業

（令和5年値）

健康の維持や増進
のための心掛けを
特に何もしていな
い市民の割合

4.7%
（令和5年値）

SDGs 17の目標との関係
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政策２【健康・福祉】
施策①　健康づくりの推進

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和58年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 6 7 ―
回 １（80周年） ―
回 42 42 ―
回 25 25 ―
回 3 3 ―
人 50 ―
人 24 24 ―

千円 4,008 3,149 ―

②健康づくり意識の啓発

区 分 継 続

事 業 期 間 平成２年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 5 5 ―
回 5 5 ―
回 15 15 ―
回 3 3 ―

箇所 39 53 ―
千円 724 869 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 令和３年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 2 2 ―
人 2,300 2,300 ―
人 60 60 ―
人 30 30 ―

千円 10,778 10,778 ―

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

事 業 費 10,778
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

通いの場への参加勧奨 60
フレイル予備群への啓発 30

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 連 携 該当（政策間）
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

保健師など医療専門職の配置 2

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし

49

事 業 名 高齢者フレイル（虚弱）対策事業

担 当 課 保険年金課

フレイル状態の特性を踏まえ、高齢者の保
健事業と介護予防事業を一体的に実施する
ことにより、健康寿命の延伸を図る。

関係する部署が相互に連携して、医療専門
職（保健師など）を中心に、後期高齢者を主
な対象とした「フレイル対策事業」を実施す
る。

フレイル対策個別指導 2,300

47

規則正しい生活の確立、生活習慣病予防を
推進することで、生涯現役で健康な生活を
送ることを目的とする。

身体活動教室 42

健康に関する各種教室、講演会および相談
などを実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 名 成人保健事業

担 当 課 保健センター

食生活改善セミナー
7生活習慣予防講演会など

3

市民が「自分の健康は自分で守る」という意
識を持つとともに、地域における環境整備を
行うことで地域全体の健康づくりを図る。

市民と協働で健康づくり活動を行うとともに、
社会全体で活動を推進できるように環境整
備を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
健康づくり推進員養成講座

該当なし

5

事 業 名 健康づくり地域活動推進事業

担 当 課 保健センター

健康づくり推進員の総会、学びを深める会 5
運動・栄養・ピタコチョキャラバン隊活動支援 15

事 業 費 759

保育園・幼稚園・小学校におけるフッ化物洗口施設 45

該当（政策間）

「健康体操の集い」打ち合わせ会など会議

25
こころの健康講演会 3
禁煙外来治療費助成
保健師による健康相談 24

栄養教室

48

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

3,149事 業 費
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政策２【健康・福祉】
施策①　健康づくりの推進

③感染症予防の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 1,250 1,250 ―
件 950 950 ―
件 250 250 ―
件 250 250 ―
件 150 150 ―
件 2 2 ―

千円 13,897 13,122 ―

④保健衛生行政の充実
51

区 分 継 続

事 業 期 間 令和２～７年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― 一式 ―
― 一式 ―

千円 632,097 2,346,648 3,620,000

帯状疱疹ワクチン 950
高齢者肺炎球菌ワクチン 250
成人用麻しん風しん混合ワクチン 250

50

実施設計

該当
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（2）） 事 業 連 携 該当（政策間）

事 業 名 総合保健センター建設整備事業

担 当 課 保健センター

市民が健やかに暮らすことができるよう、総
合的な医療・健康対策の拠点として「総合保
健センター」を建設する。

保健・医療・療育の機能を備えた複合施設と
して総合保健センターを建設する。

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 費 549,162
マニフェスト工程計画 該当（基本理念2㉙） ファシリティマネジメント

建設工事 一式

用地取得

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（１）） 事 業 連 携

事 業 名 任意予防接種助成事業

担 当 課 保健センター

市民の経済的負担を軽減し、任意予防接種
を促すことで感染症の蔓延を予防する。

任意予防接種（おたくふかぜ・帯状疱疹・高
齢者肺炎球菌・成人用麻しん風しんなど）の
費用の一部を助成する。

事 業 費 13,122
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度

特別な理由による任意接種 2

おたふくかぜワクチン 1,250

成人用風しんワクチン 150
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政策２【健康・福祉】
施策②　地域医療体制の充実

現状値 次期目標値 実施計画事業数

61.7% 65.0%
（令和2年度値） （令和6年度値）

183件 187件
（令和2年度値） （令和6年度値）

2,931件 3,100件
（令和2年度値） （令和6年度値）

64.2% 65.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①地域医療機関との連携強化

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和56年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 8,679 8,679 ―

千円 72,494 71,787 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成５年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
日 291 291 ―
人 922 922 ―

千円 17,835 17,835 ―

1事業

291
休日夜間診療所（歯科）受診者 922

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 17,835
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

日曜日、休日、年末年始の昼間・夜間およ
び土曜日の午後並びに平日夜間の市内医
療機関休診時の医療体制を確保する。

休日夜間急病診療所において、内科・小児
科の診察の運営支援を行い、急病人の対応
を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
休日夜間急病診療所受診者 8,679

53

事 業 名 在宅当番医制運営支援事業

担 当 課 保健センター

医療機関の休診時における医科・歯科診療
を確保することで、地域住民の健康維持を
図る。

休日や夜間、年末年始における医科・歯科
診療の機会を確保するため、在宅当番医制
の運営支援を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度

マニフェスト工程計画 該当なし

在宅当番医制実施日

52

事 業 名 休日夜間急病診療所運営支援事業

担 当 課 保健センター

ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 71,467

187件
（令和4年度値）

①地域医療機関と
の連携強化
②医療の機能分化

電子連絡帳サービ
スに登録されてい
る患者・サービス利
用者数

3,000件
（令和4年度値）

「医療環境」市民
満足度

64.5%
（令和5年値）

③ 在宅 医療 、介
護 の 相 談支 援と
普及啓発

④ 在宅 医療 、介
護 サ ー ビ ス 提 供
体制の構築

政策２【健康・福祉】 施策②　地域医療体制の充実

将 来 目 標
地域で完結する医療の提供と医療の質の向上により、市民がいつでも安心して適
切な医療が受けられるまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

⑤市民病院の機
能強化

2事業

1事業

地域包括ケアシステムの構築に向けて、医療・介護の連携を中心とした在宅医療・介護連携推進
事業を実施します。また、市民が安心して適切な医療が受けられるよう、地域医療体制の充実を図り
ます。

市民病院への患
者紹介率

62.5%
（令和4年度値）

在宅医療・介護
に関する相談件
数

SDGs 17の目標との関係
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政策２【健康・福祉】
施策②　地域医療体制の充実

区 分 継 続

事 業 期 間 平成25年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 800 800 ―
回 1 1 ―
回 36 36 ―
人 4,300 4,900 ―
回 4 4 ―
件 189 189 ―

千円 10,867 10,867 ―

⑤市民病院の機能強化

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―

千円 281,750 791,476 ―

③在宅医療、介護の相談支援と普及啓発　④在宅医療、介護サービス提供体制の構築

在宅医療・介護に関する相談 189

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（3）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民・地域間）

事 業 費 10,867
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

普及啓発出前講座 36

計 画 事 業 量 令和６年度
人材育成に係る研修など参加者 800
普及啓発講演会など 1

地域包括ケア推進協議会 4

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 627,166
医療機器の更新および導入 一式

55

事 業 名 医療機器更新・先進的機器導入事業

担 当 課 市民病院経営企画室

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

地域の急性期医療を担う医療機関としての
役割を果たすため、医療機器の更新などを
行う。

医療機器の更新および高度医療機器など
先進的な機器を導入する。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし

電子連絡帳サービス登録患者など 4,600

54

事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業

担 当 課 介護高齢課

在宅医療･介護を切れ目なく提供する仕組
みを整備し、高齢者が住み慣れた地域で暮
らし続けることができる環境を整える。

在宅医療・介護連携体制の構築、患者･家
族への後方支援および在宅チーム医療の
人材育成などを行う。
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政策２【健康・福祉】
施策③　子育て支援の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

1.42 1.63
（令和元年値） （令和5年値）

50.2% 60.0%
（令和3年値） （令和7年値）

92.6% 95.0%
（令和3年値） （令和6年値）

①子育て支援サービスの充実

区 分 継 続

事 業 期 間 平成10年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 400 400 ―
部 24,600 24,600 ―
組 200 200 ―
回 4 4 ―
回 8 8 ―

千円 8,905 8,905 ―

56

事 業 名 子育て支援センター事業

担 当 課 子育て支援課

就学前の児童を育てている家庭を対象に、
地域における子育て支援の基盤形成を図
る。

子育てに関する相談指導、子育てサークル
などの支援および育児に関する情報の提供
などの育児支援を行う。

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（2）） 事 業 連 携 該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度
育児相談 400

ブーフーウー教室参加 200
集団親子遊び教室 4
あおぞら教室 8

情報誌「ブーフーウー」発行 24,600

子育て世代を支援するため、子育て応援金の支給を継続するとともに、民間保育所も含めた保育
所の計画的な建替整備を推進します。また、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえて、安全・安
心な保育環境の整備を図るとともに、保護者の経済的な負担を軽減するため保育所などの給食費を
減免します。さらに、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない相談支援や不妊治療への支援、産
前産後ケア事業の充実により、妊産婦支援体制の充実を図ります。

①子育て支援サービスの
充実
②保育サービスの充実
③児童の健全育成
④配慮が必要な家庭や子
どもへの支援
⑤子育て経費の軽減

合計特殊出生率
1.61

19事業
（令和3年値）

「子どもを生み、
育てる環境」市民
満足度

56.1%
（令和5年値）

政策２【健康・福祉】 施策③　子育て支援の推進

将 来 目 標 安心して子どもを生み育てやすい環境が整っているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

⑥母子健康診査の充実
⑦妊産婦ケア体制の充実

子育てを前向き
に捉える親の割
合

94.6%
6事業

（令和4年値）

事 業 費 8,905
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

SDGs 17の目標との関係
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政策２【健康・福祉】
施策③　子育て支援の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成28年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
箇所 3 3 ―
人 500 500 ―

千円 8,323 8,323 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成17年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 12 12 ―
件 12 12 ―

千円 8,976 8,976 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成14年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 965 1,035 ―
回 3 3 ―
件 2,000 2,000 ―
回 1 1 ―

千円 2,138 2,138 ―

3
援助活動のコーディネート 2,000

担 当 課 子育て支援課

一時的に子どもの世話の手助けをすること
で、保護者の仕事と育児の両立と児童の福
祉の向上を図る。

子育ての援助を依頼する会員と援助する会
員が相互に助け合いながら行う活動につい
て、連絡・調整を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 費 2,138
マニフェスト工程計画

事 業 連 携 該当（政策間・官民）

会員相互の交流の推進 1

57

事 業 名 利用者支援事業（基本型）

利用者支援事業実施件数 3

事 業 費 8,323
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

担 当 課 子育て支援課

子育て家庭のニーズを把握し、教育・保育
施設や地域の子育て支援事業などの円滑
な利用へつなぐ。

子育て支援センターや児童館などの身近な
場所において、当事者目線で相談などを受
け、関係機関との連絡調整などを行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

相談支援 500

事 業 名 つどいの広場事業

担 当 課 子育て支援課

交流などの場を設けることで、乳幼児の保護
者が持つ育児不安を和らげる。

子育て中の保護者が交流、情報交換、育児
相談ができる場を運営する。

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（1）） 事 業 連 携 該当（政策間）

58

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 名 ファミリーサポートセンター事業

事 業 費 8,976
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（1）） 事 業 連 携

59

子育てに関する講座 12
ＭＡＨだより発行 12

該当なし

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略

該当なし ファシリティマネジメント

会員の登録および確保 1,000
説明会・講習会の開催

該当（基本目標③（2））

該当なし
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政策２【健康・福祉】
施策③　子育て支援の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成４年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 19,968 21,504 ―

クラブ 10 10 ―
クラブ 42 46 ―
千円 539,091 583,219 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 120 120 ―

千円 2,007 2,037 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 令和３～５年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 1,500 ―

千円 45,255 ―

②保育サービスの充実

区 分 継 続

事 業 期 間 平成30年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
園（園舎） 3 2 ―
千円 370,836 300,089 ―

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（2）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

61

計 画 事 業 量 令和６年度
クラブ利用児童 20,736
保護者会が運営するクラブ 10

事 業 名 放課後児童健全育成事業

担 当 課 子育て支援課

児童に生活の拠点を与え、集団活動を通じ
て自立性、社会性を高め、豊かな情操の育
成と健康の増進を図る。

昼間、保護者が就労などにより家庭にいな
い小学生を対象に、児童クラブを運営し授
業終了後の遊びや生活の場を提供する。

60

市が運営するクラブ 44
事 業 費 567,994

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（1）） 事 業 連 携 該当なし

62

事 業 名 結婚支援事業

担 当 課 子育て支援課

少子化対策のひとつとして、結婚を希望する
人へ出会いの機会の提供や適切な支援を
行う。

結婚の悩みへの寄り添い、結婚に向けての
準備支援および出会いの場の提供に係る事
業を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
結婚支援イベント参加者 120

事 業 費 2,037
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

63

事 業 名 民間保育所建設支援事業

担 当 課 保育課

民間保育所を整備することにより、３歳未満
児の受入れ拡充および保育環境の向上を
図る。

保育所園舎を整備する法人に対して、その
建設などに係る費用の一部を補助する。

事 業 名 子育て応援金支給事業

担 当 課 子育て支援課

子育てに奮起するパパママを応援するた
め、１歳の誕生日を迎える児童の保護者に
子育て応援金を支給する。

令和２年４月１日以降に生まれた児童の保
護者に「ファーストバースデーお祝い金」とし
て３万円を支給する。

計 画 事 業 量 令和６年度
出生児

事 業 費
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略

計 画 事 業 量 令和６年度
保育所園舎整備 4

事 業 費 380,032
マニフェスト工程計画 該当（基本理念２㉓） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（2）） 事 業 連 携 該当なし

該当（基本目標③（1）） 事 業 連 携 該当なし
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政策２【健康・福祉】
施策③　子育て支援の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
園（園舎） 1 1 ―

― ―
千円 576,132 108,210 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成20年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
園 5 5 ―

千円 3,242 3,242 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
園 18 18 ―
園 2 2 ―
園 13 13 ―

クラス 17 17 ―
千円 365,016 365,016 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成20年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 500 1,000 ―
人 500 1,000 ―

千円 18,624 18,624 ―

土曜保育長時間開所

65

事 業 名 私立幼稚園助成事業

64

事 業 名 保育所建設事業

担 当 課 保育課

公立保育所を整備することにより、３歳未満
児の受入れ拡充および保育環境の向上を
図る。

担 当 課 保育課

私立幼稚園の運営費などの補助を行うこと
により、保護者の負担を軽減するとともに教
育の振興を図る。

市内の私立幼稚園が教育を行うために必要
な運営費などの経費について、補助を行う。

老朽化した既存の公立保育所について、改
築などを行う。

マニフェスト工程計画 該当（基本理念２㉓） ファシリティマネジメント 該当
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（2）） 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 19,000

保育所園舎整備
計 画 事 業 量 令和６年度

実施設計 一式

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度
運営費補助実施 5

事 業 費 3,242

計 画 事 業 量 令和６年度
時間外保育事業実施 18

一時預かり事業実施 13

66

事 業 名 特別保育事業（時間外保育、一時預かり事業）

担 当 課 保育課

幅広いニーズに対応した保育事業を実施す
ることにより、子育て世代が安心して働くこと
ができる環境を提供する。

時間外保育および緊急の保育需要に対応
するための一時預かり事業を行う。

2

該当なし
該当なし

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（2）） 事 業 連 携
ファシリティマネジメント

事 業 費 18,624
マニフェスト工程計画 該当なし

事 業 連 携

1,000
利用延べ人数 1,000

事 業 名 病児・病後児保育事業

担 当 課 保育課

保護者の子育てと就労の両立を支援すると
ともに、児童の健全な育成と福祉の向上を図
る。

病気中または病気の回復期で集団保育が
困難な保育園児などを所定の場所で一時
的に預かる。

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（2）） 該当なし

67

一時預かり事業クラス 17
事 業 費 365,016

計 画 事 業 量 令和６年度
利用登録
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政策２【健康・福祉】
施策③　子育て支援の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 令和４～６年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
園 3 ―

千円 8,786 ―

④配慮が必要な家庭や子どもへの支援

区 分 継 続

事 業 期 間 平成15年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 500 500 ―

千円 3,375 3,375 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成16年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 6 6 ―
人 12 12 ―
人 3 3 ―
人 1 1 ―

千円 19,097 19,097 ―

民間保育園遊具整備 3
事 業 費 6,900

マニフェスト工程計画 該当（基本理念２㉔） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（2）） 事 業 連 携 該当なし

相談 500

担 当 課 子育て支援課

母子家庭などおよび寡婦に対し、生活の安
定と向上のために必要な措置を講じること
で、福祉の向上を図る。

ひとり親の相談に応じるとともに、自立に必
要な情報提供、求職活動の支援を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

69

事 業 名 母子相談事業

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 3,375
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

担 当 課 子育て支援課

ひとり親家庭の生活安定に資する資格の取
得を促進し、よりよい条件での就業や転職を
支援する。

母子家庭の母または父子家庭の父に対して
職業訓練促進などの給付金を支給する。

計 画 事 業 量 令和６年度

70

事 業 名 母子家庭等自立支援給付金支給事業

高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金受給者 1
事 業 費 19,097

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

自立支援教育訓練給付金受給者 6
高等職業訓練促進給付金受給者 12
入学支援終了一時金受給者 3

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

民間保育所において、老朽化により安全基
準を満たさない遊具の整備を支援する。

計 画 事 業 量 令和６年度

68

事 業 名 民間保育所園庭遊具整備事業

担 当 課 保育課

遊具遊びを通じて、乳幼児期にふさわしい
体験が得られるよう、安全で安心な保育環境
の整備を図る。
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政策２【健康・福祉】
施策③　子育て支援の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
組 60 60 ―
件 600 600 ―
人 10 10 ―

千円 22,342 27,031 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和50年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
園 27 27 ―

千円 462,512 462,512 ―

⑤子育て経費の軽減

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和48年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
範囲 中学卒まで 中学卒まで ―
範囲 高校３年生世代まで 高校３年生世代まで ―
千円 835,985 835,985 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 令和３年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 4,674 4,674 ―

千円 98,466 98,466 ―
該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（２）） 事 業 連 携 該当なし

73

事 業 名 子ども医療費支給事業

事 業 費 462,512
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

600子ども発達相談

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

事 業 連 携

通院無料化の範囲 中学卒まで
入院無料化の範囲 高校３年生世代まで

事 業 費 835,985

担 当 課 保険年金課

子育て支援の一助として経済的負担を軽減
するとともに、子どもの保健の向上と福祉の
増進を図る。

出生から中学３年生年度末までの入通院お
よび高校３年生世代までの入院に係る医療
費保険診療分の自己負担額を全額助成す
る。

計 画 事 業 量

該当（政策間）

事 業 名 児童発達支援相談事業

担 当 課 子育て支援課

子どもの状況に応じた切れ目のない支援と
関係機関の連携を充実させることで、一人ひ
とりの個性と能力に応じた支援を行う。

発達に課題のある18歳未満の児童およびそ
の保護者の総合相談窓口並びに就学前の
児童を対象とした通所による療育を行う。

71

計 画 事 業 量 令和６年度
親子通所教室実利用親子 60

事 業 費 27,012

計 画 事 業 量 令和６年度
加配保育実施 27

72

事 業 名 特別保育事業（加配保育事業）

担 当 課 保育課

中、軽度の障害がある児童などについて、
集団保育の中で成長の手助けを行う。

中、軽度の障害がある場合や保育士が手を
多く掛けた方が望ましいと考えられる３～５歳
児を指定園で保育する。

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

児童発達支援事業平均利用 10

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし

令和６年度

マニフェスト工程計画 該当（基本理念２㉒） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（１）） 事 業 連 携 該当なし

74

事 業 名 給食費減免事業

担 当 課 保育課

保護者の経済的負担の軽減を図り、子育て
支援に寄与する。

豊川市に住所を有し、保育所、認定こども
園、幼稚園に通うすべての児童の給食費を
減免する。

計 画 事 業 量 令和６年度
対象者 4,674

事 業 費 98,466
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント
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政策２【健康・福祉】
施策③　子育て支援の推進

⑥母子健康診査の充実

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和53年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 2 2 ―
％ 98 98 ―
％ 98 98 ―
％ 95 95 ―
％ 98 98 ―
％ 50 50 ―

千円 39,282 39,282 ―

⑦妊産婦ケア体制の充実

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和53年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 57 57 ―
回 190 190 ―
回 24 24 ―
件 70 70 ―

千円 22,041 22,041 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成28年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 400 400 ―
件 1,500 1,500 ―
件 48 48 ―

千円 16,541 16,541 ―

利用者支援事業実施 400
妊娠届出時面接アセスメント 1,500

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（１））

乳幼児の疾病や問題の早期発見、早期対
応、育児支援、助言、成長・発達の確認を行
う。

３歳以下の乳幼児を対象とした乳幼児健康
診査を定期的に実施する。

妊産婦歯科健診 50
事 業 費 39,282

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

３歳児健康診査（集団） 98

担 当 課

75

事 業 名 乳幼児健康診査事業

担 当 課 保健センター

計 画 事 業 量 令和６年度
乳児健康診査（個別） 2
４か月児健康診査（集団） 98

２歳児歯科健康診査（集団） 95
１歳６か月児健康診査（集団） 98

保健センター

健やかな妊娠･出産、子どもの育児および成
長期の発達発育に対する親の不安軽減を
図る。

母子保健相談・教育支援、未熟児養育医療
費給付および一般不妊治療費助成を行う。

事 業 連 携 該当（政策間）

計 画 事 業 量 令和６年度

76

事 業 名 母子保健事業

子育て教室

該当（政策間）事 業 連 携該当（基本目標③（１））まち・ひと・しごと総合戦略

該当（政策間）

77

不妊治療費（生殖補助医療）補助事業申請 70
事 業 費 22,041

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

該当なしファシリティマネジメント該当（基本理念２㉕）マニフェスト工程計画

事 業 名 利用者支援事業（母子保健型）

担 当 課 保健センター

教育・保育・保健などを円滑に利用できるよ
う必要な支援を行い、一人ひとりの子どもが
健やかに成長する地域社会を実現する。

事 業 費 16,541

妊娠期から子育て期にわたるまでの様々な
ニーズに対して、保健師などの専門職が総
合的相談支援を提供する。

計 画 事 業 量 令和６年度

他機関連携 48

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（１）） 事 業 連 携

定例地区育児相談 57
190

妊産婦教室 24
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政策２【健康・福祉】
施策③　子育て支援の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成19年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 1,400 1,400 ―
％ 100 100 ―

千円 5,358 5,358 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成28年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 72 72 ―
人 45 45 ―
回 30 34 ―
人 1,500 1,500 ―

千円 9,874 9,874 ―

80

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和53年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 14 14 ―
回 1 1 ―
回 1 1 ―
回 5 5 ―

千円 168,083 168,083 ―

1,400
訪問実施率 100

78

事 業 名 こんにちは赤ちゃん事業

担 当 課 保健センター

子育てに対する相談を受け、子育て支援の
情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭
のサポートを行う。

生後４か月未満の乳児がいる家庭を訪問
し、子育て支援に関する情報提供や、乳幼
児健康診査・予防接種などの案内を行う。

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（１）） 事 業 連 携 該当（政策間）

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（１）） 事 業 連 携 該当（政策間）

79

事 業 名 妊産婦支援事業

1,500
34
45

妊産婦個別相談
妊産婦交流会
産前・産後ヘルパー利用申請

担 当 課 保健センター

該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度
保健センター訪問

事 業 名 母子医療機関健康診査事業

担 当 課 保健センター

妊婦健康診査および、産婦健診について経
済的な負担軽減を図る。医療機関で把握し
たハイリスク妊産婦を地域への支援へつな
げ、連携して産後うつ予防を図る。

妊産婦健康診査などの費用を補助し、積極
的な受診を促す。

計 画 事 業 量 令和６年度
妊婦健康診査補助 14
子宮頸がん健診補助 1
産後健康診査補助 1

168,083
マニフェスト工程計画 該当なし

多胎妊婦のための追加妊婦健康診査補助

まち・ひと・しごと総合戦略 事業連携該当（基本目標③（１）） 該当（政策間）

事業費
ファシリティ 該当なし

5

妊娠期や産後に支援の必要な母子に対し
て、母親の心身の健康を守り、安心して子育
てできる環境を整える。

産後ケア事業にて産科医療機関などで産婦
に休養の機会を提供するとともに、心身のケ
アや育児サポートなどを行う。また支援の必
要な家庭に家庭訪問などを実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
産後ケア利用者 72

事 業 費 9,874
マニフェスト工程計画 該当（基本理念２㉕） ファシリティマネジメント 該当なし

事 業 費 5,358
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント
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政策２【健康・福祉】
施策④　高齢者福祉の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

84.3% 83.2%
（R2.10.1値） （R6.10.1値）

53.9% 61.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①高齢者の自立支援

区 分 継 続

事 業 期 間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 2,000 2,000 ―
件 19,000 20,000 ―
件 19,000 19,000 ―

千円 214,558 214,558 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 8 8 ―
回 6 6 ―

千円 1,318 1,318 ―

介護予防支援・介護予防ケアマネジメント給付請求 20,000

地域ケア会議 8
介護予防のための地域ケア個別会議 6

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（地域間）

事 業 費 1,318
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

高齢者が地域で自立した日常生活を営むた
めの支援体制を検討し、適切な支援を行うと
ともに、ケアマネジメントの質の向上を図る。

介護関係機関や団体による会議でケース検
討をし、地域課題を抽出するとともに、多職
種の専門的視点を交えて個別検討を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（地域間）

事 業 費 214,558

82

事 業 名 地域ケア会議推進事業

総合相談支援・連絡調整業務 19,000

担 当 課 介護高齢課

世代・属性を問わない相談窓口業務、介護
予防ケアマネジメント業務、包括的・継続的
ケアマネジメント業務などを実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
介護予防ケアマネジメント業務 2,000

81

事 業 名 地域包括支援センター運営事業

担 当 課 介護高齢課

高齢者の健康保持や生活安定のために必
要な援助などを行い、地域で自立した日常
生活を営めるよう包括的に支援する。

政策２【健康・福祉】 施策④　高齢者福祉の推進

将 来 目 標 高齢者が自立し、生きがいのある生活を送っているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

認知症初期集中支援チームの活動や認知症カフェへの支援などによる認知症総合支援事業の推
進や、運動器機能向上などを目的とした住民主体の通いの場の創出や運営支援による介護予防事
業の充実を図ることで、地域包括ケアシステムの構築を推進します。また、高齢者の生きがいづくり
や社会参加を促進するため、シルバー人材センターへの支援を推進します。

84.0%
7事業

（R4.10.1値）
自立高齢者の割
合

①高齢者の自立
支援

②生きがいある環
境の提供
③生涯学習事業
の充実

６０歳以上で生涯
学習活動をして
いる人の割合

60.0%
2事業

（令和5年値）

SDGs 17の目標との関係
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政策２【健康・福祉】
施策④　高齢者福祉の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 780 780 ―

箇所 11 11 ―
箇所 3 3 ―
千円 2,699 2,699 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
箇所 24 28 ―
人 7,185 7,185 ―
人 11,520 13,440 ―

千円 39,664 39,664 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成27年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1,848 1,848 ―

箇所 14 14 ―
千円 32,118 32,118 ―

介護予防教室への参加 7,185

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（地域間）

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 名 一般介護予防事業

担 当 課 介護高齢課

自立支援に向けた取組みなどを地域で推進
し、要介護状態になっても、生きがい・役割
を持って生活できる地域の実現を目指す。

第１号被保険者と支援活動者を対象とし、介
護予防把握事業、介護予防普及啓発事業、
地域介護予防活動支援事業などを行う。

84

地域での通いの場の充実

地域型訪問サービス提供 780
地域型通所サービス 11

事 業 費 2,699
移動支援訪問サービス 3

計 画 事 業 量 令和６年度
認知症相談支援 1,848
認知症カフェ 14

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（地域間）

ファシリティマネジメント

事 業 費 32,118
マニフェスト工程計画 該当なし

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（3）） 事 業 連 携 該当（政策間・地域間）

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住
み慣れた地域で暮らし続けられる体制の整
備を図る。

認知症初期集中支援チームによる早期の診
断などに向けた支援体制を構築するととも
に、認知症地域支援推進員による支援を行
う。

事 業 費 39,657
マニフェスト工程計画 該当（基本理念2㉚） ファシリティマネジメント

85

事 業 名 認知症総合支援事業

担 当 課 介護高齢課

83

事 業 名 介護予防・生活支援サービス事業

担 当 課 介護高齢課

要支援者などの多様なニーズに対応するた
め、様々なサービスを行うことで、介護予防
や自立した日常生活の支援を図る。

要支援者および介護予防・生活支援サービ
ス事業対象者を対象に、訪問型サービスお
よび通所型サービスを提供する。

計 画 事 業 量 令和６年度

地域での通いの場への参加

26

12,480
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政策２【健康・福祉】
施策④　高齢者福祉の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成27年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 20 20 ―
件 5 5 ―

千円 32,612 32,612 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 1,900 2,100 ―
人 1,000 1,000 ―
食 15,000 15,000 ―

千円 12,488 12,488 ―

②生きがいある環境の提供

区 分 継 続

事 業 期 間 平成27年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 1,000 1,000 ―

千円 2,000 2,000 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和63年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 960 960 ―

千円 35,565 35,565 ―

事 業 費 2,000
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

介護高齢課

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活で
きるようにするため、地域の実情に応じた必
要な支援を行う。

家族介護支援や自立した日常生活の支援
などのために必要な事業を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

88

事 業 名 高齢者交通料金助成事業

回数券交付 1,000

担 当 課 介護高齢課

高齢者が社会とのつながりを持ち、社会へ
の参加を促すことで、自立した生きがいのあ
る生活を送ることができるようにする。

７０歳以上の低所得者（市民税本人非課税
者）にコミュニティバスの回数乗車券を交付
する。

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 連 携 該当（地域間）

該当なし

事 業 費 12,488
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

高齢者地域見守りネットワーク登録 2,000
認知症サポーター養成講座参加 1,000
まごころ給食サービス

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

15,000

87

事 業 名 任意事業

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（地域間）

該当なし

86

事 業 名 生活支援体制整備事業

担 当 課 地域福祉課

世代・属性を問わず地域における日常生活
の支援体制を充実・強化し、社会参加の推
進を一体的に図る。

地域住民などの生活支援サービスの調整な
どを行い、地域における生活支援体制を整
備する。

計 画 事 業 量 令和６年度
生活支援の担い手の養成（社会福祉協議会） 20
生活支援サービスの創出 5

事 業 費 32,612

担 当 課

89

事 業 名 シルバー人材センター支援事業

担 当 課 介護高齢課

高齢者の生きがいづくりの一環として働く機
会を提供するとともに、高齢者の能力活用を
図る。

事務局の体制強化および福利厚生事業の
充実を図る。また、ちょこっとサポート事業な
ど高齢者の生活支援に係る事業を実施す
る。

計 画 事 業 量 令和６年度
ちょこっとサポート事業 960

事 業 費 35,565
マニフェスト工程計画 該当（基本理念2㉛） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（3）） 事 業 連 携 該当なし
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政策２【健康・福祉】
施策⑤　障害者福祉の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

40.3% 50.0%
（R3.3.31値） （Ｒ7.3.31値）

7,004件 7,350件
（令和2年度値） （令和6年度値）

①障害者サービスの充実　②障害者の生活支援

区 分 継 続

事 業 期 間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 692 722 ―
人 211 220 ―

時間 12,896 13,456 ―
人 180 187 ―
回 6,437 6,716 ―
人 49 51 ―
人 31 33 ―
回 2,067 2,156 ―

千円 135,538 141,290 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成30年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 8 8 ―

千円 365 365 ―
該当なし

91

事 業 名 軽度・中等度難聴児補聴器購入助成事業

担 当 課 障害福祉課

身体障害者手帳の交付対象とならない難聴
児について、言語の習得、教育などにおけ
る健全な発達を支援する。

軽度、中等度の難聴児の補聴器購入費用
などの一部を助成する。

計 画 事 業 量 令和６年度
助成対象者 8

事 業 費 365
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 138,384
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

コミュニケーション支援 50
訪問入浴 32
訪問入浴 2,112

日中一時支援 183
日中一時支援 6,578

地域生活支援給付支給決定者 707
移動支援 215
移動支援 13,179

担 当 課 障害福祉課

障害者および障害児の福祉の増進を図ると
ともに、市民が相互に尊重し、安心して暮ら
すことができる地域社会の実現を目指す。

移動支援や日中一時支援などの地域生活
支援給付事業および手話通訳者の設置な
どのコミュニケーション支援事業を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

90

事 業 名 障害者自立支援事業（地域生活支援事業等）

政策２【健康・福祉】 施策⑤　障害者福祉の推進

将 来 目 標 障害のある市民が地域や家庭で自立し、充実した生活を営んでいるまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

障害のある人が主体的に自立した日常生活を送ることができるよう、医療的ケア児などコーディ
ネーターの活動を含め、障害福祉サービス利用支援や権利擁護のための必要な援助などの相談支
援を行います。また、中高生事業所体験事業およびタクシー料金の助成などを継続するとともに、就
労に向けた相談支援の充実や就労訓練の場の提供などを行います。

①障害者サービ
スの充実
②障害者の生活
支援

６５歳未満の障害
福祉サービス等
の利用率

46.6%
（Ｒ5.3.31値）

障害者相談件数
6,950件

（令和4年度値）

8事業

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

SDGs 17の目標との関係
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政策２【健康・福祉】
施策⑤　障害者福祉の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成27年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 260 260 ―

千円 1,138 1,138 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成24年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 180 180 ―
件 575 575 ―
回 13 13 ―
件 160 160 ―

千円 11,500 11,500 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成15年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 1 ―

千円 3,414 3,414 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 6,950 7,350 ―

時間 3,396 3,601 ―
時間 2,131 2,131 ―
人 1 1 ―

千円 76,205 76,205 ―

該当なし事 業 連 携該当なしまち・ひと・しごと総合戦略

障害者および障害児の日常生活や社会生
活を総合的に支援するために相談支援など
を行う。

障害者などからの相談に応じ、必要な情報
の提供を行うとともに、関係機関との連絡調
整や権利擁護のための必要な援助を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
相談 7,150

マニフェスト工程計画 該当（基本理念２㉝） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

相談支援対応 3,497

事 業 費 76,205
医療的ケア児などコーディネーター 1

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

障害者地域自立支援協議会対応 2,131

事 業 費 3,414
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

95

事 業 名 障害者自立支援事業（相談支援事業）

担 当 課 障害福祉課

計 画 事 業 量 令和６年度
ピアカウンセラー設置 1

担 当 課 障害福祉課

障害者雇用を促進し、生活の質の向上、社
会への参加、自立した生活ができるように支
援を行う。

94

事 業 名 ピアカウンセラー設置事業

担 当 課 障害福祉課

障害者に働く場を提供するとともに、障害者
と同じ目線で相談に応じて適切な助言を行
う。

ピアカウンセラーを設置してピアカウンセリン
グを実施するとともに、障害者が就労する場
を提供する。

就労部会、就労支援連絡回 13

体験者 260

該当なし
事 業 費

92

事 業 名 中高生事業所体験事業

担 当 課 障害福祉課

障害のある者が、学校卒業後のイメージを
持ってもらうと同時に、市内の就労可能な事
業所の情報提供を行う。

市内の特別支援学校・特別支援級の中高
生に、いろいろな福祉サービス事業所を体
験してもらう。

計 画 事 業 量 令和６年度

1,138
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

定期就労相談会などで就労に必要な情報
提供・支援などを行うとともに、障害者支援
施設への巡回訪問相談などを行う。

93

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（3）） 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 11,500
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

就労支援施設訪問 160

相談 575

計 画 事 業 量 令和６年度
企業訪問 180

事 業 名 障害者就労相談支援事業
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政策２【健康・福祉】
施策⑤　障害者福祉の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和63年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 2,114 2,114 ―
人 33 33 ―

千円 13,965 13,965 ―

97

区 分 継 続

事 業 期 間 令和２年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 11 11 ―

千円 2,675 2,675 ―

担 当 課 障害福祉課

重・中度の障害者が医療機関への通院など
で利用したタクシー運賃などの一部を助成
することにより障害者福祉の増進を図る。

福祉タクシー助成利用券および重度障害者
用福祉タクシー助成利用券を交付し、障害
者の交通料金の一部を助成 する。

96

事 業 名 障害者交通料金助成事業

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 13,965
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

交通料金助成券交付
重度障害者用福祉タクシー助成券交付

2,114
33

事 業 名 地域生活支援拠点等事業

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

担 当 課 障害福祉課

障害者（児）が住み慣れた地域で安心して
暮らし続けられるよう、様々な支援を切れ目
なく提供し、障害福祉に関わる支援を推進
する。

障害者の居住支援の機能を、地域の実情に
応じた創意工夫により整備し、地域全体で
支えるサービス提供体制を構築する。

計 画 事 業 量 令和６年度
体験者 11

事 業 費 2,675
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政策２【健康・福祉】
施策⑥　生活自立支援の充実

現状値 次期目標値 実施計画事業数

590件 450件
（令和2年度値） （令和6年度値）

①生活困窮者の自立支援

区 分 継 続

事 業 期 間 平成27年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 350 350 ―
件 100 100 ―

千円 37,120 37,120 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 30 30 ―

千円 5,526 6,078 ―
該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間・官民）
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

支援プラン作成 100

計 画 事 業 量 令和６年度

99

参加申込者 30
事 業 費 6,078

事 業 名 子どもの学習・生活支援事業

担 当 課 地域福祉課

生活困窮世帯などの子どもに対して学習意
欲の向上を促し、進学や将来における安定
就労に繋げ、貧困の連鎖を防止する。

主に高校進学を目標とした学習支援を実施
するとともに、必要に応じて相談支援を実施
する。

生活困窮者に対する各種支援事業を実施
し、生活困窮者の自立生活を促進する。

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 37,120
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

生活困窮者に対する生活支援として、相談
事業、就労支援事業、住居確保給付金事
業、一時生活支援事業などを実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
新規相談 350

98

事 業 名 生活困窮者自立支援事業

担 当 課 地域福祉課

政策２【健康・福祉】 施策⑥　生活自立支援の充実

将 来 目 標
様々な生活課題を抱える市民が、必要な支援を受けながら、自立した生活を送っ
ているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

様々な生活課題を抱える人が必要な支援を受けながら自立した生活を送ることができるよう、給付
事業や就労支援を実施するとともに、生活困窮世帯などの子どもに対して学習意欲の向上を図るた
め、学習・生活支援事業を行います。また、支援対象者の属性を問わない相談支援など重層的な支
援体制の構築を進めます。

①生活困窮者の
自立支援

生活困窮者から
の面接相談件数

450件
3事業

（令和4年度値）

SDGs 17の目標との関係
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政策２【健康・福祉】
施策⑥　生活自立支援の充実

区 分 新 規

事 業 期 間 令和５年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 2 2 ―

小学校区 1 1 ―
回 12 12 ―
回 4 4 ―

千円 44,379 45,504 ―事 業 費 45,504
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（3）） 事 業 連 携 該当（政策間）

事 業 名 重層的支援体制整備事業

担 当 課 地域福祉課

100

重層的支援会議の開催 4

既存の支援機能などと連携を強めながら、
市全体の支援体制を構築し、対象者の枠を
超えて相談者やその世帯へ包括的な支援を
行う。

複雑・複合化した支援ニーズに対応するた
め、各分野で取り組んできた支援を一体的
に行うことで、包括的な支援体制を構築す
る。

計 画 事 業 量 令和６年度
重層的支援体制整備推進会議 2
地域の特性をいかした地域づくり事業 1
支援担当者連携会議 12
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政策３【建設・整備】
施策①　住環境の整備

現状値 次期目標値 実施計画事業数

114.2ha 124.0ha
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

94.6% 99.0%
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

47.1% 52.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①土地区画整理

区 分 継 続

事業期間 平成７年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 3 3 563
ｍ 0 65 1,782
ｍ 79 85 15,247
㎡ 1,084 3,149 156,270
千円 8,804 143,566 15,188,000

区 分 継 続

事業期間 平成７～令和７年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 233
ｍ 3,996
ｍ 370 21,865
㎡ 11,655 350,000
千円 80,000 9,618,125

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 85,000
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

整地工事 6,784

建物移転補償 0
都市計画道路築造工事 0
区画道路築造工事 299

計 画 事 業 量 令和６年度

国府駅の至近距離である恵まれた立地条件
の地区において土地区画整理を行うことで、
良好な環境の市街地形成を図る。

豊川西部地区内（９０．５ｈａ）の道路・水路・
公園などの整備を含む市街地体系の再編
成を行う。

事 業 費 294,937

都市計画道路築造工事 55
区画道路築造工事 100
整地工事 5,831

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

102

⑤空家等対策の推進
⑥景観整備の推進

「住環境の整備（区
画整理・住宅対策
など）」市民満足度

51.0%
1事業

（令和5年値）

都市基盤を整備し、快適な都市空間を創出するため、豊川駅東および豊川西部土地区画整理事
業を実施するとともに、組合施行による豊川宿伊奈土地区画整事業への支援などを行います。ま
た、空家等対策計画に基づく具体的取組みを進めるとともに、市営住宅入居者の移転後の用途廃
止、既設の市営住宅の外壁改修工事や耐震改修などを実施し、住環境の整備を進めます。

事 業 名 豊川西部土地区画整理事業特別会計繰出金

担 当 課 区画整理課

11

101

事 業 名 豊川駅東土地区画整理事業特別会計繰出金

担 当 課 区画整理課

建物移転補償

豊川駅東地区において土地区画整理を行う
ことで、都市機能の改善と健全な住環境の
整備を図る。

豊川駅東地区（５３．７ｈa）内の駅前広場およ
び道路などの整備を含む市街地体系の再
編成を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

政策３【建設・整備】 施策①　住環境の整備

将 来 目 標 良好な住環境が整備され、快適な住宅市街地が形成されているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

②市営住宅長寿命化の推進
③市営住宅の整理および集約
化
④市営住宅家賃の効率収納

耐火構造住宅の整
備率

98.1%
3事業

（R5.3.31値）

①土地区画整理 3事業
土地区画整理事業
地区内の宅地整備
面積

118.2ha
（R5.3.31値）

SDGs 17の目標との関係
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政策３【建設・整備】
施策①　住環境の整備

区 分 継 続

事業期間 令和元～６年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
団体 1 1
千円 22,500 644,100

②市営住宅長寿命化の推進

区 分 継 続

事業期間 平成７年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 2 33
件 2 33
千円 38,756 96,897 ―

区 分 継 続

事業期間 平成28～令和6年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 15
棟 1.5 15
千円 131,762 ―

該当
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 120,100
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

計 画 事 業 量 令和６年度
実施設計委託
耐震補強工事 1.5

105

事 業 名 市営住宅長寿命化対策事業

担 当 課 建築課

耐震診断調査により補強の必要性が確認さ
れた住宅について、修繕計画を勘案したうえ
で長寿命化を図る。

耐震診断調査結果により補強の必要性が確
認された住宅について、実施設計および補
強工事を順次行う。

令和６年度
外壁改修 2
外壁診断 2

事 業 名 市営住宅外壁改修事業

担 当 課 建築課

市営住宅の長寿命化を図るとともに、居住者
に安心した住環境を提供する。

外壁診断調査において外壁にひび割れな
どが認められ、緊急に修繕が必要な場合、
補修工事、防水工事、塗装工事を実施す
る。

計 画 事 業 量

事 業 費 140,723
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

104

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 12,800
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

組合への支援 1

伊奈駅周辺地区において土地区画整理を
行うことで、都市機能の改善と健全な住環境
の整備を図る。

宿伊奈地区内（２．４６ｈａ）において、組合施
行による土地区画整理事業への支援を行
う。

計 画 事 業 量 令和６年度

103

事 業 名 豊川宿伊奈土地区画整理事業支援事業

担 当 課 区画整理課
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政策３【建設・整備】
施策①　住環境の整備

③市営住宅の整理および集約化

区 分 継 続

事業期間 令和３年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
戸 4 93
棟 3 2 71
千円 22,260 15,277 ―

⑤空家等対策の推進

区 分 継 続

事業期間 平成28年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 3 3 ―
件 57 57 ―
件 5 5 ―
千円 13,697 13,697 ―

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（１）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

事 業 費 13,697
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

計 画 事 業 量 令和６年度
協議会開催 3

空家バンク登録物件改修費・片付け補助 5

空き家などに関する施策を総合的かつ計画
的に推進し、防災、衛生、景観などにおける
地域住民の生活環境の向上を図る。

空家等対策計画に基づき、空き家などの予
防・適正管理、利活用および不良な空き家
の除去を計画的に実施する。

老朽空家等解体費補助 57

マニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑤） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

107

事 業 名 空家等対策推進事業

担 当 課 建築課

106

事 業 名 市営住宅移転事業

担 当 課 建築課

入居者の生活拠点の安全確保のため、耐震
性のない老朽化した市営住宅を順次、用途
廃止していく。

耐震性のない老朽化した市営住宅の入居
者の移転事業を進め、入居者不在となった
棟を解体し、用途廃止を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
入居者移転 2

3,580事 業 費
解体工事
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政策３【建設・整備】
施策②　コンパクトシティの推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

34.6% 34.9%
（R3.4.1値） （R7.4.1値）

17,772人 20,000人
（令和2年度値） （令和6年度値）

71,129人 96,500人
（令和2年度値） （令和6年度値）

①拠点周辺への居住促進

区 分 継 続

事業期間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 183 160 ―
― 一式 一式 ―
件 13 15 ―
千円 33,938 39,027 ―

都市計画課・子育て支援課

108

事 業 名 拠点地区定住促進事業

担 当 課

まちなかにおける人口の割合を増加させるこ
とで、地域を活性化させる。

マニフェスト工程計画

該当（基本目標④（１）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

政策３【建設・整備】 施策②　コンパクトシティの推進

将 来 目 標 多くの人が住み、行き来しやすい機能的な市街地が形成されているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

都市基盤を整備し、快適な都市空間を創出するため、豊川駅東および豊川西部土地区画整理事
業を実施するとともに、組合施行による豊川宿伊奈土地区画整事業への支援などを行います。ま
た、空家等対策計画に基づく具体的取組みを進めるとともに、市営住宅入居者の移転後の用途廃
止、既設の市営住宅の外壁改修工事や耐震改修などを実施し、住環境の整備を進めます。

（R5.4.1値）

②主要な鉄道駅
周辺の都市環境
の整備

鉄道駅の乗車人
員

19,800人
3事業

（令和4年度値）

①拠点周辺への
居住促進

34.9%
3事業

都市機能誘導区
域の人口割合

③市内バス路線
の維持、確保

コミュニティバス
利用者数

90,000人
1事業

（令和4年度値）

指定地区において、市外からの転入者など
に対し、固定資産税の一部の交付や、子育
て世帯の場合には奨励金を交付する。さら
には都市機能の増進に資する施設を新設
し、自ら当該施設を運営して事業を行う者に
対して、補助金を交付する。

計 画 事 業 量 令和６年度
拠点地区定住補助金の交付 160
PR活動の効果分析 一式

事 業 費 39,027
該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略

拠点地区都市機能立地補助金の交付 15

SDGs 17の目標との関係
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政策３【建設・整備】
施策②　コンパクトシティの推進

区 分 継 続

事業期間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
地区 1 3
地区 3
― 一式 ―
― 一式 ―
千円 52,833 36,424 ―

②主要な鉄道駅周辺の都市環境の整備

区 分 継 続

事業期間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
― 一式 ―
― 一式 ―
― 一式 ―
― ―
千円 23,584 531,055 4,544,109

JR東海との設計協定締結・設計 一式

事 業 費 270,055
該当なし

該当（政策間・官民）
マニフェスト工程計画 該当（基本理念1②） ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（１）） 事 業 連 携

該当なし 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（１）） 事 業 連 携 該当（政策間）

一式

109

まちづくり方針案の作成
計 画 事 業 量 令和６年度

用地買収・物件補償

事 業 費 48,862
マニフェスト工程計画 ファシリティマネジメント

道路工事

土地利用促進事業基礎検討調査 1

一式

駅前広場暫定整備工事 一式

110

事 業 名 愛知御津駅周辺まちづくり整備事業

担 当 課 市街地整備課

地域拠点の中心に位置する愛知御津駅周
辺について、市街地の一体形成と生活環境
および利便性の向上を図る。

愛知御津駅の自由通路整備に伴う橋上化と
駅前広場などの整備を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

JR東海との工事協定締結・工事

都市計画変更及び事業認可

駅前広場暫定整備詳細設計

地域拠点周辺の７地区において、都市基盤
施設整備を実施するとともに、建ぺい率およ
び容積率の緩和を行う。

事 業 名 土地利用促進事業

担 当 課 都市計画課・市街地整備課

市街化区域内の低未利用地について、土地
の利用促進を図る。

70 



政策３【建設・整備】
施策②　コンパクトシティの推進

111

区 分 継 続

事業期間 令和元年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
― 一式 ―
箇所 3
千円 55,293 35,534 ―

112

区 分 継 続

事業期間 令和３年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― ―
― 一式 ―
千円 15,023 未定 ―

③市内バス路線の維持、確保

区 分 継 続

事業期間 平成20年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 4 4 ―
路線 6 6 ―
路線 4 4 ―
千円 141,210 135,034 ―

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（1）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

事 業 費 158,420
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

地域路線 4

計 画 事 業 量 令和６年度
公共駐車場管理業務 一式

施設の計画的な管理運営の実施とともに、
愛知御津駅前公共駐車場について用地を
取得し、既設の駐車場の拡張整備を行う。

利便性が高く、将来に渡って持続可能なバ
ス路線を中心とした公共交通網を形成する。

市全域におけるコミュニティバスを中心とした
公共交通施策の検討、実施を行う。

該当なし

基幹路線 6

事 業 名 公共交通機関等利用促進事業

マニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑯）

道路の防災性の向上、安全で快適な通行空
間の確保、良好な景観の形成や観光振興な
どの観点から、無電柱化を推進する。

令和４年度に策定した無電柱化に係る推進
計画に基づき、整備を行う。

事 業 費

担 当 課 市街地整備課

地域公共交通会議 4
計 画 事 業 量

御津駅前公共駐車場整備工事等

電線共同溝工事

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（2））

事 業 費 88,838
マニフェスト工程計画 該当（基本理念３㊳）

担 当 課

ファシリティマネジメント

交通系IC対応料金システムの新設・更新 1

令和６年度

事 業 連 携

ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（2）） 事 業 連 携 該当（官民）

113

該当（政策間）

事 業 名

計 画 事 業 量 令和６年度

詳細設計 一式

無電柱化推進事業

予備設計

担 当 課 市街地整備課

12,354

事 業 名 公共駐車場整備事業

鉄道利用者の利便性向上と低酸素社会実
現に向けて、パークアンドライドを推進する。

市街地整備課

71 



政策３【建設・整備】
施策③　道路交通網の充実

現状値 次期目標値 実施計画事業数

71.6% 73.9%
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

56.9% 60.5%
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

69.4% 100.0%
（R3.3.31値） （R7.3.31値）

22件 25件
（令和2年度値） （令和6年度値）

45.7% 50.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①道路の整備

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 22 24 ―
千円 253,080 270,600 ―

区 分 継 続

事業期間 平成26～令和７年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｍ 180 360
― 一式 ―
― 一式 一式 ―
千円 27,200 73,000 205,357

該当なし

115

事 業 名 国道２３号蒲郡バイパス関連整備事業

担 当 課 道路建設課・道路河川管理課

国道２３号に隣接する道路を拡幅すること
で、車両を円滑で安全に走行させるための
幅員を確保する。

国道２３号蒲郡バイパスの整備に伴い、影響
を受ける道路の拡幅改良や側道整備工事
などを行う。

該当なし ファシリティマネジメント

道路改良延長 180

事 業 費
一式

マニフェスト工程計画

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

該当（基本理念１⑰） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

排水施設設計・工事
81,810

用地買収・設計測量等 一式

事 業 費 270,600
マニフェスト工程計画

政策３【建設・整備】 施策③　道路交通網の充実

将 来 目 標 道路交通の円滑化が図られ、安心して通行できる道路環境が整備されているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

①道路の整備 市道の改良率
73.3%

2事業
（R5.3.31値）

計 画 事 業 量 令和６年度
土木要望施工件数 24

114

事 業 名 市内道路整備事業

担 当 課 道路建設課

1事業
（R5.3.31値）

②幹線道路の整
備

都市計画道路の
整備率

59.5%
4事業

（R5.3.31値）

③橋りょうの長寿
命化対策

市内全域において道路拡幅、道路改良、舗
装改良工事を行う。

長寿命化修繕の
実施率

97.0%

道路交通の円滑化や道路環境の向上を図るため、都市計画道路や生活道路を計画的に整備しま
す。

④狭あい道路の
対策

後退用地寄附件
数

25件
1事業

（令和4年度値）

⑤道路等の維持
補修

「道路、橋などの適
正な維持管理」市
民満足度

48.0%
1事業

（令和5年値）

市内全域の市道における未改良道路につ
いて拡幅や舗装を行うことで快適な道路環
境を構築する。

SDGs 17の目標との関係
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政策３【建設・整備】
施策③　道路交通網の充実

②幹線道路の整備

区 分 継 続

事業期間 平成28～令和８年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
ｍ 90 610
― 一式 ―
千円 215,278 47,000 1,009,651

区 分 継 続

事業期間 令和３～10年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― ―
― 一式 ―
千円 17,000 201,525 557,500

区 分 継 続

事業期間 令和４年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
m 230 230
㎡ 445 875
件 9 25
千円 149,756 109,856 420,548

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

該当なし

118

事 業 名 都市計画道路城跡市役所線整備事業

136,364
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

13
事 業 費

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

県道宿谷川線（常盤交差点）から飯田線牛
久保踏切までの区間において、用地買収を
伴う道路拡幅改良および交差点改良工事を
行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

担 当 課 道路建設課

市道野口平尾線（野口町北交差点）との交
差点影響部までの区間を整備することによ
り、幹線道路の交通網を充実させる。

用地買収を伴う道路拡幅改良および交差点
改良工事を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

140,000
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

該当なし

道路改良工事

物件補償

担 当 課 市街地整備課

ＪＲ飯田線牛久保駅へのアクセスの改善と、
密集市街地の危険性（火災などによる延焼
および避難困難）の改善を図る。

用地買収 357

116

事 業 名

117

事 業 名 都市計画道路伊奈美和通線整備事業

担 当 課 道路建設課

国道１号と県道白鳥豊橋線間の区間を整備
することにより、幹線道路の交通網を充実さ
せる。

用地買収を伴う道路整備および交差点改良
を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

用地買収・物件補償
事 業 費 37,000

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

都市計画道路上宿樽井線（市田野口工区）整備事業

用地買収・物件補償
道路改良延長 210

用地測量
土地評価・物件調査 一式

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費
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政策３【建設・整備】
施策③　道路交通網の充実

③橋りょうの長寿命化対策

区 分 継 続

事業期間 平成23年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
橋 173 178 707
橋 7 9
橋 6 6 ―
千円 206,107 229,700 ―

④狭あい道路の対策

区 分 継 続

事業期間 平成27年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 25 25 ―
㎡ 250 250 ―
千円 16,750 17,750 ―

⑤道路等の維持補修

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
箇所 4 4 ―
ｋｍ 20 20 ―
ｍ 1,000 1,200 ―
台 2 2 ―
千円 136,164 160,700 ―

道路ストック（道路照明灯）の補修 4

ファシリティマネジメント

ファシリティマネジメント

120

7

計 画 事 業 量 令和６年度
維持補修工事・包括修繕委託 一式

121

事 業 名 道路等維持補修事業

担 当 課

令和６年度
後退用地の寄付 25

事 業 連 携 該当（政策間・官民）

歩道橋点検 2
38

119

事 業 名 橋りょう長寿命化対策事業

担 当 課 道路河川管理課

路面下空洞の点検

適宜適切に補修工事などを行うことで健全
な道路環境を維持する。

舗装改良事業 1,200

道路河川管理課

道路自動点検装置設置車数 2

道路舗装や側溝、道路照明灯などの道路施
設の維持補修を行う。

橋りょう補修工事

令和６年度計 画 事 業 量

マニフェスト工程計画

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 160,700
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

事 業 費 17,750
マニフェスト工程計画 該当なし

簡易舗装 250

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし

事 業 名 狭あい道路整備事業

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（１）） 事 業 連 携

担 当 課 道路河川管理課

狭あい道路の幅員を広げ、安心で安全な道
路環境の整備を行う。

建築基準法第４２条第２項に指定された道
路に接している敷地について、後退用地な
どの寄附を受け、有効幅員を確保する。

計 画 事 業 量

20

該当なし
該当（政策間・官民）

事 業 費 156,700

橋りょう点検

長寿命化修繕計画に基づきメンテナンスを
行うことで第三者被害を予防するとともに、
橋りょうの長寿命化を図る。

点検結果に基づき損傷に応じた補修を実施
するとともに、長寿命化修繕計画を立案し予
防的な補修を行う。
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政策３【建設・整備】
施策④　緑や憩いの空間の充実

現状値 次期目標値 実施計画事業数

80.7% 84.0%
（令和3年値） （令和7年値）

58.9% 61.0%
（令和3年値） （令和7年値）

49.5% 53.0%
（令和3年値） （令和7年値）

15件 15件
（令和2年度値） （令和6年度値）

③公園、緑地の整備

区 分 継 続

事業期間 平成24～令和７年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― ―
㎡ 2,500 2,500
千円 50,347 433,906

区 分 継 続

事業期間 平成29～令和６年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
㎡ 2,670
千円 6,606 172,387

政策３【建設・整備】 施策④　緑や憩いの空間の充実

将 来 目 標
公園、緑地、水辺の空間が、人にやさしく、誰からも愛される緑豊かな憩いの場と
なっているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

①緑化の推進
②街路樹の維持管理

「緑・自然の豊か
さ」市民満足度

83.0%
―

（令和5年値）

9事業
（令和5年値）

市民の憩いの場の充実や魅力向上による交流人口の増加を図るため、豊川公園においてウォー
キングコースの園路などの再整備を進めるとともに、民間活力を導入した赤塚山公園の利活用促進
を図ります。また、公園の安全性の向上を図るため、定期的な点検や調査を行い施設の改築や更新
を実施します。

⑤河川改修の促進
⑥河川の環境整備

「河川の状況」市
民満足度

計 画 事 業 量 令和６年度

52.0%
―

（令和5年値）

⑦河川、港湾の維
持管理

維持修繕の件数
15件

―
（令和4年度値）
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事 業 名 豊川駅東土地区画整理地内公園整備事業

担 当 課 公園緑地課

豊川駅東土地区画整理地内において公園
を整備することで市民の憩いの場、交流の
場を提供する。

豊川駅東土地区画整理事業の進捗、宅地
化率の高まりに合わせて公園を整備する。

1号公園実施設計

③公園、緑地の整備
④公園、緑地の維持
管理

「公園の状況」市
民満足度

60.0%

一式

事 業 名 豊川西部土地区画整理地内公園整備事業

担 当 課 公園緑地課

豊川西部土地区画整理地内において公園
を整備することで市民の憩いの場、交流の
場を提供する。

事 業 費 49,347

事 業 費 7,391

122

ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし
マニフェスト工程計画

2号公園実施設計委託
2号公園整備工事　 2,670

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

1号公園整備工事

該当なし 該当なし
事 業 連 携 該当（政策間）

豊川西部土地区画整理事業の進捗、宅地
化率の高まりに合わせて公園を整備する。

計 画 事 業 量 令和６年度

SDGs 17の目標との関係
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政策３【建設・整備】
施策④　緑や憩いの空間の充実

区 分 継 続

事業期間 平成28～令和７年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
㎡ 2,603 2,603
― ―
㎡ 1,237 1,237
千円 85,694 50,347 303,073

区 分 継 続

事業期間 令和４～５年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
㎡ 740 740
千円 40,347 46,953

区 分 継 続

事業期間 令和元～５年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 1（80周年） 1
― 一式 ―
― 一式 ―
― 一式 ―
― 一式 ―
千円 578,422 1,952,346

庭球場オープン記念イベント

担 当 課 公園緑地課・スポーツ課

マニフェスト工程計画

休憩施設整備工事
園路整備工事

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

市の中心部に位置する豊川公園について、
スポーツと賑わい創出に資する再整備を実
施することにより、交流人口の創出につなげ
る。

豊川公園において、ウォーキングコースの園
路整備とともに、イベントの開催など地域資
源としての新たな活用を図る再整備を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

124

事 業 名 一宮大木土地区画整理地内公園整備事業

担 当 課 公園緑地課

2号公園実施設計委託 一式

豊川公園街なか賑わい創出基盤整備事業

該当なし ファシリティマネジメント

2号公園整備工事

125

事 業 名 豊川宿伊奈土地区画整理地内公園整備事業

担 当 課 公園緑地課

豊川宿伊奈土地区画整理地内における市
民の憩いの場、交流の場を提供する。

豊川宿伊奈土地区画整理事業の進捗に合
わせて公園を整備する。

計 画 事 業 量 令和６年度
1号公園整備工事

事 業 費

広場整備工事
駐車場整備工事

該当なし ファシリティマネジメント

事 業 費

事 業 連 携

一宮大木土地区画整理地内において公園
を整備することで市民の憩いの場、交流の
場を提供する。

一宮大木土地区画整理事業の進捗、宅地
化率の高まりに合わせて公園を整備する。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当（政策間・官民）
マニフェスト工程計画 該当（基本理念1⑳） ファシリティマネジメント

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

該当
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（2））

事 業 費 7,391
マニフェスト工程計画

3号・6号公園整備工事

126

事 業 名
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政策３【建設・整備】
施策④　緑や憩いの空間の充実

区 分 継 続

事業期間 平成30～令和５年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 1（80周年） 1
千円 2,250 770,954

④公園、緑地の維持管理

区 分 継 続

事業期間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
箇所 6 6 ―
箇所 6 6 ―
箇所 6 6 ―
千円 83,551 78,138 ―

区 分 継 続

事業期間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
基 8 16 ―
― 一式 一式 ―
千円 21,000 27,000 ―

区 分 継 続

事業期間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
基 5 14 ―
千円 5,000 14,000 ―

129

6

担 当 課 公園緑地課

都市公園のトイレ、園路などをバリアフリー化
することで高齢者、障害者などの利便性向
上を図る。

都市公園のトイレ、園路などをバリアフリー基
準に基づき改修する。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし ファシリティマネジメント

公園改修事業（長寿命化事業）

事 業 費 78,348

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

事 業 費
マニフェスト工程計画 該当（基本理念1⑩） ファシリティマネジメント

遊具の改修 14

公園緑地課

点検結果に基づき老朽化した設備を改修す
ることで利用者の安全を確保する。

遊具保守点検作業委託の結果に基づき、老
朽化した児童遊園などの施設を改修する。

128

事 業 名 公園改修事業（バリアフリー化事業）

出入口・園路バリアフリー化工事 6

公園便所等実施設計業務委託 6
公園便所バリアフリー化工事

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

担 当 課 公園緑地課

長寿命化計画に基づき施設を改修すること
で快適な環境と利用者の安全を確保する。

公園施設寿命化計画により老朽化した都市
公園の遊具を改修する。

計 画 事 業 量

計 画 事 業 量 令和６年度

130

事 業 名 児童遊園等遊具改修事業

担 当 課

該当なし

事 業 費 14,000
該当なし

該当なし

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 27,000

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（2）,④（3）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

令和６年度
遊具の改修 16
赤塚山公園施設長寿命化対策工事 一式

マニフェスト工程計画

事 業 名

開園30周年イベント
令和６年度

公園緑地課

時代のニーズに合わせて赤塚山公園のリ
ニューアルを行うことにより、施設の魅力を高
め、交流・定住人口の増加を図る。

再整備を行った赤塚山公園において、開園
３０周年記念イベントを行う。

計 画 事 業 量

127

事 業 名 赤塚山公園充実事業

担 当 課
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政策４【教育・文化】
施策①　学校教育の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

75.9% 78.0%
（令和3年値） （令和7年値）

60.0% 65.0%
（令和3年値） （令和7年値）

49.2% 49.3%
（令和3年値） （令和7年値）

58.3% 70.0%
（令和2年値） （令和6年値）

①学校施設の充実

区 分 継 続

事業期間 令和２～７年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
千円 1,128,468 66,000 ―

区 分 継 続

事業期間 令和３～５年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
千円 280,000 ―

事 業 費 843,750
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（1））

132

事 業 名 御津北部小学校校舎改修事業

担 当 課

計 画 事 業 量 令和６年度
工事請負等 一式

事 業 連 携 該当なし

該当
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（1）） 事 業 連 携

既設校舎の老朽化に伴う改修などを実施す
る。

計 画 事 業 量 令和６年度

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

工事請負等
事 業 費

該当

該当なし

教育委員会庶務課

児童が、安全で安心な学校生活を送ること
ができる環境の整備を図る。

68.0%

担 当 課 教育委員会庶務課

児童が、安全で安心な学校生活を送ること
ができる環境の整備を図る。

既設校舎の老朽化に伴う改修などを実施す
る。

131

事 業 名 三蔵子小学校校舎改修事業

老朽化が著しい小中学校施設の大規模改修等を計画的に実施するとともに、ＩＣＴ教育支援員や
学級運営支援員などを引き続き配置することで、児童生徒の能力を伸ばし、人間性を養うことのでき
る教育環境を整備します。

政策４【教育・文化】 施策①　学校教育の推進

将 来 目 標
児童・生徒が安全で安心できる教育環境の中で、確かな学力を身につけ、豊かな
心を育んでいるまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

1事業
（令和4年値）

（令和5年値）

⑤学校・家庭・地域
の連携強化

「学校とかかわりを持っ
ていきたい」と思ってい
る市民の割合

49.3%
1事業

（令和5年値）

①学校施設の充実
②児童・生徒の学
校生活の充実
③教育内容の充実
④教員の資質向上

学校生活が楽しく充実
していたと自己評価し
た児童・生徒の割合

75.0%
（令和5年値）

学習に意欲的に取り
組んだと自己評価し
た児童・生徒の割合

62.0%
19事業

⑥安全・安心な給食の提
供
⑦食に関する指導の充実

「学校給食」児童・
生徒満足度

SDGs 17の目標との関係
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政策４【教育・文化】
施策①　学校教育の推進

区 分 継 続

事業期間 令和５年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
千円 7,590 未定 ―

134

区 分 新 規

事業期間 令和７年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
千円 38,700 ―

区 分 継 続

事業期間 平成22年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
校 2 2 ―
校 2 2 ―
千円 249,850 212,551 ―

区 分 継 続

事業期間 平成26年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
校 10 11 ―
千円 215,970 227,212 ―

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（1）） 事 業 連 携 該当なし

生徒が、安全で安心な学校生活を送ること
ができる環境の整備を図る。

既設校舎、屋内運動場の老朽化に伴う改築
などを実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
基本計画改訂業務等委託

事 業 費 未定
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（１）） 事 業 連 携 該当なし

基本設計業務委託

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（1））

令和６年度
トイレ改修工事（屋内運動場） 12

事 業 費 274,336

136

135

担 当 課 教育委員会庶務課

校舎外壁等改修事業

該当なし ファシリティマネジメント

事 業 名

事 業 名 小中学校環境改善対策事業

担 当 課 教育委員会庶務課

該当なし 事 業 連 携

児童生徒が、安全で安心な学校生活を送る
ことができる環境の整備を図る。

計 画 事 業 量 令和６年度

133

事 業 名 中部小学校校舎改修事業

担 当 課 教育委員会庶務課

児童が、安全で安心な学校生活を送ること
ができる環境の整備を図る。

既設校舎の老朽化に伴う改修などを実施す
る。

事 業 名 小坂井中学校校舎改築等事業

担 当 課 教育委員会庶務課

児童生徒の安全で安心な学校生活や地域
開放利用者および災害時の避難所施設利
用者のための環境の整備を図る。

校舎および屋内運動場のトイレの老朽化に
伴う改修を行う。

計 画 事 業 量

事 業 費
マニフェスト工程計画

計 画 事 業 量 令和６年度
外壁等調査委託 2

校舎外壁仕上げ材の剥離落下などを防ぐた
めの改修を実施する。

ファシリティマネジメント 該当該当なし
事 業 連 携 該当なし

該当
該当なしまち・ひと・しごと総合戦略

外壁等改修工事 2
事 業 費 146,815

マニフェスト工程計画
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政策４【教育・文化】
施策①　学校教育の推進

区 分 継 続

事業期間 令和元～６年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
校 3 28
千円 14,300 ―

②児童・生徒の学校生活の充実

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
日 135 135 ―
件 2,200 2,200 ―
人 1 1 ―
千円 49,378 48,718 ―

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
千円 16,100 16,100 ―

区 分 継 続

事業期間 平成20年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
時間 6,000 6,000 ―
千円 7,868 7,868 ―

心理教育相談 2,200

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 7,868
マニフェスト工程計画 該当なし

140

事 業 名 読書教育推進事業

巡回司書の派遣 6,000

担 当 課 学校教育課

学校図書館を中心とした読書環境を充実さ
せ、児童生徒の読書活動を推進する。

学校図書館の充実および授業補助のため、
小中学校へ学校図書館司書を派遣する。

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 費 16,100
マニフェスト工程計画 該当なし

139

事 業 名 学校図書館整備事業

ファシリティマネジメント 該当なし

計 画 事 業 量
図書購入 一式

担 当 課

令和６年度

ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 該当なし

スクールソーシャルワーカーの配置 1

学校図書館の図書を整備し、読書環境を整
えることで、学校における学習活動の充実や
児童生徒の読書意欲の向上を図る。

学校図書館に児童生徒の発達段階やニー
ズに応じた図書を購入する。

教育委員会庶務課

事 業 費 48,718

事 業 連 携
マニフェスト工程計画 該当なし

適応指導教室「さくらんぼ」の運営と教職員
の不登校対策研修およびハートフル相談員
による小中学校への巡回相談などを実施す
る。

計 画 事 業 量 令和６年度
ハートフル相談員の巡回 135

138

事 業 名 教育相談事業

担 当 課 学校教育課・保育課

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（1）） 事 業 連 携 該当なし

不登校を多面的な角度から捉え、教育相談
活動や研修内容の充実を図り、児童生徒の
登校を積極的に支援する。

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

137

事 業 名 小中学校防犯・安全対策事業

児童生徒が、安全で安心な学校生活を送る
ことができる環境の整備を図る。

学校敷地境界の囲障・門扉設置や防犯カメ
ラの取替・増設を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
防犯カメラ更新工事 2

事 業 費 11,700

担 当 課 教育委員会庶務課

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

ファシリティマネジメント
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政策４【教育・文化】
施策①　学校教育の推進

区 分 継 続

事業期間 平成19年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
日 750 750 ―
― 一式 一式 ―
千円 3,919 3,919 ―

③教育内容の充実

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 16 16 ―
千円 92,627 92,627 ―

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 12 12 ―
千円 37,760 37,760 ―

区 分 継 続

事業期間 平成19年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 94 94 ―
千円 83,931 83,931 ―

計 画 事 業 量

142

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（官民）

事 業 費 3,919
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

令和６年度

担 当 課 学校教育課

141

事 業 名 部活動総合支援事業

事 業 名 英語活動推進事業

担 当 課 学校教育課

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

専門的な知識や技能をもつ人材を活用する
ことで、部活動のさらなる活性化を図る。

部活動外部指導者を派遣するとともに、県
大会などに参加する場合の費用の一部につ
いて補助を行う。

該当なし
事 業 費 92,627

ネイティブな英語にふれる機会を増やし、英
語に慣れ親しむための環境を整える。

小学校の英語活動および中学校の英語授
業にＡＥＴ（英語指導助手）を派遣する。

計 画 事 業 量 令和６年度
ＡＥＴ（英語指導助手） 16

外部指導者の派遣 750
大会参加費 一式

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

日本語指導が必要な外国人児童生徒の適
切な指導に努め、児童生徒一人ひとりの学
校生活への適応を促す。

日本語指導が必要な外国人児童生徒など
が在籍する学校に日本語指導助手を巡回
配置し、学習指導、進路指導を実施する。

143

事 業 名 外国人児童生徒教育推進事業

担 当 課 学校教育課

計 画 事 業 量 令和６年度
外国人日本語指導助手 12

事 業 費 37,760
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（3）） 事 業 連 携

事 業 費 83,931
マニフェスト工程計画 該当（基本理念２㉖） ファシリティマネジメント

発達障害などの問題を抱える子どもが在籍
する学級へ学級運営支援員を配置し、学級
運営の正常化を図る。

非常勤教職員を派遣し個別的な指導および
ティーム・ティーチング指導を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度

学校教育課

事 業 名 学級運営支援事業

担 当 課

該当なし

144

学級運営支援員 94

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（1）） 事 業 連 携 該当なし
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政策４【教育・文化】
施策①　学校教育の推進

区 分 継 続

事業期間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 1 1 ―
千円 3,385 3,385 ―

区 分 継 続

事業期間 令和元年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 10 2 ―
千円 49,859 6,827 ―

④教員の資質向上

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
― 一式 一式 ―
― 一式 一式 ―
千円 2,306 2,306 ―

⑤学校・家庭・地域の連携強化

区 分 継 続

事業期間 平成30年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 36 36 ―
千円 10,800 10,800 ―

学校教育課

マニフェスト工程計画

145

事 業 名 理科教育支援員配置事業

理科授業を充実させ、理科に対して児童の
関心が高まる環境を整える。

専門的知識を有する理科教育支援員を小
学校へ派遣する。

事 業 費 3,385
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

計 画 事 業 量 令和６年度
理科教育支援員 1

該当なし

該当なし ファシリティマネジメント

2
6,827

該当なし

夏季実技研修会 一式

計 画 事 業 量 令和６年度

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（１）） 事 業 連 携

主任研究会 一式

147

事 業 名 教員研修事業

担 当 課 学校教育課

教育目標の達成を期して研究活動を推進
し、教育活動における課題の解決を図る。

教育目標の達成を期して継続的・計画的に
研修を実施する。

担 当 課

該当なし

146

事 業 名 ICT教育支援事業

担 当 課 学校教育課

ＩＣＴを活用した授業などの導入を円滑に行
い、児童生徒および教員のＩＣＴ活用力向上
を図る。

学校のICT化を推進するため、各学校をICT
教育支援員が巡回し、教育支援やICT環境
の運用管理を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
ＩＣＴ教育支援員

該当なし
事 業 費

事 業 連 携 該当（官民）

該当なし 事 業 連 携 該当なし

地域に開かれた学校づくりや特色ある学校
づくり、魅力ある学校教育環境の充実を図
る。

市内３６小中学校において、それぞれの学
校の実情、地域の特色を考慮した魅力ある
学校づくりを実施する。

148

事 業 名 魅力ある学校づくり推進事業

担 当 課 学校教育課

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
事 業 費 10,800

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

計 画 事 業 量 令和６年度
実施校 36

研究発表会 一式
事 業 費 2,306
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政策４【教育・文化】
施策①　学校教育の推進

⑥安全・安心な給食の提供

区 分 継 続

事業期間 平成29年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
― ―
千円 82,062 151,832 ―

実施設計業務委託 一式

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 126,376
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度
工事請負等 一式

149

事 業 名 学校給食センター長寿命化事業

担 当 課 学校給食課

給食事業を円滑に運営し、安全な学校給食
を安定的に提供する。

学校給食センターの設備などの長寿命化事
業を実施する。

83



政策４【教育・文化】
施策②　青少年健全育成の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

29.6% 32.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①子ども、若者の育成支援

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
校区 26 26 ―
人 1,600 1,600 ―
千円 7,278 7,278 ―

区 分 継 続

事業期間 平成27年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 300 300 ―
千円 7,584 7,584 ―

青少年が地域の中で健全に成長できるよう、児童生徒の放課後などにおける学びの場を設けると
ともに、社会生活を円滑に営む上で困難を有する子どもや若者の相談支援を実施します。

①子ども、若者の育成支
援
②青少年健全育成活動
の支援

「青少年の育成・支
援」市民満足度

32.0%
2事業

（令和5年値）

政策４【教育・文化】 施策②　青少年健全育成の推進

将 来 目 標
青少年が地域の中で、様々な体験や世代間交流を通じて生き生きと成長している
まち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

150

事 業 名 放課後子ども教室事業

担 当 課 生涯学習課

教室参加児童 1,600

子どもたちに安全で安心な遊びの場、学び
の場および居場所の提供を行う。

放課後や週末などに、学校施設や社会教育
施設などを活用して放課後子ども教室を開
講する。

計 画 事 業 量 令和６年度
教室開催小学校 26

事 業 費 7,278

151

事 業 名 子ども・若者支援事業

計 画 事 業 量 令和６年度
相談支援 300

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

担 当 課 生涯学習課

困難を有する子どもや若者に対し支援する
ことで、全ての子どもや若者が円滑な社会生
活を営むことができるよう促す。

「豊川市子ども・若者支援地域協議会」を設
置し、少年愛護センターにて困難を有する
子どもや若者の相談支援を実施する。

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（官民）

事 業 費 7,584
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

SDGs 17の目標との関係
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政策４【教育・文化】
施策③　生涯学習の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

58.1% 65.0%
（令和3年値） （令和7年値）

5.0冊 7.0冊
（令和2年度値） （令和6年度値）

19,549冊 24,000冊
（令和2年度値） （令和6年度値）

5,000人 13,000人
（令和2年度値） （令和6年度値）

①生涯学習機会の充実

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
地区 10 10 ―
講座 330 330 ―
千円 3,576 3,576 ―

地域ごとに生涯学習の機会を提供し、生涯
学習への関心および意欲の向上を図るとと
もに、地域の学びをまちづくりに生かす。

各地域で生涯学習に関する各種講座を開
催する。

計 画 事 業 量 令和６年度

講座開催 330
地域生涯学習講座開催地区 10

該当なし
事 業 費

152

事 業 名 地域生涯学習事業

担 当 課

多くの市民が生涯学習活動などに親しめるよう、地域における生涯学習事業を実施するとともに、
老朽化した生涯学習センターの改修を進めます。また、図書の購入やプラネタリウムを活用した番組
の制作などを行い、コンテンツの内容の充実を図ります。

市民１人当たりの
図書等貸出冊数

6.8冊
（令和4年度値）

⑤プラネタリウムの
利活用

プラネタリウムの
入場者数

9,400人
2事業

（令和4年度値）

生涯学習課

電子書籍の利用
回数

22,000冊
（令和4年度値）

④図書館サービス
の向上 2事業

政策４【教育・文化】 施策③　生涯学習の推進

将 来 目 標 多くの市民が生涯学習に親しみ、生きがいをもって暮らしているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

①生涯学習機会の充実
②学習成果の活用と人材育成
③生涯学習施設の有効活用

64.0%
2事業

（令和5年値）

生涯学習活動を
行っている市民の
割合

3,576

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

SDGs 17の目標との関係
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政策４【教育・文化】
施策③　生涯学習の推進

③生涯学習施設の有効活用

区 分 継 続

事業期間 令和３年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― ―
― ―
― 一式 ―
千円 15,000 6,820 ―

基本計画改訂業務等委託

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 21,000 25,000 ―
件 300 350 ―
件 600 600 ―
千円 43,000 50,000 ―

⑤プラネタリウムの利活用

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 2 ―
件 1 ―
件 1 ―
件 1 ―
件 3 3 ―
千円 3,200 6,800 ―

計 画 事 業 量

計 画 事 業 量 令和６年度

小学生学習番組制作

一般・子ども向け番組制作 2

他事業と連携することで、プラネタリウム施設
の有効活用を図るとともに、プラネタリウム番
組を更新し、市民サービスの向上を図る。

ジオスペース館の一般・子ども・幼児向け番
組および学習用番組を制作する。また、他
部署とのコラボ投映やコラボ展示などを行
う。

155

事 業 名 プラネタリウム有効活用事業

担 当 課 中央図書館

該当なし該当なし ファシリティマネジメント

事 業 費 43,000

154

事 業 名 図書等購入整備事業

153

事 業 名 生涯学習センター整備事業

担 当 課 生涯学習課

図書資料を充実し、市民の多様化するライフ
スタイルおよび学習ニーズに対応する。

幅広い分野の図書などを購入し整備する。

計 画 事 業 量 令和６年度
購入図書資料 21,000

該当
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

計画的な維持保全により、施設の長寿命化
に取り組むとともに、利便性の向上を図る。

施設の老朽化に伴う改修などを実施する。

令和６年度
実施設計業務委託（豊川）

石綿分析調査（八南） 一式
改修工事請負等（豊川） 一式

実施設計業務委託（八南）
事 業 費 146,200

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

再投影

事 業 費 5,000
コラボ投影・イベント等開催 3

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

幼児学習番組制作

該当なし

担 当 課 中央図書館

うち視聴覚資料数 300

まち・ひと・しごと総合戦略

マニフェスト工程計画

電子書籍資料数 600

該当なし 事 業 連 携
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政策４【教育・文化】
施策④　スポーツの振興

現状値 次期目標値 実施計画事業数

49.9% 57.0%
（令和3年値） （令和7年値）

251,815人 440,000人
（令和2年度値） （令和6年度値）

664,203人 1,230,000人
（令和2年度値） （令和6年度値）

①スポーツに親しむ機会の創出　②スポーツを楽しむ環境整備

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 538 538 ―
校区 20 20 ―
千円 807 807 ―

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 3 3 ―
千円 550 550 ―

ニュースポーツ出前教室開催 20

誰もが気軽に取組めるニュースポーツの普
及に取組み、スポーツ人口の増加やスポー
ツ実施率の向上を図る。

地域のニュースポーツ教室などへの指導者
派遣および指導者育成を行う。

ニュースポーツ出前教室講師派遣 538

157

事 業 名

政策４【教育・文化】 施策④　スポーツの振興

将 来 目 標 多くの市民がスポーツを楽しみ、健康的で活力ある生活を送っているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

幅広い年代の市民が気軽にスポーツに参加できるよう、スポーツ指導者の育成強化、トップアス
リートとのふれあい交流事業を開催するとともに、総合体育館の改修工事などスポーツ施設の環境
整備を実施し、地域のスポーツ振興を図ります。

週１日以上スポーツ
や運動をしている市
民の割合

53.0%
（令和5年値）

体育施設の利用
者数

1,210,000人
（令和4年度値）

①スポーツに親し
む機会の創出
②スポーツを楽し
む環境整備
③スポーツ施設
等の整備・充実

（令和4年度値）
学校体育施設開
放の利用者数

430,000人
6事業

事 業 名 スポーツ指導者育成事業

担 当 課 スポーツ課

計 画 事 業 量 令和６年度

156

事 業 費 807

子どもたちが、様々な競技のトップレベルの
選手などに触れることで、スポーツへの関心
および意欲の向上を図る。

小・中・高校生を直接指導するトップアスリー
トを招聘し、交流する。

トップアスリートふれあい交流事業 3

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

該当なし

マニフェスト工程計画

該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（2）） 事 業 連 携

トップアスリートふれあい交流事業

担 当 課 スポーツ課

該当なし

事 業 費 550

SDGs 17の目標との関係
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政策４【教育・文化】
施策④　スポーツの振興

区 分 継 続

事業期間 令和３年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
円 60,000 60,000 ―
人 74 74 ―
千円 4,440 4,440 ―

区 分 継 続

事業期間 平成25年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 1（80周年） 1 ―
回 1（80周年） 1 ―
千円 6,139 3,139 ―

③スポーツ施設等の整備・充実

区 分 継 続

事業期間 令和４～６年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― ―
千円 45,000 ―

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度
委員報酬（年額） 60,000

事 業 費 4,440
マニフェスト工程計画 該当（基本理念３㉞） ファシリティマネジメント

基本計画改訂業務等委託 74

計 画 事 業 量 令和６年度

市民のスポーツに対する興味や関心を高
め、スポーツ実施率向上を図る。

リレーマラソンやシティマラソンへのゲストラ
ンナー招聘など、参加者および観客数の多
いスポーツイベントの開催に際し支援する。

スポーツイベント開催支援事業

158

事 業 名 スポーツ推進委員支援事業

担 当 課 スポーツ課

スポーツ推進委員の処遇を改善することで、
地域でのスポーツ活動の充実やスポーツ指
導者の確保に寄与する。

市のスポーツ事業への協力や地域でのス
ポーツ振興事業の企画や普及活動などによ
り、地域のスポーツ振興を図る。

159

事 業 名

担 当 課 スポーツ課

事 業 連 携 該当（政策間・官民）

事 業 費 3,139
該当（基本理念１㉑） ファシリティマネジメント

豊川リレーマラソン開催 1

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（2））
マニフェスト工程計画

トヨカワシティマラソン大会開催 1

該当なし

160

事 業 名 総合体育館改修事業

担 当 課 スポーツ課

総合体育館の利用者などの安全確保を図
る。

特定天井などの非構造部材の耐震改修を
含めた総合体育館改修工事を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

実施設計
改修工事 一式

事 業 費 276,993
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント
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政策４【教育・文化】
施策⑤　文化芸術の振興

現状値 次期目標値 実施計画事業数

36.0% 50.0%
（令和3年値） （令和7年値）

15.4% 20.0%
（令和3年値） （令和7年値）

173,391人 440,000人
（令和2年度値） （令和6年度値）

①文化活動団体等への支援

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
千円 21,058 21,058 ―

②文化芸術鑑賞事業の実施

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 11 13 ―
件 2（80周年） ―
千円 18,993 15,373 ―

市制施行80周年記念公演

政策４【教育・文化】 施策⑤　文化芸術の振興

将 来 目 標 文化芸術が身近にあふれ、市民が生き生きと心豊かに暮らしているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

多くの市民が文化芸術に親しめるよう、質の高い音楽や美術などに触れる公演事業や展覧会など
を実施するとともに、無形民俗文化財伝承への支援などの文化財の保護・保存などを行います。

「文化芸術の振
興」市民満足度

47.0%
（令和5年値）

文化・芸術的な
活動をしている人
の割合

18.0%
（令和5年値）

①文化活動団体等への
支援
②文化芸術鑑賞事業の
実施
③文化芸術普及事業の
実施
④文化芸術のセンター機
能の充実
⑤文化財の保護、保存と
活用

8事業

⑥文化施設の適切
な維持管理、整備

該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費

1事業
（令和4年度値）

161

事 業 名 豊川文化協会事業への支援事業

担 当 課 文化振興課

21,058

該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度
公演事業 13

文化施設の利用
者数

420,000人

162

事 業 名 文化ホール公演事業

担 当 課 文化振興課

市民が質の高い音楽、演劇などの舞台公演
に触れられる機会を増やす。

文化会館大ホールで行う大規模な公演を含
め、各文化ホールで各種公演を実施する。

市内の文化団体が行う文化活動事業の促
進を図る。

市民文化の創造および振興を図り、文化活
動の中心的役割を担う豊川文化協会へ補
助を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
事業支援 一式

マニフェスト工程計画

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 15,373
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

SDGs 17の目標との関係
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政策４【教育・文化】
施策⑤　文化芸術の振興

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 6 8 ―
件 1（80周年） ―
件 1（80周年） ―
千円 20,379 21,000 ―

⑤文化財の保護、保存と活用

区 分 継 続

事業期間 昭和60年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
㎡ 500 2,500
― 一式 ―
千円 7,721 14,139 ―

区 分 継 続

事業期間 平成20年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
㎡ ―
― 一式 ―
― 一式（80周年） ―
回 1 1 ―
千円 6,539 949 ―

担 当 課

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略

163

事 業 名 桜ヶ丘ミュージアム展示事業

164

基本計画改訂業務等委託 8

担 当 課 文化振興課

質の高い展覧会に触れる機会を提供し、郷
土の歴史や文化への関心を高める。

郷土史に関する展覧会をはじめ、郷土作家
の作品や現代芸術等をテーマとした展覧会
を開催する。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（2）） 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 21,000
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

企画展「どうする家康と豊川」
桜と四季の花々展

事 業 名 三河国分寺跡保存整備事業

担 当 課 生涯学習課

学術的に価値の高い国指定史跡である三
河国分寺跡を保存し活用する。

三河国分寺跡について史跡公園の整備基
本計画策定のための発掘調査を行い、これ
を基に整備を進める。

発掘調査面積

生涯学習課

該当（基本目標②（2）） 事 業 連 携 該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度

調査総括報告書作成等 一式
事 業 費 12,839

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

165

事 業 名 御油松並木保護整備事業

事 業 費 115,286
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

国指定天然記念物である御油のマツ並木の
景観維持と生育環境保全を図る。

古木の樹勢回復作業、植樹などを行うととも
に、御油のマツ並木の保存区域を順次天然
記念物指定地に追加し、公有地化を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（2））

古木の樹勢回復作業 1

用地購入面積 549
環境整備
80周年記念冊子製作

該当なし
事 業 連 携 該当なし
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政策４【教育・文化】
施策⑤　文化芸術の振興

区 分 継 続

事業期間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
千円 1,777 1,777 ―

区 分 継 続

事業期間 令和４年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― ―
千円 ―

区 分 継 続

事業期間 令和５～６年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― ―
千円 8,300 ―

計 画 事 業 量 令和６年度

担 当 課 生涯学習課

伝統芸能の公開事業を行い、後世への継承
や地域間交流を図る。

赤坂の舞台に小屋掛けした客席を設け、金
沢歌舞伎をはじめとする地域の伝統芸能の
公演を行う。

事 業 名 伝統芸能支援事業

該当（基本目標②（２）） 事 業 連 携

167

事 業 名 三河国府跡保存整備事業

事 業 費 450,137
該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（官民）

166

国史跡の指定
土地買上げ 一式

歌舞伎公演等開催 一式
1,777

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
事 業 費

生涯学習課

学術的に価値の高い遺跡である三河国府
跡を国指定史跡として保存・活用する。

三河国府跡政庁地区について、将来的な発
掘調査と史跡整備に向けた国史跡指定を行
い、公有地化を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

担 当 課

168

事 業 名 船山古墳公園整備事業

担 当 課 生涯学習課

全国的にみても学術的に価値の高い船山
古墳（船山第１号墳）を保存・活用する。

市指定史跡船山古墳（船山第１号墳）につ
いて、公園として整備する。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（２）） 事 業 連 携 該当なし

実施設計業務
古墳公園整備工事 一式

事 業 費 29,597
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント
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政策５【産業・雇用】
施策①　農業の振興

現状値 次期目標値 実施計画事業数

13人 15人
（令和2年度値） （令和6年度値）

500ｈａ 540ｈａ
（R2.12.31値） （R6.12.31値）

91億円 100億円
（令和2年度値） （令和6年度値）

―
（中止のため未計測） 4,300人
（令和2年度値） （令和6年度値）

①農業担い手の育成

区 分 継 続

事業期間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
塾 1 1 ―
回 6 6 ―
― 一式 一式 ―
千円 6,930 6,930 ―

政策５【産業・雇用】 施策①　農業の振興

将 来 目 標
効率的かつ安定的な農業経営により、魅力とやりがいのある農業が育っているま
ち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

1事業

―

5事業

2事業

ひまわり農業協同組合などとの連携により、農業の担い手育成、耕作放棄地の解消、有害鳥獣の
対策などで安定的な農業経営を支援します。また、農業生産性を上げるため、かんがい排水事業な
ど土地改良施設の適正な管理を行うとともに、花きイベント「とよかわ花マルシェ」の開催を始め、豊
川産農産物の普及推進に努めます。

新規就農者数
15人

（令和4年度値）

利用権設定面
積

520ｈａ
（R4.12.31値）

①農業担い手の
育成

②安定的な農業
経営の支援

主要農産物の
販売額

100億円
（令和4年度値）

とよかわ農業市
来場者数

4,200人
（令和4年度値）

③農業生産性の
向上

④安全・安心な農
産物の消費拡大

効率的、安定的な農業経営を目指す農業の
担い手の支援に取組むとともに、将来を担う
新たな経営体の掘り起こしを図る。

農業研修の開講や新規就農希望者相談窓
口の設置とともに、新規就農者が購入する
機械などの費用の一部を補助する。

計 画 事 業 量 令和６年度
研修塾 1

169

事 業 名 農業の担い手育成支援事業

担 当 課 農務課

事 業 費 6,930

とよかわ農業市 6

マニフェスト工程計画 該当（基本理念1⑥） ファシリティマネジメント

相談窓口設置 一式

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（３）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

SDGs 17の目標との関係
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政策５【産業・雇用】
施策①　農業の振興

③農業生産性の向上

区 分 継 続

事業期間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
― 一式 一式 ―
千円 74,400 41,100 ―

区 分 継 続

事業期間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
箇所 2 2 ―
― 一式 ―
千円 24,128 24,250 ―

区 分 継 続

事業期間 平成13年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
頭 40 40 ―
件 12 12 ―
頭 1,100 1,100 ―
基 10 10 ―
頭 50 50 ―
頭 50 50 ―
千円 19,291 19,291 ―

土地改良事業調査 一式

農業施設の安全対策 一式

170

計 画 事 業 量 令和６年度
農業施設の延命化事業 一式

事 業 名 土地改良事業

担 当 課 農務課

農地の用排水条件の改良、農道法面の崩
落防止など農作物を生産する農業環境整備
の促進を図る。

農業水利施設の新設や老朽化に伴う補修、
改良および農道の整備を行う。

事 業 費 40,100
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

171

事 業 名 土地改良施設維持管理適正化事業

担 当 課 農務課

事 業 費 30,655

172

事 業 名 有害鳥獣対策事業

排水機場などの農業施設の延命化および安
全対策を図る。

排水機場の修繕および排水路などの浚渫な
どの維持管理とともに、農業用ため池への
転落防止柵などの設置を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
農業施設の延命化事業 3

猟友会による駆除 40
電気柵および捕獲檻の購入 12
駆除活動者の駆除・捕獲 1,100

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

担 当 課 農務課

サル、イノシシなどの有害鳥獣による農作物
被害を最小限に抑え、生産性の向上、計画
的生産の推進および経営安定を図る。

猟友会などによる駆除活動に対する報償金
の交付、サル駆除隊による駆除および被害
農家への対策指導、助言などを行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 19,291
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

捕獲檻の設置 10
ニホンザル捕獲 50
サル駆除隊による駆除 50

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（３）） 事 業 連 携 該当なし
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政策５【産業・雇用】
施策①　農業の振興

区 分 継 続

事業期間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
㎡ 18,000 18,000 ―
千円 770 770 ―

区 分 継 続

事業期間 平成19年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
地区 7 7 ―
地区 6 6 ―
地区 6 6 ―
千円 26,896 26,896 ―

④安全・安心な農産物の消費拡大

区 分 継 続

事業期間 平成19年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 4 4 ―
回 3 3 ―
回 1（80周年） ―
千円 8,964 2,111 ―

173

事 業 名 耕作放棄地（遊休農地）復旧対策支援事業

担 当 課 農務課

174

事 業 名 多面的機能支払交付金事業

市内の耕作放棄地の再生利用および発生
の未然防止を推進する。

農地借入者が行う耕作放棄地の復旧作業
にかかる経費の一部を助成する。

計 画 事 業 量 令和６年度
解消面積 18,000

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（３）） 事 業 連 携 該当（官民）

事 業 費 770

担 当 課 農務課

地域の農業施設の適切な保全管理のため、
農地の保全や農業施設の長寿命化を図るこ
とにより良好な農業環境を維持する。

農業施設の適正な維持管理などに取り組
み、農地や農業施設の保全をする組織に対
して交付金を支給する。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 26,896
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

175

農地維持支払 7
資源向上（共同活動）支払 6
資源向上（長寿命化）支払 6

計 画 事 業 量 令和６年度
会議 4

事 業 名 豊川産農産物普及推進事業

担 当 課 農務課

豊川産農産物のブランド化や販路の拡大を
行い、産地間競争力の強化を図る。

農業関係団体がそれぞれの分野を活用して
検討した産地間競争力の強化対策を支援
し、農産物のブランド化などを行う。

県内外への出展 3

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（３）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民・地域間）

事 業 費 2,111
マニフェスト工程計画 該当（基本理念1⑨，㉑） ファシリティマネジメント

花きイベント
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政策５【産業・雇用】
施策①　農業の振興

区 分 継 続

事業期間 平成20年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 3（80周年） 3 ―
地区 3 3 ―
回 6 6 ―
千円 1,037 1,037 ―

朝ごはんを食べる環境整備 3
認定審査会 6

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（３）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

事 業 費 1,037
マニフェスト工程計画 該当（基本理念2㉘） ファシリティマネジメント

食育関連講座 3

食育の推進を図るため、食生活を見直し、健
康で心豊かな人間性を育む。

第3次豊川市食育推進計画に基づき、食育
イベントの開催、農薬・化学肥料を低減した
農産物「こだわり農産物」の普及などを行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 名 食育推進事業

担 当 課 農務課

176
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政策５【産業・雇用】
施策②　工業の振興

現状値 次期目標値 実施計画事業数

147事業所 154事業所
（R2.6.1値） （R6.6.1値）

325事業所 330事業所
（R2.6.1値） （R6.6.1値）

①工業用地の確保

区 分 継 続

事業期間 平成19年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
箇所 2
― 一式 一式 ―
千円 45,558 309,813 ―

②企業誘致の推進

区 分 継 続

事業期間 平成20年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 60 60 ―
件 1 1 ―
件 10 10 ―
千円 4,358 5,028 ―

マニフェスト工程計画 該当（基本理念１④） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（1）） 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 5,028

企業誘致情報提供報酬制度の利用 1
工場立地法の届出 10

産業の振興と雇用の拡大を図り、市勢の進
展を図る。

企業誘致のための情報収集、広報宣伝およ
び企業訪問を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
企業などへの訪問 60

マニフェスト工程計画 該当（基本理念１③） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（1）） 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 76,713

178

事 業 名 企業誘致推進事業

担 当 課 企業立地推進課

内陸工業用地の開発を行い、積極的な企業
立地を進め雇用の創出と財政基盤の強化を
図る。

内陸工業用地開発に係る調査や地権者・関
係機関との調整を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
新たな内陸工業用地開発の推進 1
調査・設計委託等 一式

177

事 業 名 企業立地推進事業

担 当 課 企業立地推進課

政策５【産業・雇用】 施策②　工業の振興

将 来 目 標 工業事業所が増え、働ける場所が確保されているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

地域経済の活性化や雇用創出のための企業立地を促進するため、引き続き工業用地の開発計画
を推進します。また、企業立地奨励金などの支援策の周知や情報収集、調査分析を実施します。

①工業用地の確保
②企業誘致の推進
③中小企業への支
援

4事業

従業者３０人以上
の製造業の事業
所数

153事業所
（R4.6.1値）

従業者４人以上３
０人未満の製造
業の事業所数

330事業所
（R4.6.1値）

SDGs 17の目標との関係
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政策５【産業・雇用】
施策②　工業の振興

区 分 継 続

事業期間 平成13年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 1 ―
千円 56,487 97,814 ―

区 分 継 続

事業期間 平成24年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 1 ―
千円 219,058 265,402 ―

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（１）） 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 484,460
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

補助事業認定事業者の決定 1

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（１）） 事 業 連 携 該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 費 92,301

180

事 業 名 企業再投資促進事業

担 当 課 企業立地推進課

市内に長年操業する工場などの新増設に要
する経費に対し補助することにより、企業の
流出防止および雇用維持拡大を図る。

２０年以上市内に立地する工場などを有す
る企業が新増設を行う場合に補助金を交付
する。

企業の立地を促進するとともに、産業の振興
と雇用の拡大を図る。

指定地域に新たに土地を取得し、工場を新
設、増設した場合に奨励金などを交付する。

計 画 事 業 量 令和６年度
交付対象事業者の認定 1

179

事 業 名 企業立地促進事業

担 当 課 企業立地推進課
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政策５【産業・雇用】
施策③　商業の振興

現状値 次期目標値 実施計画事業数

2,543事業所 2,500事業所
（平成28年値） （令和4年値）

2,989億円 3,000億円
（平成28年値） （令和4年値）

①中小企業への支援

区 分 継 続

事業期間 平成23年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 14 14 ―
千円 250 250 ―

区 分 継 続

事業期間 平成27年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 15 15 ―
― 一式 一式 ―
回 5 5 ―
千円 3,112 3,112 ―

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（１）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

事 業 費 3,262
マニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑧） ファシリティマネジメント

創業者 15

創業教室 5

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（政策間）

市内での創業・起業を支援することにより、
産業の活性化、雇用の創出を図る。

関係機関が連携し、創業者へ創業・起業に
関する支援などを行うとともに、創業機運の
醸成を図る事業を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度

ＰＲチラシなどの作成 一式

事 業 費 250
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

182

事 業 名 創業・起業支援事業

担 当 課 商工観光課

事 業 名 小規模事業者経営改善資金利子補給補助事業

担 当 課 商工観光課

181

計 画 事 業 量 令和６年度
補助 14

市内の小規模事業者の経営の安定と発展を
図る。

株式会社日本政策金融公庫の小規模事業
者経営改善資金融資を受けた者に対して、
利子の補給を行う。

政策５【産業・雇用】 施策③　商業の振興

将 来 目 標 魅力ある商売が盛んで、みんなが出かけ、にぎわいにあふれているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

創業・起業支援事業およびチャレンジとよかわ活性化事業により、創業の支援などを強化します。
また、大規模商業施設の開業に合わせ、商業団体などが実施する地域経済の活性化に資する事業
を積極的に支援します。

①中小企業への支援
②商業団体の育成へ
の支援
③商業施設誘致を含
めた八幡地区のまち
づくりの推進

2,500事業所

6事業

（令和2年値）

（令和2年値）
店舗等の事業所
数

卸売業、小売業
の年間商品販売
額

3,000億円

SDGs 17の目標との関係
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政策５【産業・雇用】
施策③　商業の振興

区 分 継 続

事業期間 平成28年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 26 30 ―
件 4 4 ―
件 15 15 ―
千円 18,500 20,500 ―

区 分 継 続

事業期間 令和４年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 1 ―
件 10 10 ―
回 1 1 ―
千円 13,500 13,500 ―

②商業団体の育成への支援

区 分 継 続

事業期間 昭和55年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
団体 14 14 ―
千円 5,960 5,960 ―

計 画 事 業 量
育成事業補助 1

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし

事 業 費 13,500
マニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑦） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（３）） 事 業 連 携 該当（政策間）

事 業 連 携 該当なし

事 業 費 5,960
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

計 画 事 業 量 令和６年度
補助団体 14

令和６年度

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（１），（３）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

商業団体などが設置する共同施設や共同
事業などの費用を支援し、市内の中小商業
およびサービス業の振興を図る。

商業団体などが設置する公共性の強い共
同施設や商店街のコミュニティ活性化事業
などに要する経費について、補助を行う。

事 業 名 商業団体等支援事業

担 当 課 商工観光課

185

1地域経済循環セミナー
10実践事業補助

事 業 名 地域商業強化推進事業

担 当 課 商工観光課

184

地域内循環を意識した商業者などを支援
し、地域住民の生活環境の維持と、地域商
業の活性化を図る。

商業者などが計画的に実施する事業拡大な
どに要する経費について、補助を行うととも
に、地域経済循環セミナーを開催する。

事 業 費 19,500
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

創業支援補助 28
経営革新支援補助 4
販路開拓支援補助 15

事 業 名 チャレンジとよかわ活性化事業

担 当 課 商工観光課

市内の商工業の振興を支援し、地域経済の
活性化を図る。

市内の創業、経営革新および販路開拓に係
る事業に要する経費について、補助を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

183
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政策５【産業・雇用】
施策④　中心市街地の活性化

現状値 次期目標値 実施計画事業数

36.2% 37.0%
（令和3年値） （令和7年値）

41,814人 60,000人
（令和3年値） （令和7年値）

②経済活力の向上　③にぎわいの創出

区 分 継 続

事業期間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
回 2 2 ―
回 1（80周年） 1 ―
千円 2,190 2,530 ―

担 当 課

空き家見学まちあるき 2
歩道を活用したイベント 1

計 画 事 業 量 令和６年度
諏訪まちリアルすごろく 一式

都市計画課

コンパクトシティの実現に向け、活性化イベ
ントやソフト事業の支援を行うことで、来街者
の増加による中心市街地の賑わいを創出す
る。

中心市街地における資源活用や賑わい創
出に係る各種イベントを開催する。

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（２）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

事 業 費 2,530
マニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑧） ファシリティマネジメント 該当なし

政策５【産業・雇用】 施策④　中心市街地の活性化

将 来 目 標 中心市街地が都市核としての特性を発揮し、にぎわいにあふれているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

186

事 業 名 中心市街地活性化事業

空き家の活用促進による経済活力の向上に取り組むとともに、賑わいの創出を目的としたイベント
などを開催するなど、中心市街地の活性化対策に取り組みます。

①都市機能の向上

②経済活力の向上
③にぎわいの創出

「中心市街地の
活性化」市民満
足度

36.0%

1事業
（令和5年値）

中心市街地の通
行量

56,600人
（令和5年値）

SDGs 17の目標との関係
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政策５【産業・雇用】
施策⑤　観光の振興

現状値 次期目標値 実施計画事業数

5,406,761人 8,000,000人
（令和2年値） （令和6年値）

①とよかわブランドの確立

区 分 継 続

事業期間 令和４年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 1 ―
件 3 3 ―
― 一式 ―
― 一式 ―
千円 9,290 1,500 ―

区 分 継 続

事業期間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 ―
部 ―
回 1 1 ―
箇所 ―
千円 3,140 5,768 ―

事 業 名 とよかわブランド推進事業

担 当 課 商工観光課・農務課・元気なとよかわ発信課

本市の優れた地域資源である「とよかわブラ
ンド」のPR、ブランド力の強化などを支援し、
観光振興と地域活性化を図る。

とよかわブランドの加工品などの開発、販路
開拓支援を実施するとともに、プロモーショ
ンなどを展開する。

計 画 事 業 量

とよかわブランド支援補助 3
メディアへのプロモーション

令和６年度

事 業 連 携 該当（政策間）

事 業 費 36,670
観光地衛生設備の改修

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（２）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

観光ルートマップ作成

188

令和６年度
観光案内看板の設置修繕 1

該当なし

1
推奨観光ルートウォーキング 1

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（３））

20,000

とよかわブランド加工品の充実

ふるさと納税返礼品の充実
一式
一式

事 業 費 5,510
マニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑨） ファシリティマネジメント

政策５【産業・雇用】 施策⑤　観光の振興

将 来 目 標 おもてなしが盛んで、交流が生み出す活気にあふれているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

観光振興と地域活性化を図るため、「とよかわブランド」のブランド力を強化するとともに、推奨観光
ルートの効果的なＰＲを行います。また、観光協会への支援や観光地の衛生設備の改修により、来
訪者の受入環境を整備するとともに、スポーツおよび文化活動などの合宿を行う団体を支援し、交流
人口の拡大を図ります。

①とよかわブランドの確立
②来訪者の受入環境の整備
③観光おもてなし事業の拡充

年間観光入込客
数

6,000,000人
5事業

（令和4年値）

187

事 業 名 観光ルート整備事業

担 当 課 商工観光課

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

主な観光資源を周遊する推奨観光ルートの
周知を行い、観光客の誘致を図るとともに、
快適に観光ができる受入環境を整備する。

推奨観光ルートを活用した観光キャンペー
ンやウォーキング事業を実施するとともに、
観光地の衛生設備を改修する。

計 画 事 業 量

SDGs 17の目標との関係
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政策５【産業・雇用】
施策⑤　観光の振興

②来訪者の受入環境の整備

区 分 継 続

事業期間 昭和39年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 1 1 ―
千円 48,070 51,654 ―

区 分 新 規

事業期間 令和５年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
件 25 25 ―
千円 6,500 6,500 ―

③観光おもてなし事業の拡充

区 分 継 続

事業期間 平成26年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 44 58 ―
人 140 180 ―
人 5 5 ―
回 2（80周年） ―
回 3 3 ―
千円 1,512 1,338 ―

マニフェスト工程計画 該当（基本理念１㉑） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（３）） 事 業 連 携 該当（政策間・地域間）

事 業 費 1,338

191

事 業 名 観光おもてなし力促進事業

担 当 課 商工観光課

観光ものしり検定 160

豊川いなり寿司PR(おもてなしブース) 3

市民自らが豊川市をＰＲし、来訪者をおもて
なしすることで、観光まちづくりの持続性を高
める。

市民へ観光情報を提供し、地域の誇り、地
域への愛着を持ってもらい、自ら豊川市をＰ
Ｒできる人材を育てる。

計 画 事 業 量 令和６年度
観光資源探訪ツアー 58

観光まちづくりボランティア講座 5
豊川いなり寿司PR(おもてなしブース)

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（２）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民・地域間）

事 業 費 6,500
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

該当なし

合宿支援事業委託 一式

190

事 業 名 スポーツ・文化活動等合宿支援事業

担 当 課 商工観光課

スポーツおよび文化活動等の合宿を行う団
体を支援し、施設の有効活用、地域経済の
活性化および交流人口の拡大を図る。

スポーツおよび文化活動等の合宿の受入環
境などの情報発信や合宿の宿泊費用を一
部助成する。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当（政策間・官民・地域間）
該当（基本理念１⑨）マニフェスト工程計画

該当（基本目標②（２）,（３））まち・ひと・しごと総合戦略

ファシリティマネジメント

事 業 連 携

観光客の増加を図る誘客活動、積極的なＰ
Ｒ活動および観光振興施策を実施する観光
協会へ補助を行う。

189

合宿支援件数 25

計 画 事 業 量 令和６年度

51,654
1

事 業 費
観光協会補助

観光振興施策を実施する観光協会を支援
することにより、本市の魅力向上および観光
客の増加を図る。

商工観光課担 当 課

観光協会支援事業事 業 名
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政策５【産業・雇用】
施策⑥　雇用の安定と勤労者支援の充実

現状値 次期目標値 実施計画事業数

479人 770人
（令和2年度値） （令和6年度値）

521件 650件
（令和2年度値） （令和6年度値）

①勤労者のキャリアアップ促進

区 分 継 続

事業期間 昭和63年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 450 450 ―
千円 840 840 ―

区 分 継 続

事業期間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 3 3 ―
千円 914 914 ―

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（２）） 事 業 連 携 該当（官民）

事 業 費 914
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

技能講座 3

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（２）） 事 業 連 携

計 画 事 業 量 令和６年度

事 業 名 地域技能者活用事業

担 当 課 商工観光課

ものづくり産業を担う人材を育成するととも
に、地元企業の高度な技術を次世代へ引き
継ぎ、優れた技術者の輩出を図る。

地元企業の熟練技能者を豊川工科高等学
校へ派遣するとともに、資格取得の支援を
行う。

事 業 費 840

193

中小企業の従業員などに専門的知識、技能
を習得させ、質的、社会的地位の向上を図
り、産業の振興発展を図る。

中小企業向けの講座を開催する職業能力
開発専門学院へ補助を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
受講者

該当なし
該当なし

450

担 当 課 商工観光課

雇用の安定と勤労者支援の充実を図るため、関係機関と連携し、若年層の就労支援や発展を担う
人材育成を推進するとともに、首都圏からの移住や市内企業への就職時における支援を行うなど、
人材確保に係る取組みを実施します。

2事業

3事業
①勤労者のキャリア
アップ促進

就労促進に関す
る事業への参加
者数

770人
（令和4年度値）

②勤労者の生活支
援

勤労者福祉促進
資金の融資件数

650件
（令和4年度値）

政策５【産業・雇用】 施策⑥　雇用の安定と勤労者支援の充実

将 来 目 標 安定した雇用が確保され、勤労者の生活が充実しているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

192

事 業 名 職業能力開発専門学院支援事業

SDGs 17の目標との関係
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政策５【産業・雇用】
施策⑥　雇用の安定と勤労者支援の充実

区 分 継 続

事業期間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 30 30 ―
千円 509 509 ―

②勤労者の生活支援

区 分 継 続

事業期間 令和元～６年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 3 ―
千円 3,000 ―

区 分 継 続

事業期間 令和４年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
件 10 30 ―
千円 1,971 7,371 ―

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（２）） 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 3,000
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

東京圏からのＵＩＪターンを促進し、中小企業
などにおける人材確保を図る。

東京圏から豊川市に移住し、中小企業など
に就職した場合に支援金を交付する。

計 画 事 業 量 令和６年度
補助 3

195

事 業 名 首都圏人材確保支援事業

担 当 課 商工観光課

事 業 費 509
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（２）） 事 業 連 携 該当（政策間）

計 画 事 業 量 令和６年度
セミナーなどへの参加者 30

安定した仕事に就けない若年者について、
就職に関する知識の習得や能力の向上を
図る。

１５歳から４９歳未満の若年者およびその家
族に対して、セミナーなどによる就労の支援
を行う。

194

事 業 名 若年者就労支援事業

担 当 課 商工観光課

196

事 業 名 奨学金返還支援事業

担 当 課 商工観光課

本市の将来を担う産業人材の確保を促進す
る。

市内登録事業者へ就職した者に対し、大学
などの在学時に借りた奨学金の返還につい
て補助を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
事業者などへの周知 一式

事 業 費 4,971
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標①（２）） 事 業 連 携 該当なし

補助 20
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政策６【地域・行政】
施策①　コミュニティ活動・市民活動の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

69.7% 65.6%
（R3.4.1値） （R7.4.1値）

54,285世帯 54,135世帯
（R3.4.1値） （R7.4.1値）

62.0% 61.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①コミュニティ意識の啓発　③コミュニティ活動の支援

区 分 継 続

事 業 期 間 平成17年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 7,000 7,000 ―
件 750 750 ―
件 2,500 2,500 ―

団体 25 35 ―
 地区 2 2 ―

― 一式 一式 ―
千円 1,756 1,756 ―

政策６【地域・行政】 施策①　コミュニティ活動・市民活動の推進

将 来 目 標
市民自らの発想や想像力を生かしたコミュニティ活動や市民活動が活発に行われ
ているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

197

事 業 名 町内会加入促進事業

町内会の加入促進やコミュニティ活動の活発化に取り組むとともに、地区市民館の適正な配置や
市民活動の拠点であるボランティア・市民活動センターの利用促進を図ります。また、協働体制を
コーディネートする人材を育成する講座や若年層を対象とした体験型講座などを実施し、ボランティ
ア・ＮＰＯの人材育成と運営支援を進めます。

④市民活動の支
援

3事業

町内会加入率
①コミュニティ意識
の啓発
②コミュニティ施設
の整備
③コミュニティ活動
の支援

3事業

町内会加入世帯数
54,135世帯
（R5.4.1値）

67.3%
（R5.4.1値）

まちづくり活動に
参加する市民の
割合

59.0%
（令和5年値）

担 当 課 市民協働国際課

マニフェスト工程計画 該当（基本理念３㉟） ファシリティマネジメント

外国語版パンフレット配布 750
小学生向け町内会加入啓発冊子配布 2,500

町内会活動の啓発や町内会への加入促進
を行い、町内会加入世帯数を増やすととも
に、コミュニティ活動を担う人材を育成する。

町内会加入促進の啓発冊子などの配布を
行うとともに、地域活動のリーダーを養成す
る講座を行う。また、町内会活動などにおけ
るＩＣＴ化の推進および支援を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度
パンフレット配布 7,000

該当なし

町内会アドバイザーの派遣 2
一式地域コミュニティICT活用促進事業費補助

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（３）） 事 業 連 携 該当（官民）

事 業 費 2,744

電子回覧板導入町内会 30

SDGs 17の目標との関係
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政策６【地域・行政】
施策①　コミュニティ活動・市民活動の推進

②コミュニティ施設の整備

区 分 継 続

事 業 期 間 平成30年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― 一式 一式 ―
― 一式 ―
館 1 ―

千円 84,458 274,475 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和55年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
地区 1 1 ―
地区 0 1 ―
地区 6 7 ―
地区 5 7 ―
地区 0 1 ―
地区 2 ―
千円 16,825 25,504 ―

④市民活動の支援

区 分 継 続

事 業 期 間 平成14年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 3 3 ―
件 6 6 ―
回 6 6 ―

千円 1,328 1,328 ―

198

用地取得

2

用地取得補助 1
空調設備設置補助 7

事 業 名 地区市民館整備事業

担 当 課 市民協働国際課

計画的な維持保全により、地区市民館の長
寿命化に取組むとともに、統合・集約により
保有総量の縮減に努める。

地区市民館適正配置方針に基づき、地区
市民館の適切な配置を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

実施設計 一式
基本設計 一式

出前講座 6

集会施設建設補助
令和６年度

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

事 業 費

補助対象事業 6

1

199

担 当 課 市民協働国際課

掲示板設置補助
25,504

放送設備設置補助

該当なし

200

計 画 事 業 量 令和６年度
委員会 3

事 業 名 市民協働推進事業

担 当 課 市民協働国際課

市民活動団体や連区・町内会による協働の
まちづくりを推進するとともに、市民活動の推
進を図る。

市民活動団体や連区・町内会が提案する協
働事業の必要経費に対して補助を行う。ま
た、協働に関する啓発、研修などを行う。

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携
該当なしマニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

該当なし 事 業 連 携
該当

1
事 業 費 278,163

集会施設の機能を充実させ自主的なコミュ
ニティ活動を推進し、自治組織の健全な発
展を図る。

自治組織が管理する集会施設の建設など
にかかる経費に対し補助を行う。

計 画 事 業 量

該当（政策間）

事 業 名 地区集会施設建設等支援事業

1
集会施設改修工事補助 7

まち・ひと・しごと総合戦略

事 業 費 3,828
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

建設工事

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし
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政策６【地域・行政】
施策①　コミュニティ活動・市民活動の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成16年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 4 4 ―

団体 6 6 ―
千円 2,576 2,576 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成14年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
回 1（80周年） ―

千円 22,867 22,503 ―

事 業 費 2,576

201

事 業 名 市民活動推進事業

担 当 課 市民協働国際課

安心して市民活動に参加できる環境整備な
どを行い、市民活動の推進を図る。

活動中の事故への補償やＮＰＯ法人への補
助を実施するとともに、市民活動の担い手を
育成するマンパワー養成講座やコーディ
ネーター養成講座を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

該当なし

担 当 課

補助法人 6

202

市民活動講座 4

ファシリティマネジメントマニフェスト工程計画 該当（基本理念３㊱） 該当なし

センター事業 一式

まち・ひと・しごと総合戦略

イベントの開催

該当なし

事 業 費 22,503
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

事 業 連 携

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

該当（基本目標④（３）） 該当（官民）

事 業 名 ボランティア･市民活動センター事業

市民協働国際課

ボランティア・市民活動センター（プリオ・ウィ
ズ）が行う市民活動団体への運営支援によ
り、市民活動の活性化を図る。

指定管理者制度によりボランティア・市民活
動センターの管理運営を行い、ＮＰＯスキル
アップ講座などを実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
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政策６【地域・行政】
施策②　男女共同参画の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

30.4% 40.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①男女共同参画意識の啓発

区 分 継 続

事 業 期 間 平成13年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
種類 6 6 ―
回 12 12 ―
人 1,000 1,000 ―
部 7,000 7,000 ―
人 64 64 ―

千円 3,269 3,269 ―
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（３）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

203

男女共同参画社会の実現のため、男女共同参画推進条例の周知、講演会や各種講座を開催す
るなど男女共同参画意識の啓発に努めるとともに、行政委員会委員などへの女性の登用を促進する
など男女共同参画に関する環境整備に取り組みます。

①男女共同参画意識
の啓発
②女性活躍推進に関
する取組み
③男女共同参画に関
する環境整備

37.0%
（令和5年値）

「男女共同参画」
市民満足度

1事業

政策６【地域・行政】 施策②　男女共同参画の推進

将 来 目 標 男女が協力して、個性と能力を発揮し活躍しているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

事 業 名 男女共同参画推進事業

担 当 課 人権生活安全課

男女が性別にかかわりなく対等に参画して
いる男女共同参画社会の環境整備を図る。

講座および講演会を開催するとともに情報
紙を発行し、男女共同参画に関する啓発活
動を実施する。

64
3,269

ワーク・ライフ・バランスに関する講座参加者

事 業 費

計 画 事 業 量 令和６年度
講座・セミナーの開催 6

情報紙発行 7,000

講座・セミナーの実施 11
講演会参加者 1,000

SDGs 17の目標との関係
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政策６【地域・行政】
施策③　人権啓発の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

40.5% 43.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①人権尊重意識の啓発

区 分 継 続

事 業 期 間 平成23年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 1,000 1,000 ―
回 １（80周年） 1 ―
回 5 5 ―
回 10 10 ―

千円 2,302 2,302 ―

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

204

事 業 名 人権対策推進事業

担 当 課 人権生活安全課

人権の意義や重要性を広く定着させるととも
に、人権を尊重する意識の向上を図る。

人権に関する啓発活動を積極的に実施す
る。

計 画 事 業 量 令和６年度

人権啓発活動（小中学校） 5

講演会参加者

人権が尊重され、一人ひとりの市民が明るく豊かな生活ができるよう、人権に関する啓発活動を実
施します。

政策６【地域・行政】 施策③　人権啓発の推進

将 来 目 標 人権が尊重され、一人ひとりの市民が明るく豊かな生活を営んでいるまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

①人権尊重意識の啓
発
②相談事業の実施
③ 小 坂 井 文 化 セ ン
ター事業の推進

「人権の尊重」市
民満足度

42.0%
1事業

（令和5年値）

該当なし
事 業 費

人権・男女共同参画講演会

846
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

人権啓発活動（保育園） 10

SDGs 17の目標との関係
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政策６【地域・行政】
施策④　多文化共生の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

76.9% 80.0%
（令和3年値） （令和7年値）

98.4% 88.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①多文化共生意識の高揚

区 分 継 続

事 業 期 間 昭和53年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 19 ―
人 19 ―
回 1 1 ―
― 一式（80周年） ―

千円 828 4,424 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 ―
人 23 23 ―
回 1 1 ―

千円 361 1,920 ―

提携45周年記念事業

政策６【地域・行政】 施策④　多文化共生の推進

将 来 目 標
日本人市民と外国人市民の相互理解が深まり、異なる文化を持つ人々が共生し
ているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

姉妹都市や友好都市との交流や提携周年事業に取り組みます。また、日本人市民と外国人市民
の相互に理解を深めるような取組みを進めるとともに、市民による幅広い国際交流活動を推進しま
す。

①多文化共生意
識の高揚

多文化共生社会
に関する市民意
識

78.3%
2事業

（令和5年値）

②円滑なコミュニケーション環
境の形成
③外国人市民の地域社会へ
の参加促進

外国人相談対応
に対する満足度

事 業 費 4,424

88.0%
2事業

（令和5年値）

派遣者 19
受入者 19
こども作品展開催 1

計 画 事 業 量

205

事 業 名 キュパティーノ市交流事業

担 当 課

令和６年度

市民協働国際課

姉妹都市との交流を通して、市民の国際理
解や国際交流、両市の友好親善を図る。

姉妹都市のキュパティーノ市と中学生使節
団の派遣・受入事業などを実施し、姉妹都
市提携５周年ごとに記念事業などを行う。

担 当 課 市民協働国際課

友好都市との交流を通して、市民の国際理
解や国際交流、両市の友好親善を図る。

友好都市である無錫市新呉区との中学生使
節団の派遣・受入事業などを実施する。

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（官民・地域間）

206

ファシリティマネジメント

事 業 名 無錫市新呉区交流事業

マニフェスト工程計画 該当なし

計 画 事 業 量 令和６年度
派遣者 24
受入者

該当なし

こども作品展開催 1

まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当（官民・地域間）

事 業 費 2,686
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

SDGs 17の目標との関係
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政策６【地域・行政】
施策④　多文化共生の推進

②円滑なコミュニケーション環境の形成

区 分 継 続

事 業 期 間 令和元年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
件 9,000 9,000 ―
部 1,800 1,800 ―
部 600 600 ―
部 400 400 ―

千円 25,307 25,307 ―

③外国人市民の地域社会への参加促進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 90 90 ―

千円 13,801 13,801 ―
マニフェスト工程計画 該当（基本理念2㉗） 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（３）） 該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（３）） 事 業 連 携 該当なし

事 業 名 定住外国人児童等就学支援事業

担 当 課 市民協働国際課

外国人児童生徒に対し日本語などの学習機
会を提供することにより、公立小中学校への
円滑な転入を図る。

日本語が未熟で不就学や不登校となってい
る外国人児童などに、日本語などの学習機
会の提供を行う。

事 業 連 携

計 画 事 業 量 令和６年度
こぎつね教室入室者 90

事 業 費 13,801
ファシリティマネジメント

208

外国人市民などに対し、生活に係る適切な
情報や相談場所に迅速に到達することがで
きるよう、環境の整備に努める。

多言語で行うワンストップ型の「外国人相談
窓口」を運営するとともに、外国語版広報を
発行し、多言語で市政情報などの提供を行
う。

計 画 事 業 量 令和６年度

207

事 業 名 外国人受入環境整備事業

担 当 課 市民協働国際課

25,307
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

外国人相談窓口利用 9,000

ベトナム語・インドネシア語広報の発行 400

ポルトガル語・スペイン語広報の発行

英語・中国語広報の発行
1,800

600

事 業 費
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政策６【地域・行政】
施策⑤　開かれた市政の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

48.8% 55.0%
（令和3年値） （令和7年値）

2,931,726件 3,895,000件
（令和2年度値） （令和6年度値）

35.7% 43.0%
（令和3年値） （令和7年値）

①行政情報の発信

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
部 712,800 712,800 ―

千円 22,538 22,538 ―

210

区 分 新 規

事 業 期 間 令和６年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― ―

千円

マニフェスト工程計画 該当なし

事 業 名 ホームページ充実事業

担 当 課 秘書課

最新のアクセシビリティ指標に準拠すること
で、市民が迅速に求める情報を得られる環
境を整える。

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（３）） 事 業 連 携

平成２５年１月から稼働している豊川市公式
ホームページをより充実させた内容で更新
する。

計 画 事 業 量 令和６年度
ホームページ構築

政策６【地域・行政】 施策⑤　開かれた市政の推進

将 来 目 標 市民と行政が情報を共有し、市民が市政に参加しているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

①行政情報の発信
②市民の声の把握
③シティセールスの
推進

4事業
3,389,000件

（令和4年度値）

「市の情報 の提
供・公表」市民満
足度

54.0%
（令和5年値）

市ホームページ
年 間ア クセ ス件
数

計 画 事 業 量 令和６年度

ファシリティマネジメント

209

事 業 名 広報事業

担 当 課

該当（政策間）

一式

該当なし 該当なし

（令和5年値）
41.0%

議会だよりを概ね
読んでいる市民
の割合

2事業

事 業 連 携

市政情報を市民に広く周知し、市政に対す
る理解と関心を深めてもらう。

職員の広報能力の向上を図るとともに、広報
とよかわの発行、ケーブルテレビなどを利用
した市政情報の発信を行う。

秘書課

広報やメディアの活用などにより、市民に対して積極的に行政情報などの提供を行うとともに、都市
圏へのプロモーション活動やメディアリレーション活動の強化などにより、シティセールスの推進を図
ります。また、議会情報については、議会だよりや議会中継映像の配信により、情報の提供を行いま
す。

事 業 費 24,106
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし

④議会情報の発
信

広報とよかわ発行 712,800
事 業 費 22,425

該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略

SDGs 17の目標との関係
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政策６【地域・行政】
施策⑤　開かれた市政の推進

②市民の声の把握

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 100 100 ―
― 一式 一式 ―

千円 4,239 4,239 ―

③シティセールスの推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成24年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― 一式（80周年） ―
― 一式（80周年） ―
回 2 2 ―
― 一式 一式 ―

千円 33,861 1,816 ―

④議会情報の発信

区 分 継 続

事 業 期 間 ―

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
部 1回　59,500 1回　59,500 ―
枠 2 2 ―

千円 4,189 4,189 ―
マニフェスト工程計画 該当なし

市民に対して積極的に議会情報を提供し、
開かれた市議会の推進を図る。

カラーの議会だよりを年４回発行する。

計 画 事 業 量

シティセールスグッズの作成 一式

該当なし
該当（政策間・官民）

広告掲載 2

事 業 費 1,816

ファシリティマネジメント

事 業 費 4,189

令和６年度
発行（年４回） 1回　59,500

ＰＲ映像の制作

計 画 事 業 量 令和６年度
メディアリレーション活動強化事業

該当なし

元気なとよかわ発信課

シティセールス推進事業

211

人・モノ・コト・情報を呼び込むことで、地域
経済の活性化を図る。

都市圏へのプロモーション活動を実施すると
ともに、メディアを活用したシティセールスを
展開する。

担 当 課 秘書課

ファシリティマネジメント

市民意識調査
事 業 費 100

市民の声を把握する機会を設け、開かれた
市政の推進を図る。

市民意識調査や電子市政モニターなどを実
施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
電子市政モニター 100

マニフェスト工程計画

事 業 名

事 業 名 広聴事業

該当なし
事 業 連 携まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 該当なし

担 当 課

都市圏等プロモーション活動 2

事 業 連 携
ファシリティマネジメントマニフェスト工程計画 該当（基本理念１⑩）

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標②（３））

213

事 業 名 議会だより作成事業

議事課

担 当 課

212

イベントの開催

該当なしまち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携
該当なし
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政策６【地域・行政】
施策⑤　開かれた市政の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 平成21年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
回 5 5 ―

千円 1,163 1,163 ―

市民に対して積極的に議会情報を提供し、
開かれた市議会の推進を図る。

ライブおよび録画で議会の中継映像を配信
する。 

事 業 名

担 当 課 議事課

該当なし
ファシリティマネジメント

中継 5
事 業 費 1,163

計 画 事 業 量 令和６年度

マニフェスト工程計画 該当なし 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携

214

議会中継映像配信事業
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政策６【地域・行政】
施策⑥　公共施設の適正配置と長寿命化の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

492,549㎡ 493,000㎡
（R2.4.1値） （R6.4.1値）

①一般公共施設の多機能化、複合化

区 分 継 続

事 業 期 間 令和２～９年度

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― ―
― 一式 ―

千円 58,771 未定 ―

区 分 新 規

事 業 期 間 令和５年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 ―
― 一式 ―

千円 17,800 未定 ―
該当

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（3）） 事 業 連 携 該当なし

基本設計
事 業 費 28,100

マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント

庁舎機能の集約化・再配置による市民サー
ビスの充実と行政機能の強化を図る。

本庁舎および分庁舎の建替え並びに北庁
舎の大規模改修を実施する。

計 画 事 業 量 令和６年度
基本構想および基本計画 一式

216

事 業 名 本庁舎等整備事業

担 当 課 財産管理課

一宮地域交流会館（仮称）実施設計 一式

215

該当
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（3）） 事 業 連 携 該当（官民）

一宮地域交流会館（仮称）建設工事

事 業 費 130,844
マニフェスト工程計画 該当（基本理念３㊶） ファシリティマネジメント

一宮地区の公共施設の統廃合、多機能化
および複合化を実施し、地域の拠点創出を
図る。

地元との合意形成を図りながら、一宮地区
公共施設の再編整備を進める。

計 画 事 業 量 令和６年度
一宮地域交流会館（仮称）基本設計

①一般公共施設の
多機能化、複合化

一般公共施設の
総延べ床面積

494,000㎡
2事業

（R4.4.1値）

政策６【地域・行政】 施策⑥　公共施設の適正配置と長寿命化の推進

将 来 目 標 公共施設が新たな価値を創出し、多くの人に安心して利用されているまち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値

②一般公共施設の
長寿命化対策
③インフラ・プラント
系公共施設の長寿
命化対策

事 業 名 一宮地区公共施設再編整備事業

担 当 課 財産管理課

 ※　施設の長寿命化対策に関する進捗管理は、各政策分野で行うため、ここで
　　は目標指標や事業を設定しません。

一宮地区の公共施設および本庁舎等の統廃合、多機能化、複合化に向けて課題などを整理し、
公共施設の再編を進めます。

SDGs 17の目標との関係
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政策６【地域・行政】
施策⑦　健全で持続可能な行財政運営と広域連携の推進

現状値 次期目標値 実施計画事業数

42.9% 60.0%
（令和3年値） （令和7年値）

肯定的評価
73.8% 77.0%

否定的評価
14.3% 11.0%

（令和3年値） （令和7年値）

43.8% 62.0%
（令和2年度値） （令和6年度値）

△1.5% 1.0%
（令和2年度値） （令和6年度値）

①行政サービスの向上　②行政デジタル化の推進

区 分 継 続

事 業 期 間 令和３年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
― 一式 一式 ―
― 一式 一式 ―

千円 29,855 221,046 ―

政策６【地域・行政】 施策⑦　健全で持続可能な行財政運営と広域連携の推進

将 来 目 標
効率的で効果的な行財政運営がなされ、良質な行政サービスが利用されている
まち

将来目標を実現する主な手段 目標指標 目標値
①行政サービスの
向上
②行政デジタル化
の推進
③広域連携の推進
④官民連携の推進

「行政サービスの
向上」市民満足
度

56.0%
1事業

（令和5年値）

職員の対応に対
する市民の評価

76.0%

－

実質公債費比率

（令和4年度値）

1.0%

ＡＩなどの情報技術を活用した行政デジタル化の推進、階層に応じた職員研修や障害者雇用の推
進により、効率的で効果的な行政運営に取り組みます。

自主財源比率
62.0%

⑥自主財源の確保
⑦健全な財政運営
の推進

（令和4年度値）

2事業
12.0%

（令和5年値）

⑤職員の育成と適
正な人員配置

担 当 課 情報政策課

豊川市情報化推進基本方針に基づき、情報
技術の活用により住民の利便性の向上およ
び行政運営の効率化を図る。

行政手続きのオンライン化や住民情報シス
テムの標準化・共通化、ＡＩなど情報技術の
導入・活用を実施する。

AI-OCRシステム運用 一式

217

事 業 名 情報技術活用推進事業

計 画 事 業 量 令和６年度
RPAシステム運用 一式

事 業 費 33,079
マニフェスト工程計画 該当なし ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標④（3）） 事 業 連 携 該当（政策間・官民）

SDGs 17の目標との関係
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政策６【地域・行政】
施策⑦　健全で持続可能な行財政運営と広域連携の推進

⑤職員の育成と適正な人員配置

区 分 継 続

事 業 期 間 平成18年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 390 390 ―
人 387 387 ―
人 150 150 ―
人 110 110 ―
人 40 40 ―
人 35 35 ―
人 138 138 ―

千円 9,239 9,239 ―

区 分 継 続

事 業 期 間 令和２年度～

目
的

概
要

単位 令和５年度 令和７年度 全体計画
人 2 2 ―
人 6 6 ―

千円 17,902 17,902 ―
該当なし

まち・ひと・しごと総合戦略 該当（基本目標③（3）） 事 業 連 携 該当なし

会計年度任用職員（報酬）任用 2
会計年度任用職員（時間給）任用 6

事 業 費 17,902
マニフェスト工程計画 該当（基本理念３㉜） ファシリティマネジメント

接遇向上推進研修 38

事 業 名 障害者ワークステーション事業

担 当 課 人事課

市役所の軽易な作業を行うことにより、業務
経験を積み、障害者の次の就労につなげ
る。

障害者が各部署から請け負った印刷や清掃
などの軽易な作業を行う。

計 画 事 業 量 令和６年度

マニフェスト工程計画 該当（基本理念３㊵） ファシリティマネジメント 該当なし
まち・ひと・しごと総合戦略 該当なし 事 業 連 携 該当なし

事 業 費 9,239

219

企画立案能力および住民対話力を備えるな
ど「人財育成基本方針」に基づき職員を育
成し、行政サービスの向上を図る。

集合研修（Off-JT、階層別研修、特別研修）
を実施するとともに職場研修、派遣研修およ
び自学（自己啓発）を推進する。

計 画 事 業 量 令和６年度
階層別研修 390

218

事 業 名 職員研修事業

担 当 課 人事課

目標管理制度研修 40
人事評価制度研修 35

特別研修 387
派遣研修 150
自学の推進 110
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Ⅰ．事業連携の意義

Ⅱ．地域再生計画に位置付けた事業の連携状況

地域再生計画（計画期間中で地方創生推進タイプの支援を受けるもの）の関連事業

１　東三河ドローン・リバー構想推進プロジェクト

認定年月日

令和２年３月30日（第55回認定申請）

計
画
概
要

担当課 まち・ひと・しごと総合戦略 政策分野 該当ページ

№14 災害対応先進技術活用事業 危機管理課
基本目標①（1）
基本目標④（2）

政策１
【安全・安心】

Ｐ３１

№119 橋りょう長寿命化対策事業 道路河川管理課 基本目標①（1）
政策３

【建設・整備】
Ｐ７４

２　地域経済と人材の循環による構造改革プロジェクト

認定年月日

令和４年３月30日（第63回認定申請）

計
画
概
要

担当課 まち・ひと・しごと総合戦略 政策分野 該当ページ

№184 地域商業強化推進事業 商工観光課 基本目標①（３） Ｐ９９

№187 とよかわブランド推進事業
商工観光課・農務課・
元気なとよかわ発信課

基本目標②（２） Ｐ１０１

地域再生計画とは、地域経済の活性化や雇用機会の創出、地域の活力の再生を総合的かつ効果的
に推進するため、地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組みを位置付ける計画です。
本市では、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の取組みを中心に連携させた地域再生計画を作

成し、内閣総理大臣の認定を受けることで、国が設けるデジタル田園都市国家構想交付金などの支
援措置を活用しています。
　本計画書に位置付ける事業においては、以下のとおり関連事業を連携し実施します。

計画区域 計画期間

実施計画事業間の連携状況

少子高齢化や人口減少に伴う経済規模の縮小や、新型コロナウイルス感染症の拡大による税収の

減少、世界情勢の影響に伴う物価高騰への対応、社会保障費の増加などが懸念されます。

限られた資源や予算の中で、これらの社会の変化に対応し、持続可能な行政サービスや市民生活

の向上を実現するため、所管課が個々に実施する事業について、事業対象や内容の類似性を踏まえ

て事業スキームなどを連携させることで、事業の相乗効果や効率性を高める取組みを推進します。

豊川市及び新城市の全域 認定の日から令和６年度まで

政策５
【産業・雇用】

未来技術を活用した実証実験などを通じた中小企業の第２創業への取組みを推進するととも
に、ドローン・エアモビリティに関する産業クラスターの形成に向けた企業誘致を段階的に
進め、新しい成長戦略モデルの構築に向けた取組みを進めます。

（連携事業）

事業名

事業名

地域内循環を意識した商業者への支援などにより地域商業を活性化するとともに、地域産業
の魅力向上につなげて新たな人の流れを創出するための取組みを進めます。

（連携事業）

計画区域

豊川市の全域

計画期間

認定の日から令和６年度まで
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３　地域資源の磨き上げによる関係人口・交流人口創出とシビックプライド醸成事業

認定年月日

申請中（第6７回認定申請）

計
画
概
要

担当課 まち・ひと・しごと総合戦略 政策分野 該当ページ

№127 赤塚山公園充実事業 公園緑地課
基本目標②（２）
基本目標④（３）

政策３
【建設・整備】

P７７

№175 豊川産農産物普及推進事業 農務課 基本目標①（３）
政策５

【産業・雇用】
P９４

№176 食育推進事業 農務課 基本目標①（３）
政策５

【産業・雇用】
Ｐ９５

№182 創業・起業支援事業 商工観光課 基本目標①（１）
政策５

【産業・雇用】
Ｐ９８

№183 チャレンジとよかわ活性化事業 商工観光課
基本目標①（１）
基本目標①（３）

政策５
【産業・雇用】

Ｐ９９

№187 とよかわブランド推進事業
商工観光課・農務課・
元気なとよかわ発信課

基本目標②（２）
政策５

【産業・雇用】
Ｐ１０１

№189 観光協会支援事業 商工観光課
基本目標②（２）
基本目標②（３）

政策５
【産業・雇用】

P１０２

№190 スポーツ・文化活動等合宿支援事業 商工観光課 基本目標②（２）
政策５

【産業・雇用】
Ｐ１０２

№210 ホームページ充実事業 秘書課 基本目標④（３）
政策６

【地域・行政】
P１１２

№212 シティセールス推進事業
元気なとよかわ発信
課

基本目標②（３）
政策６

【地域・行政】
Ｐ１１３

「もっと元気なとよかわ」をテーマとする市制施行８０周年を契機として、地域経済の活力を創

出するため、以下のとおり地域再生計画を内閣府へ認定申請を提出しています。本計画書に位置付

ける事業においては、市制施行８０周年記念事業と連携し実施します。

計画区域 計画期間

豊川市の全域 認定の日から令和７年度まで

地域資源の魅力を再発見する取組みや地域資源を生かした着地型観光の推進などにより、関
係人口・交流人口のさらなる拡大を図るとともに、継続的な地域ブランドの創出・ＰＲや市
内イベントなどによりシビックプライドの醸成を図り、地域経済の活力を創出するための取
組みを進めます。

（連携事業）

事業名
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Ⅲ．市制施行８０周年記念事業に位置付けた事業の連携状況

市制施行８０周年記念事業の関連事業

１　赤塚山公園３０周年記念事業

事業区分

とよかわ大好き事業

事
業
概
要

担当課 まち・ひと・しごと総合戦略 政策分野 該当ページ

№127 赤塚山公園充実事業 公園緑地課
基本目標②（２）
基本目標④（３）

政策３
【建設・整備】

Ｐ７７

№212 シティセールス推進事業 元気なとよかわ発信課 基本目標②（３）
政策６

【地域・行政】
Ｐ１１３

２　（仮称）とよかわ花マルシェ

事業区分

とよかわ大好き事業

事
業
概
要

担当課 まち・ひと・しごと総合戦略 政策分野 該当ページ

№175 豊川産農産物普及推進事業 農務課 基本目標①（３）
政策５

【産業・雇用】
Ｐ９４

№191 観光おもてなし力促進事業 商工観光課 基本目標②（３）
政策５

【産業・雇用】
Ｐ１０２

３　食育推進プロジェクト「食のタスキをつなぐまち」

事業区分

ＳＤＧｓでつなげよう事業

事
業
概
要

担当課 まち・ひと・しごと総合戦略 政策分野 該当ページ

№47 成人保健事業 保健センター 該当なし
政策２

【健康・福祉】
Ｐ４６

№176 食育推進事業 農務課 基本目標①（３）
政策５

【産業・雇用】
Ｐ９５

赤塚山公園

事業名

開園３０周年を迎える赤塚山公園において、施設のリニューアル、官民連携、地域連携を
テーマとして、広報とよかわで連載している「モノ、ヒト、シゴト」に掲載した企業などを
紹介するイベントを開催します。

（連携事業）

事業名

開催期日 開催場所

令和５年６月～令和６年３月 赤塚山公園、文化会館ほか

開催期日 開催場所

令和５年11月４日（土）～５日（日） 総合体育館ほか

豊川産花きのＰＲおよび需要喚起を図り、併せて東三河地域の花き産地としての魅力を広く
発信する花きイベントを開催します。

（連携事業）

事業名

食育を推進するため、食育ツアー、おもてなしレシピグランプリ、こだわり農産物およびタ
イアップ店認定制度、とよかわ農業市を実施するとともに、夏休みワークショップとして、
野菜の摂取量が不足しがちな子育て世代・働く世代を対象に、食生活改善セミナーや野菜摂
取量測定などを実施します。

（連携事業）

本計画書に位置付ける事業においては、以下のとおり市制施行８０周年記念事業の関連事業を連

携し実施します。

開催期日 開催場所

令和５年９月２日（土）
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